
 

 

 

 

点検評価ポートフォリオ 

名古屋市立大学 
 

 

 

2022年 5月 

 

 
 

 

  





 

はじめに 

 本学は、名古屋薬学校と名古屋市立女子高等医

学専門学校を源流とし、1950年に医学部、薬学

部からなる公立大学として設置された。2006年 4

月、地方独立行政法人法に基づいて名古屋市を設

立団体とする公立大学法人名古屋市立大学を設立

し、現在では、医学部、薬学部、経済学部、人文

社会学部、芸術工学部、看護学部、総合生命理学

部の７学部、７研究科からなる総合大学に発展し

てきた。さらに、2021（令和 3）年 4月の名古屋

市立東部・西部医療センターの附属病院化によ

り、全国の国公立大学では最大規模の約 1,800床

を擁する附属病院群となった。 

本学は、基本的な理念を「全ての市民が誇りに

思う・愛着の持てる大学をめざす」とし、市民に

よって支えられる市民のための大学として、知の

創造と継承をめざして真理を探究し、それに基づ

く教育によって社会の発展に貢献する人材を育成

すること、広く市民、行政などと連携、協働して

知の拠点として魅力ある地域社会づくりに貢献す

るとともに、教育・研究の成果を社会に還元する

ことによって、私たちのまち名古屋の大学と実感

される、全ての市民が誇りに思う愛着の持てる大

学として活動することを使命としている。2006

年の法人化以降、基本的な理念に基づいた中期目

標、及びその達成のために策定した中期計画に従

って、毎年度、年度計画を策定し、その実施に努

めている。本学における自己点検・評価の実施に

ついては、「名古屋市立大学自己評価等の実施に

関する規程」に基づき、全学の組織である「自己

点検・評価委員会」（委員長：理事長）を設置

し、認証評価、中期目標・中期計画・年度計画の

達成・実施状況の点検・評価や、法人評価委員会

による評価結果に基づく対応策の検討・実施に関

する責任主体としている。また、各研究科に自己

点検・評価を行う委員会を設置し、全学と各研究

科を有機的に連関させ、内部質保証に係る全学体

制を整えている。併せて、認証評価を受審するた

めに必要な自己評価等の実施に関する事項の調

査、審議を行うことを目的として、各研究科の教

員等を構成員とする自己点検・評価小委員会を設

置している。今回の認証評価受審にあたっては、

自己点検・評価委員会及び同小委員会を中心に本

点検評価ポートフォリオをとりまとめた。各所属

において自己点検、改善を繰り返し行っており、

改善策を検討中の事項は速やかに実施していくこ

ととしている。 

本学では、第一期中期目標期間中である 2010

（平成 22）年度に初めて認証評価を受審し、大

学評価・学位授与機構より、大学設置基準をはじ

め関係法令に適合し、同機構が定める大学評価基

準を満たしているとの評価を受けた。また、第二

期中期目標期間中の 2016（平成 28）年度にも認

証評価を受審し、大学基準協会より同協会の定め

る大学評価基準に適合していると認定された。受

審の際に指摘された事項については、自己点検・

評価委員会のもと各所管部局において改善を図

り、2019年７月に改善報告書としてとりまと

め、報告している。 

現在、本学は第三期中期目標期間（2018～2023 

年度）であり、同期間の教育及び研究に関する実

績の評価にあたっては、認証評価機関の教育及び

研究の状況についての評価結果を踏まえることと

している。同期間終了年度の前年度である本年度

に認証評価を受審し、結果を第四期中期目標及び

中期計画等に反映させていく予定である。
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 大学の概要  

（１）大学名 

   名古屋市立大学 

 

（２）所在地 

桜山(川澄)キャンパス：名古屋市瑞穂区瑞穂町字川澄 1 

   滝子(山の畑)キャンパス：名古屋市瑞穂区瑞穂町字山の畑 1 

   田辺通キャンパス：名古屋市瑞穂区田辺通 3－1 

   北千種キャンパス：名古屋市千種区北千種 2丁目 1－10 

 

（３）学部等の構成 

   学 部： 

医学部、薬学部、経済学部、人文社会学部、芸術工学部、看護学部、総合生命理学部（全７学部） 

   研究科： 

医学研究科、薬学研究科、経済学研究科、人間文化研究科、芸術工学研究科、看護学研究科、理学研究科 

  （全７研究科） 

   附属施設等： 

総合情報センター、高等教育院、ダイバーシティ推進センター、キャリア支援センター、共用機器セン

ター、保健管理センター、全学実験動物センター、国際交流センター、社会連携センター、都市政策研

究センター、産学官共創イノベーションセンター、医療心理センター、SDGsセンター 

   附属研究所等： 

医学部附属病院、医学部附属東部医療センター、医学部附属西部医療センター、脳神経科学研究所、実   

験動物研究教育センター、不育症研究センター、アイソトープ研究室、共同研究教育センター、先端医

療技術イノベーションセンター、創薬基盤科学研究所、臨床薬学教育研究センター、東海臨床薬学教育

連携センター、薬工融合推進センター、東海薬剤師生涯学習センター、経済研究所、人間文化研究所、

環境デザイン研究所、生物多様性研究センター 

  

（４）学生数及び教職員数（令和 4年 5月 1日現在） 

学生数：4,685名（学部生：3,915名、大学院生：770名） 

教職員数：3,707名（教員：683名、事務職員：348名、技術職員：2,676名（役員 13名除く）） 

 

（５）理念と特徴 

    本学は、全ての市民が誇りに思う・愛着の持てる大学をめざすことを基本的な理念としている。 

名古屋市を設立団体とする公立大学法人名古屋市立大学は、市民によって支えられる市民のた

めの大学として、知の創造と継承をめざして真理を探究し、それに基づく教育によって社会の発展

に貢献する人材を育成する。あわせて、広く市民、行政などと連携、協働して知の拠点として魅力

ある地域社会づくりに貢献するとともに、教育・研究の成果を社会に還元することによって、私た

ちのまち名古屋の大学と実感される、全ての市民が誇りに思う愛着の持てる大学として活動する

ことを使命とする。  
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（６）大学組織図 

 

  

※本学ウェブサイトに組織図を掲載しています。 

監査室

【事務組織】

【附属施設】

【大学院】

【学部】

理学研究科

看護学研究科

芸術工学研究科

マネジメントシステム学科

会計ファイナンス学科

心理教育学科

現代社会学科

医学科

薬学科

生命薬科学科

公共政策学科

【役員】

【役員会】 総合生命理学部

看護学部

芸術工学部

人文社会学部

経済学部

薬学部

医学部

産業イノベーションデザイン学科

建築都市デザイン学科

看護学科

総合生命理学科

国際文化学科

情報環境デザイン学科

医学研究科

医薬学総合研究院

生体防御・総合医学専攻

生体機能・構造医学専攻

生体情報・機能制御医学専攻

予防・社会医学専攻

医科学専攻

創薬生命科学専攻

医療機能薬学専攻

共同ナノメディシン科学専攻

総務部

大学史資料館

高等教育院

総合情報センター

人間文化研究科

経済学研究科

薬学研究科

経済学専攻

経営学専攻

人間文化専攻

芸術工学専攻

看護学専攻

理学情報専攻

経済学部・経済学研究科

人文社会学部・人間文化研究科 山の畑事務室

医学研究推進課

学術課

学術情報室

薬学部・薬学研究科 薬学部事務室

芸術工学部・芸術工学研究科 芸術工学部事務室

看護学部・看護学研究科 看護学部事務室

統括企画室

管理課

管理課

医事課

病院管理部（東部医療センター） 管理課

経営課

医事課

病院管理部（西部医療センター）

財務課

施設課

学生課

教務企画室

経営課

経営課

医事課

分館

理事長

副理事長（学長）

副理事長（事務局長）

理事

監事

総務課

コンプライアンス推進室

職員課

企画推進課

教育研究部

医学部・医学研究科 医療人育成課

広報室

総合生命理学部・理学研究科

病院管理部（市立大学病院）

病院統括部

https://www.nagoya-cu.ac.jp/about/operations/05091845/
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（７）内部質保証体制図 
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】
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屋
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学

法

人

評

価

委

員

会 

役員会（理事長、副理事長、理事、監事(外部委員)） 

教育研究審議会（学長、副理事長、理事、学部長等） 審議 

自己点検・評価小委員会 

認証評価に係る自己点検・ 

評価等の実施、調査 

（学長、副学長、各研究科教員等） 

全学教育機構 審議 

（理事、高等教育院長、各研究科教員等） 

入学試験 
委員会 

※学部AP に 

ついてのみ 

連携 

調整 

各研究科における自己点検・評価 

委員会 
 
教養教育運営委員会における教養 

教育の自己点検・評価 
 
計画の作成、自己点検・評価の実施、 

改善方策の実施等 

審議 

決定 
説明 
報告 

高等教育院 

自己点検・評価委員会 審議 

（理事長、副理事長、理事、副学長、 

各研究科長等） 

 

医 学 研 究 科・医 学 部 

薬 学 研 究 科・薬 学 部 

経済学研究科・経 済 学 部 

人間文化研究科・人文社会学部 

芸術工学研究科・芸術工学部 

看護学研究科・看 護 学 部 

理 学 研 究 科・  
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 大学の目的  

公立大学法人名古屋市立大学定款、名古屋市立大学学則及び大学院学則において、本法人及び本学の

目的を定めている。 

 

公立大学法人名古屋市立大学定款 

（目的） 

第 1条 この公立大学法人は、大学を設置し、及び管理することにより、知の創造と継承を理念とし          

て、真理の探究とそれに基づく教育により優れた人材を育成するとともに、広く市民と連携し、協働す

ることを通じて地域社会及び国際社会にその成果の還元を図ることにより、社会文化の向上と人類福祉

の増進に寄与することを目的とする。 

 

名古屋市立大学学則 

（目的） 

第１条 名古屋市立大学（以下「大学」という。）は、学術の中心として広く知識を授けるとともに、

深く専門の学術を教授研究し、知的、道徳的及び応用的能力を展開させ、もって社会文化の向上と人類

福祉の増進に寄与することを目的とする。 

 

 名古屋市立大学大学院学則 

 （目的） 

第１条 名古屋市立大学大学院（以下「大学院」という。）は、学術の理論及び応用を教授研究し、そ

の深奥を究めて、文化の進展に寄与することを目的とする。 

  



6 

  



 

7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ「基準１ 法令適合性の保証」に関する点検評価資料 
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 イ 教育研究上の基本となる組織に関すること （①大学）          
（１）自己点検・評価の実施状況  
１) 目的 

本学は、名古屋女子医科大学と名古屋薬科大学を統合し、

医学部と薬学部の 2 学部を有する大学として 1950（昭和 25）

年に設立された。その後、2006（平成 18）年に法人化し、公立

大学法人名古屋市立大学に移行した。大学の目的について

は、定款第１条及び大学学則第１条に定めている。その目的

のもとで、医学部、薬学部、経済学部、人文社会学部、芸術工

学部、看護学部、総合生命理学部の７学部を設け、「人材の養

成に関する目的その他の教育研究上の目的に関する規程」に

おいて、各学部の目的を定めている。また、ディプロマ・ポリシ

ー、カリキュラム・ポリシー、アドミッション・ポリシーの 3 つのポリ

シーについては、2019（令和元）年に策定した「名古屋市立大

学教学マネジメント基本方針」にも記載のとおり、ディプロマ・ポ

リシーに基づいてカリキュラム・ポリシーを策定し、そのうえで、

これら 2 つのポリシーをもとに、アドミッション・ポリシーを定めて

いる。3 つのポリシーは、各学部の人材の養成及び教育研究

上の目的に定められている内容を具体化するものとなってお

り、各学部が 3つのポリシーに沿って教育ができるよう、常に自

己点検に努めている。 

 

２） 学部・学科 

本学では、一貫して地域に開かれ、広く市民と連携し、協働

をしてきた。科学・技術・芸術・文化・産業・経済の発展と医療・

健康福祉の向上に寄与し、それぞれの分野で、知性と教養に

溢れ、創造力に富んだ次世代を担う有為な人材を輩出してい

る。大学学則第 2条においては、医学部をはじめとする 7学部

の設置を定めており、さらに、各学部に 1～3 学科の設置も定

めている。また、上記のとおりの有為な人材を輩出するため、

学科再編等も行っており、近年では、2012（平成 24）年に芸術

工学部において学科再編をし、2013（平成 25）年には、人文社

会学部において人間科学科を心理教育学科に名称変更して

いる。また、2018（平成 30）年には総合生命理学部を設置し

た。 

 

３） 収容定員 

収容定員は、大学学則第 12 条において学科ごとに定めて

おり、入学者数が入学定員を大幅に超える又は下回る状況に

はない。学長、副学長、学長補佐、各学部長等で構成する全

学の入学試験委員会（以下、「全学入試委員会」という）、ま

た、全学入試委員会のもとに入学試験実施に必要な各種委員 

会・委員を組織し、適正に定員管理を行っている。併せて、入

学・収容定員や入学者数のみならず、受験者数、合格者数、

合格辞退者数、追加合格数等を公表し、受験生・高校教員等

への情報提供に努めている。 

入学者数が入学定員を大幅に下回る状況にはないものの、

受験生に各学部・学科の魅力が伝わるよう、各学部によるパン

フレット作成やオープンキャンパスのほか、高校生に大学での

学びを体験してもらう事業等について積極的に取り組んでいる

ところである。 

 

４） 名称 

本学では、常に時代の変化を機敏に捉え、グローバルな視

点で魅力ある教育を行い、次世代をリードできるバランス感覚

に優れた人材を育成しており、本学を目指す受験生等が適切

な進路を選択できるよう、「人材の養成に関する目的及び教育

研究上の目的」を踏まえた適切な学部・学科名称としている。

例えば、以下のとおり、当該学科入学後にどのような教育を提

供するかを明確にしている。 

 

（例：芸術工学部産業イノベーションデザイン学科） 

 教育研究上の目的 

産業イノベーションデザイン学科においては、機械・電気工

学、情報工学などを基盤とし、グラフィック、プロダクトなど産業

デザインに関わる専門能力を養うための理論と実践の教育を

行うこと。 

 

５） 総括 

 本学では、大学及び各学部の目的を達成するために必要な

教育研究上の組織を設けている。次世代を担う有為な人材の

輩出に資するよう、学部・学科については適切に組織され、ま

た、定員管理も適正に行っている。組織の名称についても、そ

れぞれの目的を踏まえて、分かりやすく、適切なものとしてい

る。特に、現状、入学者数が入学定員を大幅に下回る状況に

はないが、適正に定員管理が続けられるよう、高大連携事業の

推進や広報活動をはじめ、積極的に本学の魅力アピールに取

り組んでいるところである。 

自己評価結果 当該評価事項に適合していると判断する。 

優れた点 受験生等が適切な進路を選択できるよう適切な学部・学科名称としている。 

改善を要する点 なし 
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（２）関係法令等に対応する関連資料 
番

号 

関係法令等 関連資料（リンク） 

教育基本法 

① 

第七条（大学） 
 大学は、学術の中心として、高い教養と専門的能力を培うとともに、深く真理を探究して新
たな知見を創造し、これらの成果を広く社会に提供することにより、社会の発展に寄与するも
のとする。 
２ 大学については、自主性、自律性その他の大学における教育及び研究の特性が尊重されな
ければならない。 

公立大学法人名古屋市立大学定款  
第 1 条（目的） 
名古屋市立大学学則  
第 1 条（目的） 

 学校教育法 

② 

第八十三条 
 大学は、学術の中心として、広く知識を授けるとともに、深く専門の学芸を教授研究し、知
的、道徳的及び応用的能力を展開させることを目的とする。 
② 大学は、その目的を実現するための教育研究を行い、その成果を広く社会に提供すること
により、社会の発展に寄与するものとする。 

(同上) 

 大学設置基準 

③ 
第二条（教育研究上の目的） 
 大学は、学部、学科又は課程ごとに、人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的を
学則等に定めるものとする。 

人材の養成に関する目的その他の
教育研究上の目的に関する規程 

④ 
第三条（学部） 
 学部は、専攻により教育研究の必要に応じ組織されるものであつて、教育研究上適当な規模
内容を有し、教員組織、教員数その他が学部として適当であると認められるものとする。 

名古屋市立大学学則  
第 2 条（学部及び学科） 
認証評価共通基礎データ 

⑤ 
第四条（学科） 
 学部には、専攻により学科を設ける。 
２ 前項の学科は、それぞれの専攻分野を教育研究するに必要な組織を備えたものとする。 

（同上） 

⑥ 
第五条（課程） 
 学部の教育上の目的を達成するため有益かつ適切であると認められる場合には、学科に代え
て学生の履修上の区分に応じて組織される課程を設けることができる。 

（該当せず） 

⑦ 

第十八条（収容定員） 
 収容定員は、学科又は課程を単位とし、学部ごとに学則で定めるものとする。この場合にお
いて、第二十六条の規定による昼夜開講制を実施するときはこれに係る収容定員を、第五十七
条の規定により外国に学部、学科その他の組織を設けるときはこれに係る収容定員を、編入学
定員を設けるときは入学定員及び編入学定員を、それぞれ明示するものとする。 
２ 収容定員は、教員組織、校地、校舎等の施設、設備その他の教育上の諸条件を総合的に考
慮して定めるものとする。 
３ 大学は、教育にふさわしい環境の確保のため、在学する学生の数を収容定員に基づき適正
に管理するものとする。 

名古屋市立大学学則 
第 12条（学生定員） 
認証評価基礎共通データ 
名古屋市立大学入学試験委員会規程 
入学試験実施結果 
 
（昼夜開講制、外国の学部・学科
については該当せず） 

※ 入学定員の超過率については、平成十五年文部科学省告示第四十五号、平成二十七年文部科
学省告示第百五十四号を参考とすること 

⑧ 

第四十条の四（大学等の名称） 
 大学、学部及び学科（以下「大学等」という。）の名称は、大学等として適当であるとともに、
当該大学等の教育研究上の目的にふさわしいものとする。 

公立大学法人名古屋市立大学定款   
第 2 条（名称） 
名古屋市立大学学則 
第 2 条（学部及び学科） 

 
人材の養成に関する目的その他の
教育研究上の目的に関する規程   

https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/teikan20210401.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/teikan20210401.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g01-r05g01.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g01-r05g01.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/2022_jinzaiyousei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/2022_jinzaiyousei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g01-r05g01.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g01-r05g01.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g01-r05g01.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/01_i_1_nyuugakusikeniinkaikitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/admissions/application-status/result/index.html
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/teikan20210401.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g01-r05g01.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g01-r05g01.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/2022_jinzaiyousei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/2022_jinzaiyousei.pdf
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 イ 教育研究上の基本となる組織に関すること （②大学院）         
（１）自己点検・評価の実施状況 
１） 目的 

本学は、定款第 1 条及び大学院学則第 1 条において大学

院の目的を定めている。その目的のもとで、医学研究科、薬学

研究科、経済学研究科、人間文化研究科、芸術工学研究科、

看護学研究科、理学研究科の 7 研究科を設け、「人材の養成

に関する目的その他の教育研究上の目的に関する規程」にお

いて、各研究科の目的について、その課程ごとに定めている。

また、ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、アドミッショ

ン・ポリシーの 3 つのポリシーについては、その目的を達成す

ることを目指し、学部同様、2019（令和元）年に策定した「教学

マネジメント基本方針」に従って、学部との一貫教育を意識し

ながら常に自己点検に努めている。 

 

２） 大学院の組織 

本学では、大学院学則第 2 条において、医学研究科をはじ

めとする７研究科の設置を定めている。また、同第 3 条では課

程について定めており、医学研究科には修士課程及び博士

課程、その他の６研究科には博士課程を置くこととしている。さ

らに、同第 6 条では専攻について定め、医学研究科博士課程

の 4 専攻を最大に、学生に分かりやすく、明確な専攻名として

いる。また、再編等も必要に応じて行っており、近年では、2013 

(平成 25)年に、薬学研究科に他大学院との共同大学院である

共同ナノメディシン科学専攻を設置したほか、2018（平成 30）

年に総合生命理学部が設置されたことに伴って、これまでシス

テム自然科学研究科であった名称を、2020（令和 2）年に理学

研究科に名称変更している。 

 

３） 収容定員 

収容定員は、大学院学則第 7 条において研究科・専攻ごと

に入学定員とともに定めている。大学院入学試験については、

各研究科の入学試験委員会を中心に、適切に試験を実施し、

適正に定員管理を行っているが、学力等の質を維持しつつ適

正な定員充足率を確保するため、入試結果の分析・検証を行

う等の改善も行っている（後述）。併せて、入学・収容定員のみ

ならず、現在員数、学位授与数等を公表し、在学生（学部生）

や受験生等への情報提供に努めている。 

「認証評価共通基礎データ」にあるように、年度や研究科に

よるばらつきはあるものの、研究科全体の入学定員充足率は、

まだ秋入学の結果が反映されていない 2022（令和 4）年度を除

き 80％以上を維持している。しかし、研究科によっては定 

員未充足が続いており、さらなる改善の必要性を認識している

ことから、受験生等により魅力を感じてもらうため、また、有能な

人材を輩出するため、研究科の中にコースを設けて指導して

いる。近年の特徴的なコースとしては、2016（平成 28）年に経

済学研究科に医療経済マネジメントコース、2017（平成 29）年

に人間文化研究科に臨床心理コース、2020（令和 2）年に経済

学研究科に経営者コースをそれぞれ開設している。また、毎年

度、各課程・コースの志願倍率、合格率、試験成績等のデータ

を用いて入試結果を分析・検証し、改善策を含め全学で共有

しているほか、研究科合同の大学院説明会の開催や SNS に

よる各研究科説明会や出願開始案内等の広報活動も実施し

ている。 

 

４） 名称 

受験生等が適切な進路を選択できるよう、「人材の養成に関

する目的その他の教育研究上の目的に関する規程」に定めら

れたそれぞれの目的を踏まえた適切な研究科・専攻名称とし

ている。例えば、以下のとおり、当該専攻入学後にどのような

教育を提供し、人材を育てるのか明確にしている。 

 

（例：薬学研究科 共同ナノメディシン科学専攻） 
 

教育研究上の目的 

共同ナノメディシン科学専攻においては、薬学と工学を融合

した教育研究を通じ、医療関連ナノ技術等の最先端の開拓に

貢献できる人材を養成すること及び情報発信を行うこと。 
 

人材の養成に関する目的 

共同ナノメディシン科学専攻においては、ナノマテリアル・ナ

ノデバイス関連分野に対する深い学識と技術、問題解決及び

課題設定の能力を有し、創薬をはじめ機能性食品・香粧品な

どの産業分野の発展に貢献できる人材を養成すること。 

 

５） 総括 

本学では、大学院及び各研究科の目的を達成するために

必要な教育研究上の組織を設けている。また、各研究科・専攻

も適切に組織され、実情に合わせて名称変更等も行っている。  

定員管理については、適正に行っている一方で、定員未充

足が続いている研究科もあるため、大学全体で研究科の在り

方を考える（例：入学者選抜に関する検証）等して、定員充足

について取り組んでいる。 

自己評価結果 当該評価事項に適合していると判断する。 

優れた点 
受験生等により魅力を感じてもらうため、また、有能な人材を輩出するため、研究科の中に特徴的なコースを

設けて指導している。 

改善を要する点 なし 
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（２）関係法令等に対応する関連資料 
番

号 

関係法令等 関連資料 

学校教育法 

① 

第九十九条 
大学院は、学術の理論及び応用を教授研究し、その深奥をきわめ、又は高度の専門性が求め

られる職業を担うための深い学識及び卓越した能力を培い、文化の進展に寄与することを目的
とする。 
② 大学院のうち、学術の理論及び応用を教授研究し、高度の専門性が求められる職業を担う
ための深い学識及び卓越した能力を培うことを目的とするものは、専門職大学院とする。 

公立大学法人名古屋市立大学定款  
第 1 条（目的） 
名古屋市立大学大学院学則 
第 1 条（目的） 
 
（専門職大学院については該当せず） 

 大学院設置基準 

② 
第一条の二（教育研究上の目的） 
 大学院は、研究科又は専攻ごとに、人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的を学
則等に定めるものとする。 

人材の養成に関する目的その他の
教育研究上の目的に関する規程 

③ 

第二条（大学院の課程） 
 大学院における課程は、修士課程、博士課程及び専門職学位課程（学校教育法第九十九条第
二項の専門職大学院の課程をいう。以下同じ。）とする。 
２ 大学院には、修士課程、博士課程及び専門職学位課程のうち二以上を併せ置き、又はその
いずれかを置くものとする。 

名古屋市立大学大学院学則 
第 3 条（研究科の課程） 

 
（専門職大学院の課程について 
は該当せず） 

④ 

第三条（修士課程） 
 修士課程は、広い視野に立つて精深な学識を授け、専攻分野における研究能力又はこれに加
えて高度の専門性が求められる職業を担うための卓越した能力を培うことを目的とする。 
２ 修士課程の標準修業年限は、二年とする。ただし、教育研究上の必要があると認められる
場合には、研究科、専攻又は学生の履修上の区分に応じ、その標準修業年限は、二年を超え
るものとすることができる。 

３ 前項の規定にかかわらず、修士課程においては、主として実務の経験を有する者に対して
教育を行う場合であつて、教育研究上の必要があり、かつ、昼間と併せて夜間その他特定の
時間又は時期において授業又は研究指導を行う等の適切な方法により教育上支障を生じない
ときは、研究科、専攻又は学生の履修上の区分に応じ、標準修業年限を一年以上二年未満の
期間とすることができる。 

名古屋市立大学大学院学則 
第 3 条（研究科の課程） 
第 6 条（構成） 
第 8 条（標準修業年限） 
第 11条の 2（長期履修） 
第 15条（課程修了の要件） 

⑤ 

第四条（博士課程） 
 博士課程は、専攻分野について、研究者として自立して研究活動を行い、又はその他の高度
に専門的な業務に従事するに必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学識を養うこと
を目的とする。 
２ 博士課程の標準修業年限は、五年とする。ただし、教育研究上の必要があると認められる
場合には、研究科、専攻又は学生の履修上の区分に応じ、その標準修業年限は、五年を超え
るものとすることができる。 

３ 博士課程は、これを前期二年及び後期三年の課程に区分し、又はこの区分を設けないもの
とする。ただし、博士課程を前期及び後期の課程に区分する場合において、教育研究上の必
要があると認められるときは、研究科、専攻又は学生の履修上の区分に応じ、前期の課程に
ついては二年を、後期の課程については三年を超えるものとすることができる。 

４ 前期二年及び後期三年の課程に区分する博士課程においては、その前期二年の課程は、こ
れを修士課程として取り扱うものとする。前項ただし書の規定により二年を超えるものとし
た前期の課程についても、同様とする。 

５ 第二項及び第三項の規定にかかわらず、教育研究上必要がある場合においては、第三項に
規定する後期三年の課程のみの博士課程を置くことができる。この場合において、当該課程
の標準修業年限は、三年とする。ただし、教育研究上の必要があると認められる場合には、
研究科、専攻又は学生の履修上の区分に応じ、その標準修業年限は、三年を超えるものとす
ることができる。 

名古屋市立大学大学院学則 
第 3 条（研究科の課程） 
第 6 条（構成） 
第 8 条（標準修業年限） 
第 11条の 2（長期履修） 
第 15条（課程修了の要件） 

⑥ 

第五条（研究科） 
 研究科は、専門分野に応じて、教育研究上の目的から組織されるものであつて、専攻の種類
及び数、教員数その他が大学院の基本となる組織として適当な規模内容を有すると認められる
ものとする。 

人材の養成に関する目的その他の
教育研究上の目的に関する規程 
名古屋市立大学大学院学則 
第 2 条（組織） 
第 6 条（構成） 
認証評価共通基礎データ 

⑦ 

第六条（専攻） 
 研究科には、それぞれの専攻分野の教育研究を行うため、数個の専攻を置くことを常例とす
る。ただし、教育研究上適当と認められる場合には、一個の専攻のみを置くことができる。 
２ 前期及び後期の課程に区分する博士課程においては、教育研究上適当と認められる場合に
は、前期の課程と後期の課程で異なる専攻を置くことができるものとする。 

名古屋市立大学大学院学則 
第 6 条（構成） 
第 7 条（学生定員） 
 

⑧ 

第十条（収容定員） 
 収容定員は、教員組織及び施設設備その他の教育研究上の諸条件を総合的に考慮し、課程の
区分に応じ専攻を単位として研究科ごとに定めるものとする。 
２ 前項の場合において、第四十五条の規定により外国に研究科、専攻その他の組織を設ける
ときは、これに係る収容定員を明示するものとする。 

３ 大学院は、教育研究にふさわしい環境の確保のため、在学する学生の数を収容定員に基づ
き適正に管理するものとする。 

名古屋市立大学大学院学則 
第 7 条（学生定員） 
認証評価基礎共通データ 

 
（外国に設ける組織については
該当せず） 

⑨ 

第二十二条の四（研究科等の名称） 
 研究科及び専攻（以下「研究科等」という。）の名称は、研究科等として適当であるとともに、
当該研究科等の教育研究上の目的にふさわしいものとする。 

名古屋市立大学大学院学則 
第 2 条（組織） 
第 3 条（研究科の課程） 
第 6 条（構成） 
人材の養成に関する目的その他の
教育研究上の目的に関する規程   

https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/teikan20210401.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/teikan20210401.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g02-r05g03.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g02-r05g03.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/2022_jinzaiyousei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/2022_jinzaiyousei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g02-r05g03.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g02-r05g03.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g02-r05g03.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g02-r05g03.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g02-r05g03.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g02-r05g03.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/2022_jinzaiyousei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/2022_jinzaiyousei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g02-r05g03.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g02-r05g03.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g02-r05g03.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g02-r05g03.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g02-r05g03.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g02-r05g03.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g02-r05g03.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g02-r05g03.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/2022_jinzaiyousei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/2022_jinzaiyousei.pdf


 

12 

 ロ 教員組織に関すること （①大学）                       
（１）自己点検・評価の実施状況 
１） 教授会 

各学部、各研究科に教授会を置き、原則、毎月定例開

催とし、学生の入学、卒業及び課程の修了、学位の授与、

その他教育研究に関する重要な事項等について審議を行

っている。 

教授会の組織は、学部及び研究科ごとの状況を踏ま

え、准教授や講師を加えるなど、適切かつ十分な審議を行

うための体制を整えており、各教授会規程において規定し

ている。 

例：（経済学部）教授会は、学部の教授、准教授および

専任の講師をもって組織する。 

 

２） 教員組織の編成 

教育研究の実施にあたっては、各学部に教務や学生支

援、その他必要な各種委員会等を組織し、各教員の役割

を明確にするとともに、組織的な連携体制を構築している。 

 

３） 教員の構成 

＜教員年齢構成＞ 2022（令和 4）年 5 月 1日現在 

 ※上段：人数、下段：割合 

学部 ～30代 40代 50代 60代 計 

医 
117 185 121 36 459 

25.5% 40.3% 26.4% 7.8% 100% 

薬 
14 18 14 8 54 

25.9% 33.3% 25.9% 14.8% 100% 

経済 
2 16 17 3 38 

5.3% 42.1% 44.7% 7.9% 100% 

人文 

社会 

4 15 12 7 38 

10.5% 39.5% 31.6% 18.4% 100% 

芸術 

工学 

6 7 9 9 31 

19.4% 22.6% 29.0% 29.0% 100% 

看護 
7 13 14 3 37 

18.9% 35.1% 37.8% 8.1% 100% 

理 
0 8 10 6 24 

0% 33.3% 41.7% 25.0% 100% 

高等 

教育 

0 0 1 0 1 

0% 0% 100% 0% 100% 

計 
150 262 198 72 682 

22.0% 38.4% 29.0% 10.6% 100% 
 

助手も含めた教員の年齢構成は前表のとおりであり、特定の年代

に著しい偏りは見られない。 

 

４） 授業科目の担当 

各学部・学科における教育上主要な授業科目（主要授業科目（必

修科目））は、そのほとんどを専任教員（教授、准教授）が担当してい

る。 

芸術工学部においては、実務家教員による教育等を行うことでよ

り実践的な学びを得られる体制を整えている。 

【主要授業科目の専任教員担当率】 

医 薬 経 人 芸 看 理 

98.5％ 82.5％ 93.6％ 96.1％ 65.1％ 70.9％ 76.5％ 

 

５） 専任教員 

本学の専任教員は、理事長の許可を受けた場合を除き、職務以

外の業務に従事してはならない（就業規則第 30条）とされており、専

ら本務である教育研究に従事している。 

また、学生に対して質の高い教育体制を提供するため、設置基

準で定める標準定員を上回る十分な専任教員を配置している。 

＜専任教員数＞ 2022（令和 4）年 5月 1 日現在  

学部・学科 
専任 
教員数 

 必要な 
専任 
教員数 

 

内、 
教授 

内、 
教授 

医 医 459 88 140 30 

薬 
薬 40 14 28 14 

生命薬科 14 4 8 4 

経済 

公共政策 15  8 8 4 

マネジメントシステム 11  6 8 4 

会計ファイナンス 9  4 8 4 

人文 

社会 

心理教育 12  7 6 3 

現代社会 12  6 8 4 

国際文化 14  6 6 3 

芸術 

工学 

情報環境デザイン 9 4 5 3 

産業ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

ﾃﾞｻﾞｲﾝ 
8 4 7 4 

建築都市デザイン 14 6 8 4 

看護 看護 37 10 12 6 

理 総合生命理 24 13 12 6 

高等 

教育 
高等教育 1 1 - - 

 

自己評価結果 当該評価事項に適合していると判断する。 

優れた点 関係法令に則り、適切に実施している。 

改善を要する点 なし 

  



 

13 

 

（２）関係法令等に対応する関連資料 
番

号 

関係法令等 関連資料 

学校教育法 

① 

第九十三条 
 大学に、教授会を置く。 
② 教授会は、学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり意見を述べるものとする。 
一 学生の入学、卒業及び課程の修了 
二 学位の授与 
三 前二号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要な事項で、教授会の意見を聴くことが
必要なものとして学長が定めるもの 

③ 教授会は、前項に規定するもののほか、学長及び学部長その他の教授会が置かれる組織の
長（以下この項において「学長等」という。）がつかさどる教育研究に関する事項について審
議し、及び学長等の求めに応じ、意見を述べることができる。 

④ 教授会の組織には、准教授その他の職員を加えることができる。 

名古屋市立大学学則 
第 9 条（教授会） 
名古屋市立大学医学部教授会規程 
名古屋市立大学薬学部教授会規程 
名古屋市立大学経済学部教授会規程 
名古屋市立大学人文社会学部教授
会規程 
名古屋市立大学芸術工学部教授会規程 
名古屋市立大学看護学部教授会規程 
名古屋市立大学総合生命理学部教
授会規程 
名古屋市立大学教授会の意見を
聴くことが必要なものとして学長が
定める事項に関する規程 

 大学設置基準 

② 

第七条（教員組織） 
 大学は、その教育研究上の目的を達成するため、教育研究組織の規模並びに授与する学位の
種類及び分野に応じ、必要な教員を置くものとする。 
２ 大学は、教育研究の実施に当たり、教員の適切な役割分担の下で、組織的な連携体制を確
保し、教育研究に係る責任の所在が明確になるように教員組織を編制するものとする。 

３ 大学は、教育研究水準の維持向上及び教育研究の活性化を図るため、教員の構成が特定の
範囲の年齢に著しく偏ることのないよう配慮するものとする。 

４ 大学は、二以上の校地において教育を行う場合においては、それぞれの校地ごとに必要な
教員を置くものとする。なお、それぞれの校地には、当該校地における教育に支障のないよ
う、原則として専任の教授又は准教授を少なくとも一人以上置くものとする。ただし、その
校地が隣接している場合は、この限りでない。 

公立大学法人名古屋市立大学の組
織等に関する規程 
第 2 条（職員） 
名古屋市立大学職員の職名、補職
名及び段階別職位に関する規程 
名古屋市立大学教員の選考に関す
る規程 
名古屋市立大学教員人事検討委員
会運営要綱 
名古屋市立大学非常勤講師の選考
に関する規程 
教員組織、教員の数 ※ 教員の職務・資格等については、学校教育法第九十二条、大学設置基準第十四条・第十五

条・第十六条・第十六条の二・第十七条を参照すること 

③ 

第十条（授業科目の担当） 
 大学は、教育上主要と認める授業科目（以下「主要授業科目」という。）については原則とし
て専任の教授又は准教授に、主要授業科目以外の授業科目についてはなるべく専任の教授、准
教授、講師又は助教（第十三条、第四十六条第一項及び第五十五条において「教授等」という。）
に担当させるものとする。 
２ 大学は、演習、実験、実習又は実技を伴う授業科目については、なるべく助手に補助させ
るものとする。 

シラバスについて 

④ 

第十二条（専任教員） 
 教員は、一の大学に限り、専任教員となるものとする。 
２ 専任教員は、専ら前項の大学における教育研究に従事するものとする。 
３ 前項の規定にかかわらず、大学は、教育研究上特に必要があり、かつ、当該大学における
教育研究の遂行に支障がないと認められる場合には、当該大学における教育研究以外の業務
に従事する者を、当該大学の専任教員とすることができる。 

名古屋市立大学教員の選考に関す
る規程 
公立大学法人名古屋市立大学職
員就業規則 

⑤ 

第十三条（専任教員数） 
 大学における専任教員の数は、別表第一により当該大学に置く学部の種類及び規模に応じ定
める教授等の数（共同学科を置く学部にあつては、当該学部における共同学科以外の学科を一
の学部とみなして同表を適用して得られる教授等の数と第四十六条の規定により得られる当該
共同学科に係る専任教員の数を合計した数）と別表第二により大学全体の収容定員に応じ定め
る教授等の数を合計した数以上とする。 

教職員データ 

※ 専任教員の数については、大学設置基準別表第一・別表第二を参照すること   

https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g01-r05g01.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g01-r05g01.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/02_ro1_1_igakubukyoujyukaikitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/02_ro1_1_yakugakubukyoujukaikitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/02_ro1_1_keizaigakubukyoujukaikitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/02_ro1_1_jinbunshakaigakubukyoujukaikitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/02_ro1_1_jinbunshakaigakubukyoujukaikitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/02_ro1_1_geijutsukougakubukyoujukaikitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/02_ro1_1_kangogakubukyoujukaikitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/02_ro1_1_sougouseimeirigakubukyoujukaikitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/02_ro1_1_sougouseimeirigakubukyoujukaikitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/02_ro1_1_kyojukainoikenwokiku.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/02_ro1_1_kyojukainoikenwokiku.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/02_ro1_1_kyojukainoikenwokiku.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/02_ro1_1_sosikitounikansurukitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/02_ro1_1_sosikitounikansurukitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/02_ro1_2_kyoinnosenkounikansurukitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/02_ro1_2_kyoinnosenkounikansurukitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/about/publication/education/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/education/guide/syllabus/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/02_ro1_2_kyoinnosenkounikansurukitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/02_ro1_2_kyoinnosenkounikansurukitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/02_ro1_2_shokuinshugyokisoku.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/02_ro1_2_shokuinshugyokisoku.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/about/profile/data/staff/
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 ロ 教員組織に関すること （②大学院）                      

（１）自己点検・評価の実施状況 
１） 教員組織の編成 

第三期中期計画に基づき、大学を取り巻く環境の変化に伴

う重要課題に対応するための教員体制の見直しや人員管理を

行うなど、より適切な体制の確立を図っており、下表のとおり定

員配置を行っている。 
 

＜教員定員数＞ 2022（令和 4）年 5月 1日現在 

研究科 教授 准教授 講師 助教 助手 計 

医学 77 112 81 226 0 496 

薬学 20 17 18 5 0 60 

経済学 27 12 0 0 3 42 

人間文化 30 13 0 0 0 43 

芸術工学 18 12 0 1 0 31 

看護学 20 16 0 11 0 47 

理学 14 8 0 1 0 23 

計 206 190 99 244 3 742 
 

教育研究の実施にあたっては、各研究科に、教務や大学院

入試、その他必要な各種委員会等を組織し、教員間の連携を

図ることにより、組織的な教育体制を構築している。 

また、教員の年齢構成は「基準１_ロ_①大学」に記載した表と

同様であり、特定の年代に著しい偏りは見られない。 

 

２） 教員の選考 

教員の選考については、「教員の選考に関する規程」にお

いて、学校教育法第 92 条に定める職位ごとに、全学的な選考

基準を規定している。また、教員に欠員が生じた（生じることが

見込まれる）場合における、欠員補充から選考、採用までの具

体的な手続きも定めている。同規程のもと、各研究科において

は、教育・研究の専門性に応じた内規等を定め、それらに基づ

いて選考手続きを進めている。 

教員候補者の選考にあっては、原則公募としている。また、

在職する教員の内部昇任においては、教育・研究・社会貢献・

学内運営の業績審査のほか、本学における勤続年数を基準

に設けるなど、厳格かつ適正に実施している。 

 

教員の人事に関する事項を審議する全学的な機関として、

学長並びに理事長、副理事長及び理事の中から学長が指名

する者をもって構成する教員人事検討委員会を設置し、各研 

究科長は、学長からの指示を受け、当該研究科教授会におい

て、教員の候補者選考等を行っている。 

なお、当該委員会の運営に関しては、「教員人事検討委員

会運営要綱」を定め、適切に運用している。 

 

３） 教員の配置 

大学院に配置する教員については、下表のとおり、大学院

設置基準に定める必要な教員数を確保している。大学院教育

の質を保証するため、各研究科において、教員採用・昇任時

の審査や研究指導教員の資格審査等を通じて厳正に判定し

ている。 

                  2022（令和４）年 5月 1日現在 

研究科 課程 専攻 

研究 

指導 

教員数 

 必要な 
研究 
指導 
教員数 

内、 

教授 

医学 

修士 医科学 58 58 6 

博士 

生体機能 17 17 

30 
生体情報 13 13 

生体防御 21 21 

予防 7 7 

薬学 

博士前期 創薬生命 9 6 6 

博士後期 
創薬生命 9 6 5 

共同ナノ 3 3 2 

博士 医療機能 9 9 5 

経済学 

博士前期 
経済学 20 10 5 

経営学 16 9 5 

博士後期 
経済学 11 10 5 

経営学 10 9 5 

人間文化 
博士前期 人間文化 38 20 4 

博士後期 人間文化 29 20 3 

芸術工学 
博士前期 芸術工学 30 14 4 

博士後期 芸術工学 30 14 4 

看護学 
博士前期 看護学 24 10 6 

博士後期 看護学 10 10 6 

理学 
博士前期 理学情報 24 13 4 

博士後期 理学情報 23 13 4 
 

自己評価結果 当該評価事項に適合していると判断する。 

優れた点 関係法令に則り、適切に実施している。 

改善を要する点 なし 
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（２）関係法令等に対応する関連資料 
番

号 

関係法令等 関連資料 

大学院設置基準 

① 

第八条（教員組織） 
 大学院には、その教育研究上の目的を達成するため、研究科及び専攻の規模並びに授与する
学位の種類及び分野に応じ、必要な教員を置くものとする。 
２ 大学院は、教員の適切な役割分担及び連携体制を確保し、組織的な教育が行われるよう特
に留意するものとする。 

３ 大学院の教員は、教育研究上支障を生じない場合には、学部、研究所等の教員等がこれを
兼ねることができる。 

４ 第七条の二に規定する研究科の教員は、教育研究上支障を生じない場合には、当該研究科
における教育研究を協力して実施する大学の教員がこれを兼ねることができる。 

５ 大学院は、教育研究水準の維持向上及び教育研究の活性化を図るため、教員の構成が特定
の範囲の年齢に著しく偏ることのないよう配慮するものとする。 

６ 大学院は、二以上の校地において教育を行う場合においては、それぞれの校地ごとに必要
な教員を置くものとする。なお、それぞれの校地には、当該校地における教育に支障のない
よう、原則として専任の教授又は准教授を少なくとも一人以上置くものとする。ただし、そ
の校地が隣接している場合は、この限りでない。 

公立大学法人名古屋市立大学の組織等 
に関する規程  
第2条（職員） 
名古屋市立大学職員の職名、補職名及
び段階別職位に関する規程 
名名古屋市立大学教員の選考に関する
規程 
名古屋市立大学教員人事検討委員会
運営要綱 
名古屋市立大学非常勤講師の選考に
関する規程 
教員組織 

※ 教員の職務・資格等については、学校教育法第九十二条を参照すること 

② 

第九条（教員組織） 
 大学院には、前条第一項に規定する教員のうち次の各号に掲げる資格を有する教員を、専攻
ごとに、文部科学大臣が別に定める数置くものとする。 
一 修士課程を担当する教員にあつては、次の一に該当し、かつ、その担当する専門分野に関
し高度の教育研究上の指導能力があると認められる者 
イ 博士の学位を有し、研究上の業績を有する者 
ロ 研究上の業績がイの者に準ずると認められる者 
ハ 芸術、体育等特定の専門分野について高度の技術・技能を有する者 
ニ 専攻分野について、特に優れた知識及び経験を有する者 

二 博士課程を担当する教員にあつては、次の一に該当し、かつ、その担当する専門分野に関
し、極めて高度の教育研究上の指導能力があると認められる者 
イ 博士の学位を有し、研究上の顕著な業績を有する者 
ロ 研究上の業績がイの者に準ずると認められる者 
ハ 専攻分野について、特に優れた知識及び経験を有する者 

２ 博士課程（前期及び後期の課程に区分する博士課程における前期の課程を除く。）を担当す
る教員は、教育研究上支障を生じない場合には、一個の専攻に限り、修士課程を担当する教
員のうち前項第二号の資格を有する者がこれを兼ねることができる。 

（同上） 

※ 専攻ごとに置くものとする教員の数については、平成十一年文部省告示第百七十五号を参
照すること 

③ 

第九条の二（一定規模数以上の入学定員の大学院研究科の教員組織） 
 研究科の基礎となる学部の学科の数を当該研究科の専攻の数とみなして算出される一個の専
攻当たりの入学定員が、専門分野ごとに文部科学大臣が別に定める数（以下「一定規模数」と
いう。）以上の場合には、当該研究科に置かれる前条に規定する教員のうち、一定規模数を超え
る部分について当該一定規模数ごとに一人を、大学設置基準（昭和三十一年文部省令第二十八
号）第十三条に定める専任教員の数に算入できない教員とする。 

教職員データ 
 

※ 一個の専攻当たりの入学定員の一定の数（「一定規模数」）については、平成十一年文部省告
示第百七十六号を参照すること   

https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/02_ro1_1_sosikitounikansurukitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/02_ro1_1_sosikitounikansurukitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/02_ro1_2_kyoinnosenkounikansurukitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/02_ro1_2_kyoinnosenkounikansurukitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/about/publication/education/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/about/profile/data/staff/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/about/profile/data/staff/
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 ハ 教育課程に関すること （①大学）                       
（１）自己点検・評価の実施状況 
１） 入学者選抜 

 本学の学士課程の入学者選抜については、アドミッション・ポ

リシーに即して、各学部の求める学生に応じた選抜を実施して

いる。特に、学校推薦型選抜においては各学部の特色を反映

しており、医学部の中部圏活躍型、総合生命理学部の連携指

定校型のほか、大学入学共通テストを課さない学校推薦型選

抜Ａや、大学入学共通テストを課す学校推薦型選抜Ｂ、名古

屋市立の高等学校を対象とした高大接続型といった選抜を実

施している。入学者選抜に関する要項や学生募集要項はウェ

ブサイトで公表しているほか、志願者数や合格者数等の入試

結果、個別学力検査問題と解答例についても併せて公表して

いる。 

 全学の入学試験委員会（以下、「全学入試委員会」という）

は、学長を委員長、副学長や担当の学長補佐（入試、高大接

続）等を委員として構成し、主に、学力検査の実施教科、実施

科目及び配点、入学者選抜方法や学生募集要項の審議及び

決定のほか、合格者判定原則に関することを審議している。下

部組織としては入学試験検討小委員会（以下、「小委員会」と

いう）や各学部入学試験委員会（以下、「学部入試委員会」と

いう）があり、おおむね次のとおりの流れで、入学者選抜につ

いての自己点検・評価を実施し、改善に努めている。 

 

時期 内 容 

4月初旬 入学者選抜結果の集約 

4月中旬  
入学者選抜結果を報告（全学入試委員会） 

同確認・検証（学部入試委員会・教授会） 

5月中旬  
入学者選抜に関する要項確認（全学入試委

員会） 

6月中旬  
入学者選抜に関する要項決定（全学入試委

員会）、同公表 

10月初旬  
GPA・退学者等データと入学者選抜結果によ

る詳細検証（学部入試委員会） 

11月下旬  
同検証結果確認･共有･選抜方法検討（小委

員会） 

12月下旬  
次年度入学者選抜の変更点確認･決定（全学

入試委員会） ※当該事項があれば 

 

 なお、入学者選考については、次の流れの中で、公平・公正

の確保に努めたうえで、各学部の教授会の意見を聞き、入学

者選考委員会において合格者を選考している。 

・試験実施→採点・確認→集計チェック→集計委員検査→

学部教授会→入学者選考委員会 

 

２） 教育課程の編成・授業等 

 本学では、学士課程共通及び学部又は学科ごとにカリキュラ

ム・ポリシーを定め、教育課程の編成方法や単位等、大学設 

置基準に規定された事項について、各学部の履修規程等に

おいて規定している。 

全学部の主に 1 年生が学ぶ教養教育科目については、一

般教養科目や語学科目を含む共通科目と、物理学や数学・統

計学といった基礎科目に区分して、多様性に富んだ授業構成

としている。各学部の専門科目では、各専門分野の特性に応

じて、体系的な科目構成を心掛けている。 

 年間の授業時間については、学事日程として各学部の履修

要項等において学生に示し、また、各授業科目の授業時間や

授業の方法は各学部の履修要項やシラバスで公表している。

各授業科目の単位の考え方について、ウェブサイトで「単位

制」の説明を丁寧に行っている。 
 

３） 成績評価基準・卒業認定基準 

 成績評価基準については、ウェブサイトで公開するとともに、

シラバスにおいて各科目の成績評価方法を含めた詳細を記載

し、各科目担当の教員が適切に成績評価を行っている。一

方、成績発表後には「成績疑問票」により学生が評価内容の開

示を求めることができ、成績評価の客観性及び厳格性の確保

に取り組んでいる。また、学生アンケートにおいて授業時間外

の学修時間を調査したり、GPA が基準値を下回る学生を中心

に個別に学修指導を行ったりして、学生の授業への取り組み

の実態も踏まえながら教育内容の点検・改善に努めている。 

 卒業認定基準については、各学部の履修規程で定めてお

り、必要な授業科目の単位を修得した者に対して、卒業資格を

認定している。なお、取得可能な学位についてはウェブサイト

で公表している。 
 

４） 履修科目の登録の上限 

 学生の履修科目の登録の上限については、学修すべき授業

科目を精選することで十分な学修時間を確保し、授業内容を

深く真に身につけることを目的に CAP制を用いている。学期ご

との履修登録が可能な単位数は、各学部の履修規程で定めら

れており、また、CAP 制の必要性についてはウェブサイトにお

いて丁寧に説明を行っている。 

 CAP 制の対象外科目については各学部の履修要項等で示

している。また、医療系 3 学部（医学部、薬学部、看護学部）を

除く 4 学部においては、直前学期の成績により、履修登録でき

る上限単位数を、半期あたり最大 4 単位加算する制度につい

て併せて周知している。なお、学部ごとに履修科目の登録の

上限が異なる点については、学部ごとで卒業に必要な単位が

異なること、学部それぞれの特性が強いことに起因しているた

め、CAP制の見直し等については、各学部の教務委員会や教

授会において、慎重に検討をしている。 

自己評価結果 当該評価事項に適合していると判断する。 

優れた点 
履修科目の登録の上限等については、大学全体の方針を示したうえで、各学部の方針や特性を考慮して変

更するよう努めている。 

改善を要する点 なし 
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（２）関係法令等に対応する関連資料 
番

号 

関係法令等 関連資料 

大学設置基準 

① 

第二条の二（入学者選抜） 
 入学者の選抜は、公正かつ妥当な方法により、適切な体制を整えて行うものとする。 

名古屋市立大学学則 
第18条（選考及び入学許可） 
アドミッション・ポリシー 
入学者選抜に関する要項 
学生募集要項 
名古屋市立大学入学試験委員会規程 
名古屋市立大学入学者選抜実施要綱 

※ 大学に入学できる者の資格については、学校教育法第九十条を参照すること 

② 

第十九条（教育課程の編成方針） 
 大学は、当該大学、学部及び学科又は課程等の教育上の目的を達成するために必要な授業科
目を自ら開設し、体系的に教育課程を編成するものとする。 
２ 教育課程の編成に当たつては、大学は、学部等の専攻に係る専門の学芸を教授するととも
に、幅広く深い教養及び総合的な判断力を培い、豊かな人間性を涵養するよう適切に配慮し
なければならない。 

名古屋市立大学学則 
第32条(教育課程) 
カリキュラム・ポリシー 
教育目標&教育課程編成方針/カリキュ
ラム・ポリシー（教養教育）                  
カリキュラムマップ 
シラバス 
各学部履修規程 
（授業科目及び単位数） 
名古屋市立大学学位規程 
第3条（学位授与の要件） 
各学部履修要項、教養教育履修要項 

※ 学位規程については、学位規則第十三条を参照すること 

③ 
第二十条（教育課程の編成方法） 
 教育課程は、各授業科目を必修科目、選択科目及び自由科目に分け、これを各年次に配当し
て編成するものとする。 

各学部履修規程 

④ 

第二十一条（単位） 
 各授業科目の単位数は、大学において定めるものとする。 
２ 前項の単位数を定めるに当たつては、一単位の授業科目を四十五時間の学修を必要とする
内容をもつて構成することを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業
時間外に必要な学修等を考慮して、次の基準により単位数を計算するものとする。 
一 講義及び演習については、十五時間から三十時間までの範囲で大学が定める時間の授業
をもつて一単位とする。 

二 実験、実習及び実技については、三十時間から四十五時間までの範囲で大学が定める時
間の授業をもつて一単位とする。ただし、芸術等の分野における個人指導による実技の授
業については、大学が定める時間の授業をもつて一単位とすることができる。 

三 一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用に
より行う場合については、その組み合わせに応じ、前二号に規定する基準を考慮して大学
が定める時間の授業をもつて一単位とする。 

３ 前項の規定にかかわらず、卒業論文、卒業研究、卒業制作等の授業科目については、これ
らの学修の成果を評価して単位を授与することが適切と認められる場合には、これらに必要
な学修等を考慮して、単位数を定めることができる。 

名古屋市立大学学則 
第41条（履修規程） 
シラバス 
よくある質問と回答（「単位」ってな
に？） 
各学部履修規程 
（授業科目及び単位数） 
（単位の計算の基準） 
各学部履修要項 
 

⑤ 
第二十二条（一年間の授業時間） 
 一年間の授業を行う期間は、定期試験等の期間を含め、三十五週にわたることを原則とする。 

（同上） 
学事予定表 

⑥ 

第二十三条（各授業科目の授業時間） 
 各授業科目の授業は、十週又は十五週にわたる期間を単位として行うものとする。ただし、
教育上必要があり、かつ、十分な教育効果をあげることができると認められる場合は、この限
りでない。 

（同上） 

⑦ 

第二十五条（授業の方法） 
 授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより又はこれらの併用により行
うものとする。 
２ 大学は、文部科学大臣が別に定めるところにより、前項の授業を、多様なメディアを高度
に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。 

３ 大学は、第一項の授業を、外国において履修させることができる。前項の規定により、多
様なメディアを高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させる場合につい
ても、同様とする。 

４ 大学は、文部科学大臣が別に定めるところにより、第一項の授業の一部を、校舎及び附属
施設以外の場所で行うことができる。 

名古屋市立大学学則 
第41条（履修規程） 
シラバス 
よくある質問と回答（「単位」ってな
に？） 
各学部履修規程 
（授業科目及び単位数） 
（単位の計算の基準） 
各学部履修要項 

⑧ 

第二十五条の二（成績評価基準等の明示等） 
 大学は、学生に対して、授業の方法及び内容並びに一年間の授業の計画をあらかじめ明示す
るものとする。 
２ 大学は、学修の成果に係る評価及び卒業の認定に当たつては、客観性及び厳格性を確保す
るため、学生に対してその基準をあらかじめ明示するとともに、当該基準にしたがつて適切
に行うものとする。 

学事予定表 
学修成果評価、卒業修了認定基準 
取得可能な学位 
シラバス 
成績疑問票取扱要綱 

※ 卒業の要件については、大学設置基準第三十二条、学校教育法施行規則第百四十七条を参照
すること 

⑨ 

第二十七条（単位の授与） 
 大学は、一の授業科目を履修した学生に対しては、試験の上単位を与えるものとする。ただ
し、第二十一条第三項の授業科目については、大学の定める適切な方法により学修の成果を評
価して単位を与えることができる。 

名古屋市立大学学則 
 第 33 条(試験) 
第 37条(単位の修得等) 

⑩ 

第二十七条の二（履修科目の登録の上限） 
 大学は、学生が各年次にわたつて適切に授業科目を履修するため、卒業の要件として学生が
修得すべき単位数について、学生が一年間又は一学期に履修科目として登録することができる
単位数の上限を定めるよう努めなければならない。 
２ 大学は、その定めるところにより、所定の単位を優れた成績をもつて修得した学生につい
ては、前項に定める上限を超えて履修科目の登録を認めることができる。 

よくある質問と回答（なぜ CAP 制(履
修単位制限)が必要？） 
各学部履修規程 
（履修登録単位数の上限） 
各学部履修要項 
（掲載学部:人文社会学部、総合
生命理学部、教養教育）    

https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g01-r05g01.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g01-r05g01.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/admissions/undergraduate/policy/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/R4senbatsuyoko.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/admissions/undergraduate/guide/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/01_i_1_nyuugakusikeniinkaikitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g01-r05g01.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g01-r05g01.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/about/publication/education/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/karikyuramuporisi-.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/karikyuramuporisi-.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/about/publication/curriculum-map/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/education/guide/syllabus/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/education/guide/syllabus/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/about/evaluation/self/relateddocuments/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/03_ha1_2_gakuikitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/03_ha1_2_gakuikitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/R5risyuyoko.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/about/evaluation/self/relateddocuments/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g01-r05g01.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g01-r05g01.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/education/guide/syllabus/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/education/guide/syllabus/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/education/guide/faq/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/education/guide/faq/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/about/evaluation/self/relateddocuments/
http://www.nagoya-cu.ac.jp/education/guide/schedule/index.html
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g01-r05g01.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g01-r05g01.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/education/guide/syllabus/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/education/guide/syllabus/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/education/guide/faq/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/education/guide/faq/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/about/evaluation/self/relateddocuments/
http://www.nagoya-cu.ac.jp/education/guide/schedule/index.html
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/2202seiseki-2.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/2202seiseki-2.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/gakui.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/education/guide/syllabus/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/education/guide/syllabus/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g01-r05g01.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g01-r05g01.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/education/guide/faq/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/education/guide/faq/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/about/evaluation/self/relateddocuments/
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 ハ 教育課程に関すること （②大学院）                      

（１）自己点検・評価の実施状況 
１） 入学者選抜 

本学の大学院課程の入学者選抜については、アドミッショ

ン・ポリシーに即して、各研究科の入学試験委員会を中心に、

適切な体制を整え、公正かつ妥当な方法により実施している。

例えば、看護学研究科においては、 研究科長、入試委員長

に加え、監督者、(主任)面接試験委員、連絡・誘導委員を別に

定め、教員及び事務職員による適切な体制を整えて実施して

いる。公正かつ妥当な方法により入学者の選抜を実施するた

め、筆記試験開始・終了時の読み上げ文、面接試験の実施方

法、問題・回答用紙の取扱いの他、試験室内の座席配置や、

受験票を持っていない受験者への対応方法、試験を実施する

建物の立ち入り規制などをまとめ、関係者で共有している。 

入学者選抜については、上記の流れのように公平・公正の

確保に努め、各研究科の教授会の意見を聞いたうえで行って

いる。 

 

２） 教育課程の編成・授業、研究指導等 

 本学では、大学院共通及び研究科ごとのカリキュラム・ポリシ

ーを定め、教育課程の編成方法や単位等、大学院設置基準

に規定された事項について、各研究科の履修規程等において

規定している。 

 授業及び研究指導にあたっては、複数の科目等を通じて体

系的な履修を求めるコースワークと、実験・調査、研究活動や

論文執筆に関わるリサーチワークを適切に組み合わせて教育

課程を編成し、実施している。また、その有益性を認め、大学

院学則第 30条にあるとおり、他の大学院等において研修指導

を受けることも可能としており、主に、理系の研究科で複数の

大学院等と協定を締結している。 

各研究科ともに、「人材の養成に関する目的その他の教育

研究上の目的に関する規程」において定めた目的やカリキュラ

ム・ポリシーに沿って、それぞれの特性を活かしながら授業科

目の配置を検討する、学生指導の形態についても考慮する等

している。また、論文指導の根底となる演習や実験について

は、各研究科の指導内容から、授業時間と単位数について決

定する等の工夫をしながら自己点検・評価を実施して改善に

努めている。 

 

３） 成績評価基準・修了認定基準 

成績評価基準については、ウェブサイトで公開するとともに、

シラバスにおいて各科目の成績評価方法を含めた詳細を記載

しており、また、学生への指導内容については、研究指導計画

書を予め学生に明示することで明確にしている。なお、研究指

導計画書は、学生が記載する研究計画書の内容に対して、あ

るいは、学生と指導内容を相談のうえでそれぞれ指導教員が

作成することとしているが、研究計画書及び研究指導計画書

の様式については、各研究科の特性を活かしたものとなってい

る。 

課程修了の要件については、大学院学則に定めており、ま

た、各研究科が定めるディプロマ・ポリシーもウェブサイト等で

公開している。さらに、課程修了の要件となる学位論文に係る

評価における客観性及び厳格性を確保するため、各研究科に

おいて、学位の種類（修士・博士）ごとに、「学位論文の評価基

準」として審査体制、評価項目及び評価基準についてウェブサ

イトで公表している。また、審査体制については名古屋市立大

学学位規程において詳細に定めており、その内容に沿って、

学位論文の審査及び最終試験については、審査委員が適切

に実施している。学位の授与については、各研究科教授会に

おいて学位論文及び最終試験合否の審議を行い、その結果

の報告を受けた学長が当該研究科の課程修了について認定

することで決定している。 

 

４） その他 

 長期履修制度や科目等履修生の制度については、それぞ

れ大学院学則第 11 条の２及び第 33 条において定めている。

長期履修制度については、社会人学生が学修、研究と仕事等

を両立できるように制度運用を工夫しており、さらに、多様な学

生への門戸を開く意味でも、今後も有為な制度となるようより一

層の改善に努めたい。また、科目等履修生の制度について

も、多様な学生を受け入れるために必要な制度と認識してい

る。一部の研究科で開設している履修証明プログラムについて

は、当該制度を利用しているが、リカレント教育等、今後見込ま

れる様々なプログラムを見据えて、制度運用の見直しを含めた

検討、改善を今後も継続したい。 

自己評価結果 当該評価事項に適合していると判断する。 

優れた点 社会人大学院生が多いことを考慮して、長期履修制度を活用して適切に指導している。 

改善を要する点 なし 
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（２）関係法令等に対応する関連資料 
番

号 

関係法令等 関連資料 

大学院設置基準 

① 

第一条の三（入学者選抜） 
 入学者の選抜は、公正かつ妥当な方法により、適切な体制を整えて行うものとする。 

名古屋市立大学大学院学則 
第 23条（選考） 
アドミッション・ポリシー 
大学院入試情報(各研究科募集要
項) 

② 

第十一条（教育課程の編成方針） 
 大学院は、当該大学院、研究科及び専攻の教育上の目的を達成するために 
必要な授業科目を自ら開設するとともに学位論文の作成等に対する指導（以下「研究指導」と
いう。）の計画を策定し、体系的に教育課程を編成するものとする。 
２ 教育課程の編成に当たつては、大学院は、専攻分野に関する高度の専門的知識及び能力を
修得させるとともに、当該専攻分野に関連する分野の基礎的素養を涵養するよう適切に配慮
しなければならない。 

名古屋市立大学大学院学則 
 第11条(教育方法及び大学院履修規
程) 
人材の養成に関する目的その他の
教育研究上の目的に関する規程 
カリキュラム・ポリシー 
シラバス 
各研究科履修規程 
名古屋市立大学学位規程 
名古屋工業大学・名古屋市立大学
大学院共同教育課程共同ナノメディ
シン科学専攻パンフレット 

※ 学位規程については、学位規則第十三条を参照すること 

③ 
第十二条（授業及び研究指導） 
 大学院の教育は、授業科目の授業及び研究指導によつて行うものとする。 

名古屋市立大学大学院学則 
 第 11 条(教育方法及び大学院履修
規程) 

④ 

第十三条（研究指導） 
 研究指導は、第九条の規定により置かれる教員が行うものとする。 
２ 大学院は、教育上有益と認めるときは、学生が他の大学院又は研究所等において必要な研
究指導（共同教育課程を編成する専攻の学生が当該共同教育課程を編成する大学院において
受けるもの及び国際連携教育課程を編成する専攻の学生が当該国際連携教育課程を編成する
大学院において受けるものを除く。以下この項において同じ。）を受けることを認めることが
できる。ただし、修士課程の学生について認める場合には、当該研究指導を受ける期間は、
一年を超えないものとする。 

名古屋市立大学大学院学則 
第30条（他の大学院等における研
究指導） 
各研究科履修規程 
各研究科履修要項 

⑤ 

第十四条の二（成績評価基準等の明示等） 
 大学院は、学生に対して、授業及び研究指導の方法及び内容並びに一年間の授業及び研究指
導の計画をあらかじめ明示するものとする。 
２ 大学院は、学修の成果及び学位論文に係る評価並びに修了の認定に当たつては、客観性及
び厳格性を確保するため、学生に対してその基準をあらかじめ明示するとともに、当該基準
にしたがつて適切に行うものとする。 

名古屋市立大学大学院学則 
第15条（課程修了の要件） 
名古屋市立大学学位規程 
 第3条（学位授与の要件） 
学修成果評価、卒業修了認定基準 
学位論文の評価基準 
シラバス 
研究計画書・研究指導計画書 

※ 修士課程及び博士課程の修了要件については、大学院設置基準第十六条・第十七条、学位規
則第三条・第四条を参照すること 

※ 学位論文に係る評価にあたつての基準の公表については、学校教育法施行規則第 172 条の
2第 3項を参照すること 

⑥ 

第十五条（大学設置基準の準用） 
 大学院の各授業科目の単位、授業日数、授業期間、授業を行う学生数、授業の方法及び単位
の授与、他の大学院における授業科目の履修等、入学前の既修得単位等の認定、長期にわたる
教育課程の履修並びに科目等履修生等については、大学設置基準第二十一条から第二十五条ま
で、第二十七条、第二十八条第一項（同条第二項において準用する場合を含む。）、第三十条第
一項及び第三項、第三十条の二並びに第三十一条（第三項を除く。）の規定を準用する。この場
合において、第二十八条第一項中「六十単位」とあるのは「十単位」と、同条第二項中「及び
外国の」とあるのは「、外国の」と、「当該教育課程における授業科目を我が国において」とあ
るのは「当該教育課程における授業科目を我が国において履修する場合及び国際連合大学本部
に関する国際連合と日本国との間の協定の実施に伴う特別措置法（昭和五十一年法律第七十二
号）第一条第二項に規定する千九百七十二年十二月十一日の国際連合総会決議に基づき設立さ
れた国際連合大学（第三十五条第一項において「国際連合大学」という。）の教育課程における
授業科目を」と、第三十条第三項中「前二項」とあるのは「第一項」と、「第二十八条第一項（同
条第二項において準用する場合を含む。）及び前条第一項により当該大学において修得したも
のとみなす単位数と合わせて六十単位」とあるのは「十単位」と、第三十条の二中「修業年限」
とあるのは「標準修業年限」と、「卒業」とあるのは「課程を修了」と読み替えるものとする。 

名古屋市立大学大学院学則 
第 7 条（学生定員） 
第11条(教育方法及び大学院履修規
程) 

第 12条（単位修得の認定） 
第 29条（他の大学院における授
業科目の履修等） 

第 33条（科目等履修生） 
各研究科履修規程 
（授業科目及び単位数） 
（単位の計算の基準） 
（他大学院との単位互換） 
（長期履修） 
科目等履修生出願要項 
各研究科履修要項 
名古屋市立大学履修証明プログラ
ムに関する規程   

https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g02-r05g03.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g02-r05g03.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/admissions/graduate/policy/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/admissions/graduate/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/admissions/graduate/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g02-r05g03.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g02-r05g03.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/2022_jinzaiyousei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/2022_jinzaiyousei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/about/publication/education/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/education/guide/syllabus/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/education/guide/syllabus/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/about/evaluation/self/relateddocuments/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/03_ha1_2_gakuikitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/phar/media/nanomedicine_1.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/phar/media/nanomedicine_1.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/phar/media/nanomedicine_1.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g02-r05g03.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g02-r05g03.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g02-r05g03.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g02-r05g03.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/about/evaluation/self/relateddocuments/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g02-r05g03.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g02-r05g03.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/2202seiseki-2.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/2202seiseki-2.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/gakui_hyouka.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/education/guide/syllabus/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/education/guide/syllabus/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/03_ha2_5_kenkyukeikakusyotouyousiki.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g02-r05g03.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g02-r05g03.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/about/evaluation/self/relateddocuments/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/admissions/non-degree/detail/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/03_ha2_6_rishushomeipuroguramunikansurukitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/03_ha2_6_rishushomeipuroguramunikansurukitei.pdf
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 ニ 施設及び設備に関すること                           
（１）自己点検・評価の実施状況 
１） 校地・校舎、施設・設備等 

本学は名古屋市内に４つのキャンパス及び附属病院を有し、

留学生宿舎等を加えた校地面積は 259,924 ㎡、建物の床面積

は 337,146 ㎡であり、これらの土地・建物・所在地の情報は本学

ウェブサイトの大学概要のページで公表している。 

附属病院を持つ桜山（川澄）キャンパスを始めとした、学生が

日常的に使用する４つのキャンパスに、附属病院である東部・西

部医療センターを加えた校地面積は、大学設置基準の約 3.4

倍、校舎等面積は約 4.3 倍となっており、各キャンパスに適正規

模の教育研究施設及び附属病院を確保している。 

 

校地は教育にふさわしい環境を持ち、適当な空地を有してい

る。また、運動場等が設置されている。 

本学は上記のキャンパスを有しており、各学部・研究科の教

育研究活動に必要な研究室、教室等諸室を備えるとともに、情

報処理の学習のための施設、学生一人ひとりが自主的に英語

を学ぶためのスペース（SALC）等を備え、常時、必要な教育研

究環境が整備されている。また、運動施設として体育館を有して

いるほか、学生会館やクラブハウス等も設置している。なお、教

員研究室を複数の教員で共有する等の工夫をしているほか、講

義室等の共同利用などの施設の有効活用を検討している。 

 

キャン 
パス名 

現状 大学設置基準 

校地等面積
(㎡) 

校舎等面積
(㎡) 

基準校地
面積(㎡) 

基準校舎
面積(㎡) 

桜山 
（川澄） 

65,939 145,972 18,416 52,990 

田辺通 42,872 25,326 5,350 6,454 

滝子 
(山の畑) 

63,588 38,737 19,070 12,395 

北千種 25,968 16,702 4,000 6,611 

東部医療
センター 

27,609 53,210 10,829 - 

西部医療
センター 

27,652 55,052 16,969 - 

小計 253,628 334,998 74,634 78,450 

その他 6,296 2,148 - - 

合計 259,924 337,146 - - 

２） 附属図書館 

図書館では、図書、学術雑誌、視聴覚資料その他の教育研

究上必要な資料について系統的に収集、整理し、電子資料に

おいては、その利用実績（利用数・引用数）を分析し効果的な

購読契約を行っている。加えて、図書館システムを整備して資

料の管理、利用者への提供、また、他大学や公共図書館との

連携協力（相互貸借等）にも取り組んでいる。 

各分館に１名（川澄分館は 2 名）の司書を配置し、さらに館

内には分館の規模に沿って十分な座席数のある閲覧室を始

め、書庫、アクティブラーニングルーム等を備え、学生の学習

や教員の教育研究活動を支援できる環境づくりを行っている。 

また、各分館では、個別で委員会（分館委員会）を設置、そ

のキャンパスに所属する研究科より委員を選出して、選書・予

算配分などを協議・決定し、分館の特性に応じたサービスの提

供、教育研究の支援を行っている。 

 田辺通分館では、名古屋薬学専門学校を 1942（昭和 17）年

に卒業された 故大神薫氏の蒐集にかかる漢方古医書類（古

いものでは江戸時代からの古方医書・後世方医書、養生書・本

草書等を網羅）を大神文庫として所蔵している。 

 
各図書館（分館）における閲覧席数及び蔵書数等 

（2022年 4月 30日現在） 

図書館 
（分館） 

閲覧 
席数 
(席) 

蔵書数(冊・種類) 電子 
資料 

(種類) 

視聴覚 
(種類) 

図書 雑誌 

山の畑 219 574,741 6,647 

40,403  

437 

川澄 115 132,036 3,464 66 

田辺通 114 68,622 1,162 91 

北千種 68 91,384 510 939 

合計 516 866,783 11,783 40,403 1,533 

 
各図書館（分館）における貸出冊数等 

           （2022年 4月 30 日現在） 

図書館 
（分館） 

貸出冊数 
(冊) 

相互貸借受付(件) 

現物 複写 

山の畑 15,265 173 160 

川澄 6,913 59 1,573 

田辺通 1,896 36 122 

北千種 4,530 20 38 

合計 28,604 288 1,893 
 

自己評価結果 当該評価事項に適合していると判断する。 

優れた点 十分な校地面積、校舎面積を有している。 

改善を要する点 なし 

  



 

21 

 

（２）関係法令等に対応する関連資料 
番

号 

関係法令等 関連資料 

大学設置基準 

① 

第三十四条（校地） 
 校地は、教育にふさわしい環境をもち、校舎の敷地には、学生が休息その他に利用するのに
適当な空地を有するものとする。 
２ 前項の規定にかかわらず、大学は、法令の規定による制限その他のやむを得ない事由によ
り所要の土地の取得を行うことが困難であるため前項に規定する空地を校舎の敷地に有する
ことができないと認められる場合において、学生が休息その他に利用するため、適当な空地
を有することにより得られる効用と同等以上の効用が得られる措置を当該大学が講じている
場合に限り、空地を校舎の敷地に有しないことができる。 

３ 前項の措置は、次の各号に掲げる要件を満たす施設を校舎に備えることにより行うものと
する。 

一 できる限り開放的であつて、多くの学生が余裕をもつて休息、交流その他に利用できるも
のであること。 

二 休息、交流その他に必要な設備が備えられていること。 

大学概要 2021 
キャンパス案内（P.55、56） 
 
土地・建物・所在地 

※ 必要な校地の面積については、大学設置基準第三十七条を参照すること 

② 

第三十五条（運動場） 
 運動場は、教育に支障のないよう、原則として校舎と同一の敷地内又はその隣接地に設ける
ものとし、やむを得ない場合には適当な位置にこれを設けるものとする。 
２ 前項の規定にかかわらず、大学は、法令の規定による制限その他のやむを得ない事由によ
り所要の土地の取得を行うことが困難であるため前項に規定する運動場を設けることができ
ないと認められる場合において、運動場を設けることにより得られる効用と同等以上の効用
が得られる措置を当該大学が講じており、かつ、教育に支障がないと認められる場合に限り、
運動場を設けないことができる。 

３ 前項の措置は、原則として体育館その他のスポーツ施設を校舎と同一の敷地内又はその隣
接地に備えることにより行うものとする。ただし、やむを得ない特別の事情があるときは、
当該大学以外の者が備える運動施設であつて次の各号に掲げる要件を満たすものを学生に利
用させることにより行うことができるものとする。 

一 様々な運動が可能で、多くの学生が余裕をもつて利用できること。 
二 校舎から至近の位置に立地していること。 
三 学生の利用に際し経済的負担の軽減が十分に図られているものであること。 

大学概要 2021 
キャンパス案内（P.55、56） 
 
土地・建物・所在地 

③ 

第三十六条（校舎施設等） 
 大学は、その組織及び規模に応じ、少なくとも次に掲げる専用の施設を備えた校舎を有する
ものとする。ただし、特別の事情があり、かつ、教育研究に支障がないと認められるときは、
この限りでない。 
一 学長室、会議室、事務室 
二 研究室、教室（講義室、演習室、実験・実習室等とする。） 
三 図書館、医務室、学生自習室、学生控室 

２ 研究室は、専任の教員に対しては必ず備えるものとする。 
３ 教室は、学科又は課程に応じ、必要な種類と数を備えるものとする。 
４ 校舎には、第一項に掲げる施設のほか、なるべく情報処理及び語学の学習のための施設を
備えるものとする。 

５ 大学は、校舎のほか、原則として体育館を備えるとともに、なるべく体育館以外のスポー
ツ施設及び講堂並びに寄宿舎、課外活動施設その他の厚生補導に関する施設を備えるものと
する。 

６ 夜間において授業を行う学部（以下「夜間学部」という。）を置く大学又は昼夜開講制を実
施する大学にあつては、研究室、教室、図書館その他の施設の利用について、教育研究に支
障のないようにするものとする。 

大学概要 2021 
キャンパス案内（P.55、56） 
 
2022 総合情報センターシステムガ
イド 
 
名古屋市立大学語学プログラム  
(SALC) 
 
 
総合情報センター学術情報部門
（図書館） 

※ 必要な校舎の面積及び設置する学部または学科ごとに必要な附属施設については、大学設
置基準第三十七条の二・第三十九条・別表第三を参照すること 

※ 大学院を置く場合、大学院設置基準第十九条・第二十二条も参照すること 
※ 二以上の校地において教育研究を行う場合、大学設置基準第四十条の二、大学院設置基準第

二十二条の二を参照すること 

④ 

第三十八条（図書等の資料及び図書館） 
 大学は、学部の種類、規模等に応じ、図書、学術雑誌、視聴覚資料その他の教育研究上必要
な資料を、図書館を中心に系統的に備えるものとする。 
２ 図書館は、前項の資料の収集、整理及び提供を行うほか、情報の処理及び提供のシステム
を整備して学術情報の提供に努めるとともに、前項の資料の提供に関し、他の大学の図書館
等との協力に努めるものとする。 

３ 図書館には、その機能を十分に発揮させるために必要な専門的職員その他の専任の職員を
置くものとする。 

４ 図書館には、大学の教育研究を促進できるような適当な規模の閲覧室、レフアレンス・ル
ーム、整理室、書庫等を備えるものとする。 

５ 前項の閲覧室には、学生の学習及び教員の教育研究のために十分な数の座席を備えるもの
とする。 

名古屋市立大学総合情報センター
分館利用規程 
コレクションマネジメント方針 

※ 大学院を置く場合、大学院設置基準第二十一条も参照すること 

⑤ 

第四十条（機械、器具等） 
 大学は、学部又は学科の種類、教員数及び学生数に応じて必要な種類及び数の機械、器具及
び標本を備えるものとする。 

公立大学法人名古屋市立大学共用機器
センター規程 

※ 大学院を置く場合、大学院設置基準第二十条も参照すること   

https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/gaiyo2021_20210618_security.pdf#page=29
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/gaiyo2021_20210618_security.pdf#page=29
https://www.nagoya-cu.ac.jp/about/profile/data/estate/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/gaiyo2021_20210618_security.pdf#page=29
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/gaiyo2021_20210618_security.pdf#page=29
https://www.nagoya-cu.ac.jp/about/profile/data/estate/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/gaiyo2021_20210618_security.pdf#page=29
https://www.nagoya-cu.ac.jp/affiliate/ict/center/system-guide/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/affiliate/ict/center/system-guide/
http://www.hum.nagoya-cu.ac.jp/~language-center/index.html
http://www.hum.nagoya-cu.ac.jp/~language-center/index.html
https://www.nagoya-cu.ac.jp/affiliate/library/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/affiliate/library/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/collection_manegement.pdf
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 ホ 事務組織に関すること                              

（１）自己点検・評価の実施状況 
１） 事務組織 

本学では「組織等に関する規程」において、組織、分掌事

務、職員配置等について定めている。事務組織は、監査室、

総務部、教育研究部、各事務室（医療人育成課、医学研究推

進課を含む）、病院統括部及び３附属病院の病院管理部で構

成されており、業務内容等を勘案し、適切な人員配置を行って

いる。 

※学部・大学院に係る事務を各学部等事務室（医療人育成

課・医学研究推進課を含む）に集約することにより、学部・大学

院が一体となった事務運営を行っている。 

※構成員に対し、社会のあらゆる分野で急速な変化が進行、

大学の枠を超えてさまざまな課題に取り組むことが求められる

中で、適切に業務を実施・推進し、対応できる人材を育成する

ため、本学では 2019（平成 31）年 2 月に「事務職員育成プラ

ン」を策定。このプランに基づき、大学職員として必要な能力を

向上させるための各種研修を実施し、人材育成を行っている。 

 

２） 厚生補導の組織 

学生の福利厚生、課外活動支援、キャリア支援及び厚生保

健など、学生生活全般にかかる窓口として、学生課学生支援

係を置いている。 

また、学生の健康の保持・増進に資するため、保健管理セン

ターを設置している。同センターには、本学の医師、看護師、

臨床心理士等の必要なスタッフを配置し、学生の健康診断、

健康相談（よろず相談/こころ・からだの健康相談等）、保健指

導等に関する業務を行っている。 

学生生活支援を全学的かつ効果的に推進するための組織

として、教育担当理事、学生担当学長補佐をはじめとする教職

員で構成する全学会議（学生生活支援会議、学生生活委員

会等）を設置している。具体的取り組みとしては、障害者差別

解消の推進、国籍、民族、言語、性等の多様性を持つ学生の

支援、経済的・課外活動等に関する支援について審議、推進

している。 

 

３） 学生の社会的及び職業的自立のための体制 

高等教育院が実施している、教育課程を通じた学生の育成

及びキャリア教育は、全学部生を対象とし、キャリア支援センタ

ーと連携を図りながら行うものとしており、正課内外の教育で連

携して、学生の社会的及び職業的自立が図られるような体制

をとっている。 

また、専門教育の面では医学部、薬学部、看護学部におい

て、医師、薬剤師、看護師及び助産師になるための必要な知

識、技術、医療人としての自覚を育む教育を実施するなど、そ

れぞれの学部の特色を生かし、学生の卒業後の進路を見据え

た教育を実施している。 

なお、上記キャリア支援センターでは専属のキャリア支援専

門員が常駐し、単に就職活動に直結する支援だけでなく、目

標をもって充実した学生生活を送ることができるよう、１年次か

ら学生のキャリア形成を支援する体制を整えている。 

 

【教養教育の目標】 

１ 教養教育では、学生が社会の一員としての自己のあ

り方を認識し、自らよりよく生きる生き方を探求し、あ

わせて社会全体の幸福の実現にむけて貢献できるような

人間形成をはかるとともに、専門教育への確かな土台を

築くことを目標とする。 

２ 大学が目標に掲げる〈持続可能な共生社会〉〈健康と

福祉の向上〉〈次世代育成支援〉〈地球環境の保全と社会

環境の整備発展〉の実現に寄与する科目を修得させるこ

とによって、地域社会および国際社会に貢献することが

できる人材を育成する。 

 

【大学特色科目】 

初年次教育科目 

・大学生になる（主体的学習のための基礎演習） 

・大人になる（心豊かに健康に生きるための学び） 

・社会人になるＡ（キャリア形成に備えた学び） 

・社会人になるＢ（キャリアに関わる学び） 

・ＮＣＵ先端科目：医療系 

・ＮＣＵ先端科目：自然・情報系 

・ＮＣＵ先端科目：社会科学系 

・ＮＣＵ先端科目：人文系 

地域特色科目 

・地域社会で活躍する女性 

・共生社会におけるふれあいネットワーク 

・現代社会と人と地域のつながり 

・名古屋市政を通してみる現代社会の諸問題 

・ＥＳＤと地域の環境 

・多文化共生と国際貢献 

・ワークライフバランスとダイバーシティ 

・まちづくり論 

・次世代エネルギーワークショップ 

・起業家になる 

・科学館・博物館・美術館から知る名古屋 
 

自己評価結果 当該評価事項に適合していると判断する。 

優れた点 関係法令に則り、適切に実施している。 

改善を要する点 なし 
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（２）関係法令等に対応する関連資料 
番

号 

関係法令等 関連資料 

大学設置基準 

① 
第四十一条（事務組織） 
 大学は、その事務を遂行するため、専任の職員を置く適当な事務組織を設けるものとする。 

公立大学法人名古屋市立大学の組
織等に関する規程 
事務職員育成プラン 

② 

第四十二条（厚生補導の組織） 
 大学は、学生の厚生補導を行うため、専任の職員を置く適当な組織を設けるものとする。 

公立大学法人名古屋市立大学の組
織等に関する規程 
名古屋市立大学保健管理センター
規程 
名古屋市立大学学生生活支援会
議規程 
名古屋市立大学学生生活委員会規程 
保健管理センターについて 
保健管理センターの利用案内 

③ 

第四十二条の二（社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を培うための体制） 
 大学は、当該大学及び学部等の教育上の目的に応じ、学生が卒業後自らの資質を向上させ、
社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を、教育課程の実施及び厚生補導を通じて培う
ことができるよう、大学内の組織間の有機的な連携を図り、適切な体制を整えるものとする。 

名古屋市立大学高等教育院規程
第 3 条（事業） 

2021 大学案内（P.12） 
キャリア支援・就職 

 大学院設置基準 

④ 
第四十二条（事務組織） 
 大学院を置く大学には、大学院の事務を遂行するため、適当な事務組織を設けるものとする。 

公立大学法人名古屋市立大学の
組織等に関する規程   

https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/02_ro1_1_sosikitounikansurukitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/02_ro1_1_sosikitounikansurukitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/30gyoumujissekihoukokusyo#page=52.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/02_ro1_1_sosikitounikansurukitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/02_ro1_1_sosikitounikansurukitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/05_ho_2_hokenkanricenterkitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/05_ho_2_hokenkanricenterkitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/05_ho_2_gakuseiseikatusienkaigikitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/05_ho_2_gakuseiseikatusienkaigikitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/05_ho_2_gakuseiseikatuiinkaikitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/education/healthcare/outline/index.html
https://www.nagoya-cu.ac.jp/education/healthcare/guide/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/05_ho_2_kotokyoikuinkitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/05_ho_2_kotokyoikuinkitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/meishidai_gakkouannai2021.pdf#page=12
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/meishidai_gakkouannai2021.pdf#page=12
https://www.nagoya-cu.ac.jp/career/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/02_ro1_1_sosikitounikansurukitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/02_ro1_1_sosikitounikansurukitei.pdf
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 ヘ 卒業の認定に関する方針、教育課程の編成及び実施に関する方針並びに入学者の受入れに関する方針に関すること  

（１）自己点検・評価の実施状況 
１） 三つのポリシーの策定 

本学では、三つのポリシーについて、各学部、研究科に対し

て、大学全体として共通する各ポリシーの在り方を、学部は学

士課程共通、研究科は大学院共通としてそれぞれ示してい

る。一方、「人材の養成に関する目的その他の教育研究上の

目的に関する規程」において各学部・研究科の教育研究上の

目的を定めており、その内容と大学としてのポリシーを踏まえ

て、三つのポリシーについて明確に策定している。 

 

２） 三つのポリシーの策定単位 

三つのポリシーについては、学部については学科ごと、大学

院については専攻ごとに策定することを基本としているが、各

学部・研究科の実情に基づいて検討のうえ、策定したものとな

っている。 

①卒業又は修了の認定に関する方針 

 ディプロマ・ポリシーについては、大学の理念である「市民に

よって支えられる市民のための大学」、また、学部は「次世代を

リードできる優れたバランス感覚と上質かつ豊かな感性で社会

と向き合う力」、大学院は「高度な専門性のみならず、連関する

分野にも幅広い知見と志向性を持ち、学際的視点を備え」とい

う内容をそれぞれ基にして策定している。なお、芸術工学部

は、複数学科で編成するものの、学科ごとではなく、学部全体

として求める学生像が同じであるとして学部共通のディプロマ・

ポリシーを定めている等、各学部・研究科の実情に応じて策定

している。 

②教育課程の編成及び実施に関する方針 

 カリキュラム・ポリシーについては、ディプロマ・ポリシーを前

提として、学部は「分野横断的な知を修得」、「幅広い知見と志

向性」、また、大学院は「コースワークと（一部省略）リサーチワ

ークを適切に組み合わせた」というそれぞれ学士課程又は大

学院のカリキュラム・ポリシーの方針に基づいて策定している。

なお、上記同様、芸術工学部については、学部全体としてカリ

キュラム・ポリシーを策定している。 

③入学者の受入れに関する方針 

 アドミッション・ポリシーについては、学部は、定める４つの資

質を有するような多様な学生、大学院は「多様な能力や経歴を

有する人材」という学士課程又は大学院が定めるアドミッショ

ン・ポリシーにおいて求められている学生の選抜方法を各学

部・研究科で策定している。なお、経済学部においては、複数

学科で編成するためディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリ

シーについては、その特色を考慮して学科ごとに策定している

が、アドミッション・ポリシーについては、学科選択を 2 年進級

時に実施し、入学時は「学科なし」の位置付けとなるため、学科

ごとではなく、学部共通として定めている。 

３） カリキュラム・ポリシーとディプロマ・ポリシーの一貫性の確保 

カリキュラム・ポリシー（CP）を定めるにあたってはディプロ

マ・ポリシー（DP）との一貫性に留意し、例えば以下のように構

成している。 

 

医療系…医学部医学科 

(DP)卒業時点に身に付けているべき能力を 4領域で構成 

  →(CP)学年ごとの学修目標を DPで示された 4領域に対応

する形で構成 

人文科学系…人文社会学部心理教育学科 

 (DP)学部共通の教育理念のもと、卒業生が有するべき能力

を 4つの観点で提示 

  →(CP)学部共通の教育理念のもとに開講する基礎科目と、

心理教育学科で開講する展開科目(科目群ごと)の

狙いをそれぞれ示し、DP で求める 4 つの観点に沿

った能力を段階的に育成することを提示 

 

４） 三つのポリシーの点検・見直し 

 本学では、中教審大学分科会大学教育部会により策定され

た平成 28年 3月 31日付ガイドラインに基づき、2018（平成 30）

年 4 月に全学部・研究科において全面的に三つのポリシーを

見直した。また、2019（令和元）年 9 月には、本学の教育の質

を管理する全学教育機構において教学マネジメント基本方針

を策定し、ディプロマ・ポリシーに基づいたカリキュラム・ポリシ

ーに従って体系的なカリキュラム編成を行うことを全学の指針と

して示した。2018（平成 30）年 4 月に、教育改革全般を全学的

に推進する役割を担う組織である高等教育院が設置されて以

降は、高等教育院が主体となり、各学部・研究科の点検状況を

確認するほか、各学部・研究科にヒアリングを行って課題等を

洗い出すようにしており、2021（令和 3）年 5月から 10月にかけ

て、「3 ポリシーの点検と DP 目標の達成度評価の検討」として

高等教育院から全学部・研究科に依頼し、高等教育院が相談

に応じる等して全学部・研究科において点検、検討を実施し

た。その結果については高等教育院の所管事業に係る各学

部及び研究科との連携調整の役割を担う全学教育機構で共

有し、他の学部等の取り組み、考え方を知ることで、各ポリシー

とカリキュラムの更なる体系化を目指している。 

自己評価結果 当該評価事項に適合していると判断する。 

優れた点 三つのポリシーの点検・見直しについて、組織的活動を積極的に行うようにしている。 

改善を要する点 なし 
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（２）関係法令等に対応する関連資料 
番

号 

関係法令等 関連資料 

学校教育法施行規則 

① 

第百六十五条の二 
 大学は、当該大学、学部又は学科若しくは課程（大学院にあつては、当該大学院、研究科又
は専攻）ごとに、その教育上の目的を踏まえて、次に掲げる方針を定めるものとする。 
一 卒業又は修了の認定に関する方針 
二 教育課程の編成及び実施に関する方針 
三 入学者の受入れに関する方針 
２ 前項第二号に掲げる方針を定めるに当たつては、同項第一号に掲げる方針との一貫性の確
保に特に意を用いなければならない。 

学部・大学院（アドミッション・ポリシ
ー/カリキュラム・ポリシー/ディプロ
マ・ポリシー） 
人材の養成に関する目的その他の
教育研究上の目的に関する規程 
名古屋市立大学高等教育院規程 
名古屋市立大学全学教育機構規程 
名古屋市立大学教学マネジメント
基本方針   

https://www.nagoya-cu.ac.jp/academics/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/academics/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/academics/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/2022_jinzaiyousei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/2022_jinzaiyousei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/05_ho_2_kotokyoikuinkitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/06_he_1_zengakukyoikukikokitei.pdf
https://ade.nagoya-cu.ac.jp/kaikaku/management/
https://ade.nagoya-cu.ac.jp/kaikaku/management/
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 ト 教育研究活動等の状況に係る情報の公表に関すること         

（１）自己点検・評価の実施状況 
１） 目的の公表と周知 

大学及び大学院の目的については、定款第 1 条と大学学

則及び大学院学則のそれぞれ第 1 条に定めている。また、学

部・研究科の目的については、「人材の養成に関する目的そ

の他の教育研究上の目的に関する規程」において定めてお

り、大学ウェブサイトにおいて公表している。 

 

２） 3つのポリシーの公表と周知 

ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー及びアドミッショ

ン・ポリシーについては、大学のウェブサイトで公表している。

また、各学部・研究科の 3 つのポリシーについても併せて公表

しており、ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシーについて

は、各学部、研究科の履修要項や教育要項で、また、アドミッ

ション・ポリシーについては、大学案内や入学者選抜に関する

要項でも公表しており周知に努めている。 

 

３） 教育研究上の基本組織及び教員の業績等の公表と周知 

教育研究上の基本組織については、大学のウェブサイトや

大学概要で公表している。また、教員の業績等については、各

教員が有する学位及び業績に関する情報を公表し、さらに、

産学官連携活動を推進し、その研究成果の還元を通じて社会

に貢献していくことを目的にした研究者データベースを運用し

ている。 

 

４） 入学・在学・卒業等の人数及び就職等に関する公表と周知 

本学では収容定員に基づいて適正に定員管理を行ってお

り、入学定員、収容定員や入学者数を大学のウェブサイトで公

表している。また、在学生数、卒業・修了者数についても同様

に公表している。就職・進学者数をはじめとする就職等に関す

ることについては大学ウェブサイトでの公表をはじめ、オープン

キャンパスや入試説明会等において学外への周知に努めてい

る。 

 

５） 授業や学修成果に係る評価及び卒業等の認定に関する

公表と周知 

 授業科目、授業の方法と内容等については履修規程やシラ

バスにおいて公表している。なお、シラバスは学内だけではな

く、外部からも閲覧できるようにしている。また、学修の成果に

係る評価及び卒業又は修了の認定の基準に関することは大学

ウェブサイトで公開しており、加えて、シラバスにおいては各科 

目の成績評価基準や方法も詳細に記載している。学位授与方

針について、大学ウェブサイトで公表するとともに、各学部・研

究科の履修要項や教育要項にも記載をしている。同時に、学

位の授与については教授会の審議事項となっているため、各

学部・研究科の教授会において、その方針をもとに慎重に審

議している。 

 

６） 大学施設や大学が徴収する費用、学生支援に関する公

表と周知 

 キャンパスマップや交通アクセスについては大学ウェブサイト

で公開しており、併せて大学案内や大学概要にも記載して広く

周知している。教育研究施設としては、薬学部では、学生に薬

用植物や生薬についての生きた知識を学ばせることを目的に

薬用植物園を設置しており、年数回の見学会を開催している。

また、芸術工学部では、大学における教育研究のイメージをよ

り具体的に伝えるため、オリジナルウェブサイト上で建物ごとに

施設紹介を行っている。大学が徴収する費用については、大

学ウェブサイトで公開しており、併せて、入学者選抜に関する

要項においては授業料等に加えて、諸団体納付金についても

記載して周知している。学生支援に関しては、授業料減免、キ

ャリア・就職、心身の健康相談等について、大学ウェブサイト及

び学生生活のてびきで公表して周知に努めている。 

 

７） その他の情報の公表と周知 

 その他、大学機関別認証評価結果や法人評価結果等につ

いては大学ウェブサイトで公表している。また、2019（令和元）

年度に受審し、教育プログラムが国際基準に適合していると認

定された医学教育分野別評価結果や 2015（平成 27）年度に

適合の認定をされた薬学教育評価結果についてはそれぞれ

学部のオリジナルサイトで公開している。 

 

８） 情報公表体制の整備 

 本学では、ウェブサイト向上委員会を組織し、ウェブサイトの

魅力向上など広報に関し必要な事項を審議する体制を整えた

うえで、教育研究活動に関する情報の公表を行っている。ま

た、近年では、2021（令和 3）年度に大学ウェブサイトをリニュー

アルし、情報の量や内容についてはその適切さについて常に

考慮し、併せて、アクセスする人の視点を意識したデザイン、

構成を心掛けている。 

自己評価結果 当該評価事項に適合していると判断する。 

優れた点 大学ウェブサイトについては、学内・学外ともに見やすく、分かりやすい内容、構成になるよう努めている。 

改善を要する点 なし 
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（２）関係法令等に対応する関連資料 
番

号 

関係法令等 関連資料 

学校教育法 

① 
第百十三条 
 大学は、教育研究の成果の普及及び活用の促進に資するため、その教育研究活動の状況を
公表するものとする。 

(学校教育法施行規則第百七十二
条の二と同一) 

 学校教育法施行規則 

② 

第百七十二条の二 
 大学は、次に掲げる教育研究活動等の状況についての情報を公表するものとする。 
一 大学の教育研究上の目的及び第百六十五条の二第一項の規定により定める方針に関する
こと 

二 教育研究上の基本組織に関すること 
三 教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること 
四 入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又は修了した者の数並びに進学者数
及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関すること 

五 授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に関すること 
六 学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たつての基準に関すること 
七 校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること 
八 授業料、入学料その他の大学が徴収する費用に関すること 
九 大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること 
２ 大学は、前項各号に掲げる事項のほか、教育上の目的に応じ学生が修得すべき知識及び
能力に関する情報を積極的に公表するよう努めるものとする。 

３ 第一項の規定による情報の公表は、適切な体制を整えた上で、刊行物への掲載、インタ
ーネットの利用その他広く周知を図ることができる方法によつて行うものとする。 

教育情報の公表 
名古屋市立大学教学マネジメント基本
方針 
公立大学法人名古屋市立大学定款  
第 1 条（目的） 
名古屋市立大学学則 
第 1 条（目的） 
第 2 条（学部及び学科） 
第 12条（学生定員） 
名古屋市立大学大学院学則 
第 1 条（目的） 
第 2 条（組織） 
第 7 条（学生定員） 
大学概要 2021 
2021 大学案内 
各学部・研究科履修規程 
医学教育分野別評価（医学研究科・医
学部オリジナルサイト） 
点検・評価、薬用植物園（薬学研究
科・薬学部オリジナルサイト） 
施設紹介（芸術工学研究科・芸術工
学部オリジナルサイト） 
学生生活のてびき 
入学者選抜に関する要項 
入学試験実施結果 
名古屋市立大学ウェブサイト向上委
員会規程   

https://www.nagoya-cu.ac.jp/about/publication/education/
https://ade.nagoya-cu.ac.jp/kaikaku/management/
https://ade.nagoya-cu.ac.jp/kaikaku/management/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/teikan20210401.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/teikan20210401.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g01-r05g01.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g01-r05g01.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g02-r05g03.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g02-r05g03.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/gaiyo2021_20210618_security.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/meishidai_gakkouannai2021.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/meishidai_gakkouannai2021.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/med/education/medicine/bunyabetuhyouka/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/phar/about/evaluation/
http://www.phar.nagoya-cu.ac.jp/hp/yse/guide-j.html
https://www.nagoya-cu.ac.jp/sda/facilities/index.html
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/gakuseiseikatunotebiki2022.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/R4senbatsuyoko.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/admissions/application-status/result/
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 チ 教育研究活動等の改善を継続的に行う仕組みに関すること       

（１）自己点検・評価の実施状況 
１） 体制 

本学は、「大学の目的及び社会的使命を達成するため、自

ら点検及び評価を行う」（大学学則第 10条）としており、本学の

自己点検・評価に関する規程として、「名古屋市立大学自己評

価等の実施に関する規程」を定めている。 

全学的な組織として、理事長を委員長とする自己点検・評価

委員会（以下「委員会」という）を設置し、全学的な自己評価等

に関する事項等を審議している。また、各研究科の自己評価

等を実施するために設置された研究科委員会は、審議結果を

委員会に報告している。委員会で審議、承認された事項につ

いては、教育研究審議会、経営審議会でそれぞれ審議され、

役員会の議を経ることとなっており、全学的な管理を行ってい

る。なお、副学長（自己点検・評価・中期計画）を委員長とする

自己点検・評価小委員会では、認証評価受審のための自己評

価等の実施に関する事項の調査や審議を行っている。 

 

２） 自己点検・評価 

本学では、中期目標に基づいて中期計画を作成するととも

に、年度計画を策定し、その実施に努めている。年度計画に

ついては、各部局において上半期が終わる 9月末時点の進捗

状況及び下半期の取り組み等を確認することで、年度計画を

着実に達成する仕組みを整えている。また、進捗状況等は中

間報告としてまとめ、全学の組織である自己点検・評価委員会

で共有している。各年度の業務実績については、各部局にお

いて自己点検・評価を行い、業務実績報告書としてまとめ、自

己点検・評価委員会、教育研究審議会（教育研究関係）及び

経営審議会（法人の経営・組織関係）、役員会を経て名古屋

市公立大学法人評価委員会（以下、「評価委員会」という）へ

提出している。自己点検・評価の結果及び評価委員会の指摘

事項及びその改善状況については自己点検・評価委員会で

共有し、教育研究活動の改善・向上等に努めている。 

なお、中期計画については、第三期中期目標期間の最終

年度の前々年度である 2021（令和 3）年度末時点で見込報告

書を作成し、中期計画の達成に向けて教育研究活動等の改

善・向上に努めている。 

 

３） 認証評価 

学校教育法第 109 条第 2 項に基づき、政令で定める期限

内、6 年ごとに認証評価機関による評価を受審している。 

 前回、2016（平成 28）年度は公益財団法人大学基準協会に

よる認証評価を受審し、「適合」との認定を受けた。なお、「改

善勧告」及び「努力課題」として指摘を受けた事項については

対応を進め、2019（令和元）年度に同協会に改善報告書を提

出した。 

また、認証評価における自己点検・評価報告書を認証評価

機関による評価結果とともに本学ウェブサイトで公表している。 

 

４） 分野別評価 

医学部においては、2019（令和元）年度に日本医学教育評

価機構による医学教育分野別評価を受審し、教育プログラム

が国際基準に適合していることが認定された。評価報告書を

踏まえ、引き続き教育プログラムの改良に取り組み、教育の質

向上を目指している。 

また、薬学部は 2015（平成 27）年度に薬学教育評価機構に

よる薬学教育評価を受審し、同機構が定める「薬学教育評価 

評価基準」に適合していると認定された。 

 

５） 研修・教職協働 

本学では「公立大学法人名古屋市立大学の組織等に関す

る規程」において、組織、分掌事務、教職員の職員配置等に

ついて定めている。また、学部等、新たな組織の設置や大学を

取り巻く環境の変化に伴う重要課題へ対応するため、理事長

によるガバナンスのもと、運営体制の見直しや人員管理を行

い、適切かつ効率的に法人業務を遂行することを中期計画に

定めている。 

教員の教育力や職員の教育支援能力の向上として、2018

（平成 30）年度以降、全学の教職員を対象にした教育改革フ

ォーラムを 7 回、FD・SD 講演会を 5 回開催している。また、関

係資料をイントラサイトに掲載し、内容について教職員に広く

周知している。 

 また、研究授業については、教員が相互に授業を参観できる

枠組みとともに、英語科目において、シラバスレビューから授

業、授業アンケートの分析まで含めた講義期間の一連を対象

にした研究授業も実施する等、工夫を重ねながら取り組みを続

けている。 

 

６） 学修成果 

 教学マネジメント指針に例示された、学生の学修成果・教育

成果を適切に把握し、教育改善に活かすため、授業について

のアンケート、大学満足度調査等を実施し、学生の学修等に

対する情報を収集するように努めている。特に、授業について

のアンケートは、学生が学修成果の自己評価を行うため、「自

己評価・成長実感アンケート」と名称を変更するとともに、設問

内容も見直して、2021（令和 3）年度より本格実施した。 
 

自己評価結果 当該評価事項に適合していると判断する。 

優れた点 
教育改革フォーラム、FD・SD 講演会については、毎年実施することとしており、教職員の資質向上を図ってい

る。 

改善を要する点 なし 
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（２）関係法令等に対応する関連資料 
番

号 

関係法令等 関連資料 

学校教育法 

① 

第百九条 
 大学は、その教育研究水準の向上に資するため、文部科学大臣の定めるところにより、当該大
学の教育及び研究、組織及び運営並びに施設及び設備（次項及び第五項において「教育研究等」
という。）の状況について自ら点検及び評価を行い、その結果を公表するものとする。 
２ 大学は、前項の措置に加え、当該大学の教育研究等の総合的な状況について、政令で定める
期間ごとに、文部科学大臣の認証を受けた者（以下「認証評価機関」という。）による評価（以
下「認証評価」という。）を受けるものとする。ただし、認証評価機関が存在しない場合その他
特別の事由がある場合であつて、文部科学大臣の定める措置を講じているときは、この限りで
ない。 

３ 専門職大学等又は専門職大学院を置く大学にあつては、前項に規定するもののほか、当該専
門職大学等又は専門職大学院の設置の目的に照らし、当該専門職大学等又は専門職大学院の教
育課程、教員組織その他教育研究活動の状況について、政令で定める期間ごとに、認証評価を
受けるものとする。ただし、当該専門職大学等又は専門職大学院の課程に係る分野について認
証評価を行う認証評価機関が存在しない場合その他特別の事由がある場合であつて、文部科学
大臣の定める措置を講じているときは、この限りでない。 

４ 前二項の認証評価は、大学からの求めにより、大学評価基準（前二項の認証評価を行うため
に認証評価機関が定める基準をいう。以下この条及び次条において同じ。）に従つて行うものと
する。 

５ 第二項及び第三項の認証評価においては、それぞれの認証評価の対象たる教育研究等状況
（第二項に規定する大学の教育研究等の総合的な状況及び第三項に規定する専門職大学等又
は専門職大学院の教育課程、教員組織その他教育研究活動の状況をいう。次項及び第七項にお
いて同じ。）が大学評価基準に適合しているか否かの認定を行うものとする。 

６ 大学は、教育研究等状況について大学評価基準に適合している旨の認証評価機関の認定（次
項において「適合認定」という。）を受けるよう、その教育研究水準の向上に努めなければなら
ない。 

７ 文部科学大臣は、大学が教育研究等状況について適合認定を受けられなかつたときは、当該
大学に対し、当該大学の教育研究等状況について、報告又は資料の提出を求めるものとする。 

公立大学法人名古屋市立大学定款 
名古屋市立大学学則 
 第 10 条（自己評価等） 
名古屋市立大学自己評価等の
実施に関する規程 
大学評価（中期目標・中期計
画、年度計画・業務実績評価、
認証評価、自己点検・評価 
医学教育分野別評価 
薬学教育評価 評価報告書 

 
（専門職大学院については該
当せず） 

 学校教育法施行規則 

② 

第百五十二条 
 学校教育法第九十条第二項の規定により学生を入学させる大学は、同項の入学に関する制度の
運用の状況について、同法第百九条第一項に規定する点検及び評価を行い、その結果を公表しな
ければならない。 

該当せず 

③ 

第百五十八条 
 学校教育法第百二条第二項の規定により学生を入学させる大学は、同項の入学に関する制度の
運用の状況について、同法第百九条第一項に規定する点検及び評価を行い、その結果を公表しな
ければならない。 

該当せず 

④ 

第百六十六条 
 大学は、学校教育法第百九条第一項に規定する点検及び評価を行うに当たつては、同項の趣旨
に即し適切な項目を設定するとともに、適当な体制を整えて行うものとする。 

公立大学法人名古屋市立大学定款 
名古屋市立大学自己評価等の実施に関する規程 
大学評価（中期目標・中期計画、年
度計画・業務実績評価、認証評価、
自己点検・評価 

 大学設置基準 

⑤ 

第二条の三（教員と事務職員等の連携及び協働） 
 大学は、当該大学の教育研究活動等の組織的かつ効果的な運営を図るため、当該大学の教員と
事務職員等との適切な役割分担の下で、これらの者の間の連携体制を確保し、これらの者の協働
によりその職務が行われるよう留意するものとする。 

公立大学法人名古屋市立大学の
組織等に関する規程 
組織図 
中期目標・中期計画 

⑥ 
第二十五条の三（教育内容等の改善のための組織的な研修等） 
 大学は、当該大学の授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究を実施する
ものとする。 

教育改革フォーラム、FD・SD講演会 
新任教員研修 
新規採用者研修（大学・病院・事務職員） 
FDガイドライン 

⑦ 

第四十二条の三（研修の機会等） 
 大学は、当該大学の教育研究活動等の適切かつ効果的な運営を図るため、その職員に必要な知
識及び技能を習得させ、並びにその能力及び資質を向上させるための研修（第二十五条の三に規
定する研修に該当するものを除く。）の機会を設けることその他必要な取組を行うものとする。 

（同上） 

 大学院設置基準 

⑧ 

第一条の四（教員と事務職員等の連携及び協働） 
 大学院は、当該大学院の教育研究活動等の組織的かつ効果的な運営を図るため、当該大学院の
教員と事務職員等との適切な役割分担の下で、これらの者の間の連携体制を確保し、これらの者
の協働によりその職務が行われるよう留意するものとする。 

（大学設置基準第二条の三と
同一） 

⑨ 
第十四条の三（教育内容等の改善のための組織的な研修等） 
 大学院は、当該大学院の授業及び研究指導の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及
び研究を実施するものとする。 

（大学設置基準第二十五条の
三と同一） 

⑩ 

第四十三条（研修の機会等） 
 大学院は、当該大学院の教育研究活動等の適切かつ効果的な運営を図るため、その職員に必要
な知識及び技能を習得させ、並びにその能力及び資質を向上させるための研修（第十四条の三に
規定する研修に該当するものを除く。）の機会を設けることその他必要な取組を行うものとする。 

（同上） 

 法令外の関係事項 

⑪ 
学習成果 
 学生の学習成果を適切に把握する取組みを行っているか。 

名古屋市立大学教学マネジメント基本方針 
自己評価・成長実感アンケート 
大学満足度調査   

https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/teikan20210401.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g01-r05g01.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/h18g01-r05g01.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/08_chi_1_jikohyoukatounojissinikansurukitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/08_chi_1_jikohyoukatounojissinikansurukitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/about/evaluation/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/about/evaluation/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/about/evaluation/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/med/education/medicine/bunyabetuhyouka/
https://www.jabpe.or.jp/special/pdf/2015/kouhyo_10.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/teikan20210401.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/08_chi_1_jikohyoukatounojissinikansurukitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/about/evaluation/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/about/evaluation/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/about/evaluation/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/02_ro1_1_sosikitounikansurukitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/02_ro1_1_sosikitounikansurukitei.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/about/operations/05091845/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/about/operations/05091845/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/about/evaluation/medium-term/
https://ade.nagoya-cu.ac.jp/kaikaku/fd_sd/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/08_chi_6_FDguideline_.pdf
https://ade.nagoya-cu.ac.jp/kaikaku/management/
https://ade.nagoya-cu.ac.jp/kaikaku/management/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/education/guide/support/satisfaction/
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 リ 財務に関すること                                 

（１）自己点検・評価の実施状況 
１） 財務の状況 

本学では、地方独立行政法人法に基づき、予算、収支計

画、資金計画について中期計画及び年度計画に定めるととも

に、本学ウェブサイトに掲載し、公表している。毎事業年度終

了後、財務諸表等を作成し、経営審議会及び役員会の議を経

て、決算を決定している。その後、名古屋市より選任された監

事及び会計監査人の意見を付し、名古屋市長へ提出してい

る。 

決算の状況として、当期総損益は、2019（令和元）年度で△

62 百万円、令和 2 年度で 1,511 百万円を計上している（表-

1）。 

第三期中期計画（平成 30 年度～令和 5 年度）策定時にお

ける計画額は 2019（令和元）年度で△444 百万円、2020（令和

2）年度で△356 百万円であり、各年で自己収入の確保や経費

の節減に取り組んでいるうえ、2020（令和 2）年度は新型コロナ

ウイルス感染症関連補助金等の影響により、計画より大きく改

善している。 

 

≪過去 5年間の損益の状況（表-1）≫  

（単位：百万円） 

区分 

第二期中期計画期間 

 

第三期中期計画期間 

 

 

2016 
(H28) 
年度 

2017 
（H29） 
年度 

2018 
（H30）
年度 

2019 
（R1） 
年度 

2020 
（R2）
年度 

経 常 
費 用 

39,092 40,227 40,712 41,932 42,383 

経 常 
収 益 

39,220  40,182 40,618  41,874 43,869 

経 常 
損 益 

128 △45 △93 △58 1,486 

当 期 
総損益 

148 436 △87 △62 1,511 

 

また、中期計画において財務に関する数値目標を定めてお

り、決算の都度、数値目標の達成状況について確認を行い、

全学的に共有している。 

第三期中期計画では 5 つの数値目標を定めており、その状

況は次のとおりである。(表-2) 

2018（平成 30）年度の大学自主財源額は目標である前年度

比プラスに達しなかったものの、2019（令和元）年度及び 2020

（令和 2）年度においては、寄附金や国庫補助金の増等により

対前年度比プラスを達成することができた。 

 

 

 
≪第三期中期計画における数値目標（表-2）≫ 

区  分 目  標 
（参考） 

2017（H29）年度 

流 動 比 率 100％以上 154.0％ 

当 期 総 損 益 プラス 436 百万円 

一般管理費比

率 

1.7％以下 

 

1.8％ 

大学自主財源

額 
対前年度比プラス 5,118 百万円 

医薬材料費比

率 

6年間平均 37.0％

以下 

37.3％ 
 

区  分 2018(H30)年度 2019（R1）年度 2020（R2）年度 

流動比率 138.2％ 144.7％ 158.0％ 

当期総損益 △87百万円 △62百万円 1,511 百万円 

一般管理費比 1.7％ 1.9％ 2.0％ 

大学自主財源 4,960 百万円 5,001 百万円 5,168 百万円 

医薬材料費比 37.5％ 37.6％ 38.0％ 
 
２） 教育研究環境の整備 

教育研究活動を安定して遂行するため、積極的な広報活動

による入学者の確保や、受託研究収入や共同研究収入などの

外部資金の獲得の推進等、経常的収入の安定的な確保に努

めている。過去 5 年を見ても附属病院収入や外部資金収入と

いった経常的収入が増加しており、自己収入を安定的に確保

できているといえる。（表-3） 
 
≪過去 5年間の自己収入、外部資金の状況（表-3）≫ 

（単位：百万円） 

区分 
2016 
(H28) 

 年度 

2017 
（H29） 
年度 

2018 
 （H30）   
年度 

2019 
（R1） 
年度 

2020 
（R2）
年度 

学 生 
納 付 金 

2,645 2,654 2,667 2,644 2,652 

附 属 病
院 収 入 

26,376 27,335 27,687 29,271 27,693 

外 部 
資 金 

1,962 2,459 2,300 2,318 2,622 

合 計 30,983 32,448 32,654 34,233 32,967 
 
予算編成にあたっては、予算規程に基づき、毎事業年度ご

との予算の編成に関する基本的な方針を定め、その方針に基

づき予算を調整・編成し、経営審議会及び役員会の議を経て

決定している。また、教育研究にふさわしい環境の整備として、

教育・研究事業については、担当理事のもと、教育については

「全学教育機構」、研究については「研究・産学官連携推進機

構」において、より専門性を重視した予算編成を行っている。 

予算の執行ルールについては、学内研修の実施や研修資料

の学内イントラネットへの掲載、研究費ハンドブックの作成等、

教職員がより一層理解できるように努め、不適正な予算執行を

防止している。 

自己評価結果 自己点検・評価の内容を踏まえ、当該評価事項に適合していると判断する。 

優れた点 
外部資金の獲得の推進や附属病院の診療体制の強化等による診療収入の確保に努め、教育・研究の環境

整備について戦略的・重点的な予算配分を行った。 

改善を要する点 なし 

  



 

31 

 

（２）関係法令等に対応する関連資料 
番

号 

関係法令等 関連資料 

大学設置基準 

① 
第四十条の三（教育研究環境の整備） 
 大学は、その教育研究上の目的を達成するため、必要な経費の確保等により、教育研究に
ふさわしい環境の整備に努めるものとする。 

財務諸表等 
中期目標・中期計画 
年度計画・業務実績評価 

 大学院設置基準 

② 
第二十二条の三（教育研究環境の整備） 
 大学院は、その教育研究上の目的を達成するため、必要な経費の確保等により、教育研究
にふさわしい環境の整備に努めるものとする。 

財務諸表等 
中期目標・中期計画 
年度計画・業務実績評価   

https://www.nagoya-cu.ac.jp/about/operations/finance/index.html
https://www.nagoya-cu.ac.jp/about/evaluation/medium-term/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/about/evaluation/annual/index.html
https://www.nagoya-cu.ac.jp/about/operations/finance/index.html
https://www.nagoya-cu.ac.jp/about/evaluation/medium-term/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/about/evaluation/annual/index.html
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 ヌ イからリまでに掲げるもののほか、教育研究活動等に関すること        

（１）自己点検・評価の実施状況 
１） ＩＣＴ環境の整備 

全学的な情報管理の体制として、2019（令和元）年度に全学

情報総括責任者（CIO）の設置を始めとした全学情報化推進

体制を組織し、本学の情報化推進における基本理念・方針及

び情報システム整備方針を定めた。 

 また、各キャンパスの図書館（総合情報センター分館）にパソ

コンルームを設置するとともに、教員・学生が利用できる無線

LAN「ncuwifi」を各キャンパスに整備するなど、ICT環境の整備

を行っている。 

なお、2020（令和 2）年度は、新型コロナウイルス感染症拡大

の影響により、オンラインによる講義やレポートの提出など、新

たな形態の授業への取り組みを開始したが、対面による授業と

新たな形態の授業が併存する中、学生はキャンパス内で無線

LAN「ncuwifi」を使用して新たな形態の授業に参加することが

できた。「ncuwifi」利用可能箇所の拡大は、三密の回避ととも

に、学生の学修環境の大幅な改善に寄与したと考えている。 

 

２) 学生支援（学習支援） 

大学での学習をスタートするにあたり、大学生として身につ

けるべき基本的なアカデミックスキル（学びの作法）、大人とし

て自覚に基づいた自己管理・身体管理方法、キャリアデザイン

に必要な視野を学ぶ初年次教育科目（全学部対象）を 2016

（平成 28）年度から設けている。 

学生の学修支援施設として、各キャンパスに図書館（総合情

報センター分館）を設置し、館内にパソコンルーム、グループ

学習室、アクティブラーニングルーム等を備え、学生の自主的

な学習を支援している。 

また、学生の自主的な学習活動を促すため、本学が指定す

る資格試験に合格した学生に対し、受験料の全額を補助する

制度を設けている。 

留学を希望する学生に対しては、大学間交流協定を締結し

ている大学との交換留学及び派遣留学、短期研修・実習、イン

ターンシップ等、学生の多様なニーズに応えることができるよ

う、様々なプログラムを用意している。2020（令和 2）年度以降

は新型コロナウイルス感染症拡大の影響により渡航が困難とな

ったが、海外協定校とのオンライン研修・交流プログラムを実施

しているところである。 

 

 なお、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により非対面型

の講義が増えたこと等への対応として、2020（令和 2）年度以降

は、各研究科・学部に「教育の質保証チーム」を設置して、遠

隔授業や課題研究による授業の水準の維持につとめている。 

 

３) 学生支援（特別な支援） 

支援を必要とする学生に対しては、保健管理センター等を

窓口とし、授業を中心とする大学生活に必要なサポート(合理

的配慮含む)に関する相談や調整、カウンセリング等を行って

いる。また、修学をサポートする「NCU キャンパスサポーター」

制度を設けており、本学の学生が講義のない時間等を利用

し、サポートを必要とする学生の支援活動を行っている。 

なお、障害の有無に関わらず、誰もが過ごしやすいキャンパ

スづくりを目指し、「障害を理由とする差別の解消の推進に関

する法律(障害者差別解消法)」の施行（2016 年４月）に伴い、

本学においても「公立大学法人名古屋市立大学における障害

を理由とする差別の解消の推進に関する教職員対応要領」を

制定し、障害のある学生への合理的配慮や支援が適切に実

施されているか検討等を行う委員会を設置している。 

 

４) 学生支援（経済的な支援） 

 経済的理由により、授業料の納付が著しく困難であり、かつ

学業優秀と認められる場合には、授業料の全額または一部が

免除される制度を設けている。 

 なお、学部生（留学生以外）は、給付奨学金と入学料・授業

料の減免が一体的になった「国の高等教育の修学支援制度」

を適用し、大学院生・留学生は本学独自の授業料減免制度を

適用している。 

その他、学生の修学を支援するため経済的理由により修学

に困難がある学生を応援する基金「名市大生みらい応援基

金」を立ち上げ、新入生を支援する「名市大生スタート支援奨

学金制度」により、学生の経済的支援に取り組んでいる。 

 

５) 設置計画履行状況等調査の結果を踏まえた是正・改善 

2018(平成 30)年度に総合生命理学部を設置したことから、

2021(令和 3)年度まで文部科学省の設置計画履行状況等調

査を受けていたが、4 年間を通じて指摘事項は付されなかっ

た。 

自己評価結果 当該評価事項に適合していると判断する。 

優れた点 学生に対して、本学独自の経済支援策を実施している。 

改善を要する点 なし 
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（２）関係法令等に対応する関連資料 
番

号 

関係法令等 関連資料 

関係事項 

① 

ＩＣＴ環境の整備 
 教育研究上で必要なＩＣＴ環境が整備されている。 

名古屋市立大学における情報化推進
の基本理念と方針 
名古屋市立大学情報システム整
備方針 
総合情報センター学術情報部門
（図書館） 
名古屋市立大学情報システム運
用基本規程 
名古屋市立大学情報化推進委員
会規程 

② 

学生支援 
 学生の学習支援に対する体制が整備され、適切に支援が行われている。 
 

2022 年度教養教育履修要項（大
学特色科目） 
総合情報センター学術情報部門
（図書館） 
資格取得支援制度 
(国際交流・留学)在学生の方へ 
令和２年度業務実績報告書 

③ 
学生支援 
 特別な支援を行うことが必要な学生への支援等が適切に行われている。 

障害学生支援 

④ 
学生支援 
 経済的な支援を行うことが必要な学生への支援等が適切に行われている。 

学費・奨学金等 

⑤ 
設置計画履行状況等調査の結果を踏まえた是正・改善 
 設置計画履行状況等調査の結果を踏まえた大学の教育活動等の是正または改善に関する文部
科学大臣の意見に対して講じた措置を踏まえ、是正または改善に努めている。 

（文部科学省ウェブサイト）設置計画
履行状況等調査の結果について 

 

https://www.nagoya-cu.ac.jp/affiliate/library/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/affiliate/library/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/R5risyuyoko.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/affiliate/library/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/affiliate/library/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/career/qualification/support/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/international/studyabroad/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/r2gyomujissekihoukokusho.pdf
https://www.nagoya-cu.ac.jp/education/healthcare/support/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/education/fees/
https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/ninka/1354958.htm
https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/ninka/1354958.htm
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Ⅱ「基準２ 教育研究の水準の向上」に関する点検評価資料 
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１）自己分析活動の状況 
 本学は、2006年 4月に公立大学法人化される際、理念を

「大学を設置し、及び管理することにより、知の創造と継

承」（公立大学法人名古屋市立大学定款第 1条）と定めた。

設置団体である名古屋市から指示された中期目標におい

て、第一期以降、現在の第三期（対象期間：2018～2023年

度）に至るまで、大学の基本的な理念は「全ての市民が誇

りに思う・愛着の持てる大学をめざす」とされている。ま

た、第三期中期目標では、教育については、「総合大学の特

性を活かした全学的学際的な教育体制により、教養教育の

体系化及び強化を進める。」、「教育に対する自己点検・評

価、学生による教育評価、外部評価等を有効に活用する」

等、研究については、「最先端の研究成果を世界に発信する

地域の研究拠点として、創造性に富む高度な研究を展開す

る。」、「研究費を戦略的に配分し、外部研究資金の獲得を図

るなどにより、研究環境の充実につなげ、もって高度なレ

ベルの研究活動を推進し、さらなる外部研究資金の獲得に

つなげるといった、好循環を形成し、研究基盤を強化する

ことで世界をリードする研究を推進する。」等とされてい

る。 

第三期中期目標の達成のため、本学が作成した第三期中

期計画において、教育については、「カリキュラムの体系

化、学修成果の可視化、成績評価の厳格化などにより、大

学教育の質を確保する。」等としており、2019 年 9 月に、

本学の教育の質を管理する全学教育機構において教学マ

ネジメント基本方針を策定し、教育内容の改革、教育方法

の改善等についての全学的な方針を示した。それらの推進

にあたっては高等教育院（2018年 4月設置）が中心的な役

割を果たすこととしており、ステークホルダーである本学

の学生を対象とした大学満足度調査を活かした教育改善

の取り組みを実施している。調査結果は全学教育機構の会

議に報告され、各学部・研究科において改善方法等を検討

し、その結果を共有するという一連の流れにより、教育改

革、全学的な満足度の向上へとつなげている。 

また、学修成果に関する分析として教学 IR の促進に取

り組んでおり、2020年度に文部科学省の「デジタルを活用

した大学・高専教育高度化プラン」の事業に採択され、2021 

年度においては、獲得した補助金を利用してデータベース

の構築と分析ツールの導入に向けて準備を行った。同年 10

月には、教学 IRをテーマに教育改革フォーラム（全学 FD）

を開催したり、教学 IR に関するパンフレットを作成した

りして学内の気運を醸成した。さらに、語学教育について

は、第三期中期計画において「グローバルな視点とコミュ

ニケーション能力を持ち、多文化共生社会の実現に貢献す

る人材を育成するため、語学カリキュラムの見直しを行

い、教養教育と専門教育の連携を図りながら、全学的かつ

効果的な語学教育を実施する。」とし、2018 年度から新た

な語学プログラムを実施している。同年度以降も、新たな

語学プログラムの検証や教養語学履修後の継続的な語学

学習環境の創出等により改善に努めている。 

 一方、研究については、第三期中期計画において「全学

的な研究推進機関である研究戦略企画会議のもと、研究推

進本部の活動をさらに活性化し、強みとなる研究分野への

一層の支援を行うなど戦略的に研究施策を推進すること

により、世界水準の研究の展開を図る。」、「研究情報の調

査・分析、7 研究科を有する総合大学としての特性を活か

した分野横断的な研究体制の構築や学外との連携などに

より、世界的に高度なレベルの研究活動を推進する。」等と

している。前者については、全学的な研究関係の会議体に

おいて、定期的に研究成果・外部研究資金の獲得状況を把

握、分析し、その結果を戦略的に各種施策に反映するとい

うサイクルを構築している。後者についても、同会議体に

おいて、分野横断的な研究体制構築に資する施策の検討す

るほか、URA（University Research Administrator）によ

る学内外の体制構築支援にも取り組んでおり、本学の有す

る研究内容（研究者）を正しく整理・分析することにより、

他大学との共同研究や外部資金獲得につながるような事

例が生まれている。 

 
 

２）自己分析活動の取組み（目次）※学習成果に関する分析の取組み等を 1つ以上記述します 
No. タイトル ページ数 

１ 全学的な語学教育改革 37 

２ 大学満足度調査に基づく教育改善の取り組み 38 

３ 学修成果に関する分析の取り組み【学習成果】 39 

４ 研究力分析による戦略的な研究施策の推進の取り組み 40 

５ 総合大学としての特性を活かした分野横断的な研究体制の構築 41 
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３）自己分析活動の取組み 

タイトル

（No.1） 
全学的な語学教育改革 

分析の背景 

2014（平成 26）年 10月、本学の基本理念や行動指針となる「名古屋市立大学憲章」を制定した。2015

（平成 27）年 6月には「語学教育の基本方針」を策定し、それらのもとで語学教育の質の向上に取り組

んでいる。第一の目標として、教養教育における新たな語学プログラムを検討し、2018（平成 30）年度

に導入した。以降も、新たな語学プログラムの検証や教養語学履修後の継続的な語学学習環境の創出等、

改善の取り組みを継続的に実施している。 

分析の内容 

 2017（平成 29）年度以前の語学プログラムでは、学部・学科ごとに履修するクラスを指定する（英語）、

3 つの言語から任意の言語を 1 つ選択する（未修外国語）等の方法で実施してきた。一定レベルの語学

能力を修得させることができていたが、大学憲章に記された「個性に即した」教育や、「自ら学ばんとす

る者に広く門戸を開き、多様性のある学習環境」を提供することの必要性を改めて認識し、教育担当理

事及び全ての学部の教員により構成する会議において、2015（平成 27）年度に「語学教育の基本方針」

を定め、2018（平成 30）年度に下記のような改革（新たな語学プログラムの導入）を実施した。 
 

［英語］必修科目・クラス指定から全科目選択制へ変更 

  学生の興味、ニーズ、レベルに合わせて、自らが伸ばしたいと思う能力を伸ばせるよう、多様な目

的別の英語科目を提供（10 科目から 17 科目へ増加）し、開講された科目から自由に選択できるよ

うに変更するとともに、一部科目においては習熟度別クラス編成も導入。 

［その他の言語］提供科目の追加と選択幅の拡大 

  ドイツ語、フランス語、中国語のほか、韓国語、スペイン語、日本手話など 10言語を提供するとと

もに、前期・後期で異なる言語選択を可能とし、語学学習を通じて多様なものの見方を育む教育環

境を提供。 

［共通］時間割を再編  

  学部・学科単位での時間割編成から全学部共通の時間割に再編し、総合大学であることの特性を活

かして専門分野の異なる学生同士が学部・学科の垣根を越えて互いに学び合う環境を提供。協働・

協調の精神を醸成し、チームの中で自らの役割を認識し、活躍できる人材を育成。 
 

 2018（平成 30）年 4月には、教養教育や語学教育の企画や実施について統括する役割を担う高等教育

院が設置され、語学教育改革についてもこれまでの全学教育機構の理念を引き継いで取り組みを続けて

いる。具体的には、語学プログラム改革をテーマとした教育改革フォーラム（全学 FD）を開催し、「語

学ハンドブック」を参加者に配布した。「語学ハンドブック」には大学憲章や 2015（平成 27）年度に定

めた「語学教育の基本方針」にもある語学プログラムの理念が示されており、フォーラム内においても

改めて参加者に周知することで理解を深めた。さらに、教養語学履修後の継続的な語学学習環境の創出

を視野に入れて、2019（平成 31）年に全学年・全学部を対象として、全学開放科目を新設し、ウェブで

公開して周知した。一方、全学開放科目については、キャンパスが分散しており、距離的な問題から履

修しづらいとの声もあって履修希望者が決して多くなかったこともあり、2021（令和 3）年には、オン

ラインで個別指導が受けられる Individual Online Consultations(IOC)の運用も開始した。教養教育だ

けでなく、在学中の 4 年間（6 年間）を通した学びを実現するため、語学プログラムの改善に努めてい

る。 

自己評価 

 個々の学生の学びに着目した教育改善の取り組みを継続的に実施することができており、今後、

Individual Online Consultations(IOC)のさらなる利用者の増加に向けて、ポスター掲示やウェブサイ

トの充実等により、学生への周知を強化していく。また、教学 IRの観点から、授業についてのアンケー

ト（2021（令和 3）年度より、学生自らが成長を実感できるような設問に変更して本格実施を開始）の

結果等を参考に効果的なプログラム提供ができるよう検討を予定している。 

関連資料 

名古屋市立大学憲章 

語学教育の基本方針（H27.6.8 第 2回語学センター設立準備会全体会議） 

語学プログラム 

語学ハンドブック 

名古屋市立大学高等教育院規程 

新語学カリキュラムの成果・課題（R1.9.19 第 11回教育改革フォーラム）   

https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/daigakukensho_security.pdf
http://www.hum.nagoya-cu.ac.jp/~language-center/index.html
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/05_ho_2_kotokyoikuinkitei.pdf
https://ade.nagoya-cu.ac.jp/kaikaku/fd_sd/
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タイトル

（No.2） 
大学満足度調査に基づく教育改善の取り組み 

分析の背景 

 大学生活で経験した教育（教育環境を含む）についての学生からの評価を把握し、教育改革等に役立

てることを目的として、全学生を対象にした「大学満足度調査」を毎年 1回実施している。本調査は、

他大学の実施状況を調査したうえで 2007（平成 19）年度より実施しているが、調査結果は全学教育機構

の会議を通じて教職員で共有する他、学生にも公表している。各学部が中心となり、調査結果を分析し、

学生の満足度を高めるための検討・改革を進めている。 

分析の内容 

 令和 2年度大学満足度調査結果は、2021（令和 3）年 1月中旬から 3月 31日まで実施した（卒業生に

ついては同年 2月 26日まで）。以前は、確実に回答を得られるよう、原則として新 2年生以上は年度当

初の学部別ガイダンス、最終学年の学生は卒業式当日に実施することとしていたが、2020（令和 2）年

度からは、コロナ禍に加えて、学生の利便性を考慮してウェブ実施へ変更した。 

 学生からの回答は、当該年度の調査結果に加え、過去 3～5 年間の推移や基準値を上回った（下回っ

た）項目をはじめ、学部間の比較資料と共に全学教育機構の会議で報告される。 

 全学教育機構の会議で報告を受けた各学部は、マイナス評価（満足度が低いことと同義。独自の算出

方法による評価点について、総合評価としてプラスとマイナスで明示している）となった項目に対する

改善方法の検討を組織的に行うほか、満足度が高かった項目についても考察し、その結果が改めて全学

教育機構へ集約される。なお、2020（令和 2）年度の結果分析については、コロナ禍の状況を考慮して、

「コロナ禍において各学部で教育の質向上のために工夫したことや、今年度から新たに取り組んでいる

こと、次年度に向けて改善を検討していること」という項目を加え、新たな教育への取り組みについて

各学部間で共有ができるように取り組んだ。 

  

＜調査結果の分析及び改善方法の検討と実際の取組み事例＞ 

 

「授業への教員の取り組みについて」 

○相談しやすいかという質問に対し、満足度が低かった学部の事例 

 

・令和元年度調査結果「分析及び改善方法の検討」においての回答（2020（令和 2）年 10月） 

 ⇒【改善方法】チューター制、オフィスアワー等の活用がされているかを再確認し、相談機会の 

  積極的な提供に努める 

 

・令和 2年度調査結果「分析及び改善方法の検討と新しい取組み等について」においての回答（2021

（令和 3）年 10月） 

  ⇒【2021（令和 3）年度から取り組んでいること】チューター制度を利用して、新型コロナウイ

ルス感染症に関する連絡や学生の状況把握をより多く実施した。学生には、体調面だけでなく、

勉強に対する不安やモチベーションの低下などが生じていないかどうか、感染者や濃厚接触者

となってしまった学生に対しては、不安等がないかどうか継続的に確認した。 

 

当該学部においては、教員に相談しやすいかという質問への満足度の低下について、2020（令和 2）

年 10月時点で把握をし、改善方法について検討した。その結果、2021（令和 3）年度には、コロナ禍と

いう状況の中で、チューター制を活用し、体調面及び学習面等に関する学生への連絡を積極的かつ継続

的にするという取り組みにつながった。 

自己評価 

 2007（平成 19）年度より開始した大学満足度調査を活かした教育改善の取り組みを継続して実施して

おり、満足度という学生の主観的な印象を向上させるための取り組みは、学部の傾向やカリキュラムの

特殊性もあり、試行錯誤に頼るところもあるものの、評価の高い学部あるいは評価が向上している学部

が実施している方法を共有することで、各学部の評価の向上にとどまらず、大学全体として学生の満足

度向上に努めている。課題としては、回答方法をウェブへ変更したことによる回答率の低下が上げられ

る。回答率が下がることで、学生の実態が把握しづらくなり、調査への意義が薄れることが懸念される

ため、回答率向上に向けての取り組みについて検討を続けたい。 

関連資料 

大学満足度調査結果 

大学満足度調査結果に対する分析とその後の対応について 

  

https://www.nagoya-cu.ac.jp/education/guide/support/satisfaction/
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タイトル

（No.3） 
学修成果に関する分析の取り組み【学習成果】 

分析の背景 

 2018（平成 30）年 4月に設置された高等教育院は、教養教育や語学教育の企画や実施を統括するとと

もに、教育改革を全学的に推進する役割を担っている。高等教育院では、学生調査の項目を見直すなど、

常に学修成果を可視化する取り組みを行ってきたが、具体的な目標を全学的に共有するため、共通の取

組方針や実施体制を定めた教学マネジメント基本方針を 2019（令和元）年 9月に定めた。また、2020（令

和 2）年 8月、全学教育機構で今後の教学 IR活動の方針を承認し、以降はこの方針に沿って全学的に取

り組みを進めている。 

分析の内容 

 学修成果に関する分析の取り組みに関して、2019（令和元）年 9月に策定した名古屋市立大学教学マ

ネジメント基本方針に基づき、2019（令和元）年度から 2021（令和 3）年度にかけて次のような取り組

みを行った。 

 

○教学 IRに関する方針決定及び学生調査等の更新 

教学マネジメント指針に例示された学修成果・教育成果を把握するために収集可能とされる情報と、

学内で実施している各種学生調査(質問項目)の対応状況を調査したところ、必ずしも教学マネジメント

指針に沿った内容で調査が実施されているとは言えないのが現状であった。高等教育院は、2020（令和

2）年 8月にこの現状を全学教育機構へ報告するとともに、各種学生調査の更新を行うとともに、今後、

その結果を活用して教学 IRに取り組む方針を示した。 

各種学生調査の更新については、授業改善のために各授業の中間時点で実施するアンケート（中間ア

ンケート）を授業評価アンケートの位置付けとし、一方で、各授業の最終日前後で実施していたアンケ

ートについては、学生が「自律的な学修者」となることを支援するため、授業科目レベルの学修成果に

関して自己評価をするためのものと位置付けを変更した。目的に合わせた設問項目を設定し、名称も「自

己評価・成長実感アンケート」に改めたうえで、整理後の設問項目において 2020（令和 2）年度後期に

試行実施、2021（令和 3）年度前期から本格実施した。 

 

○教学 IRの促進 

2020（令和 2）年度に文部科学省の「デジタルを活用した大学・高専教育高度化プラン」の事業に採

択され、2021（令和 3）年度に獲得した補助金を利用してデータベースの構築と分析ツールの導入に向

けて準備を行った。学生個人の学修成果の可視化という観点から、2022（令和 4）年度より「自己評価・

成長実感アンケート」結果と学生の成績や履修状況を紐づけた分析を行い、学生にフィードバックする

予定である。本事業では、これまでに引き続き学修者本位の教育の実現を目指し、詳細なデータ収集と

分析を行っていく予定である。また、2020（令和 2）年 11 月、2021（令和３）年 10 月には、テーマに

教学 IRを扱った教育改革フォーラム（全学 FD）をそれぞれ開催し、他大学における教学 IRの取り組み

や課題を把握し、教学 IRの理解を深めた。 

自己評価 

 学生は学修成果についての自己評価という視点を持って調査に参加し、その結果についてはフィード

バックされている。また、全学組織である全学教育機構において調査結果を報告し、各学部に結果を通

知する等しており、継続的に調査を実施し、こうした取り組みを行っていくことにより学生、教職員を

含めて全学的に意識を高めていくための仕組みを構築している。しかしながら、特に学修成果の可視化

において重要な役割を果たす教学 IR については、学内への周知を着実に進める一方、データ収集及び

分析の専門的視点が必要であり、さらなる教育の質保証に向けた取り組みが重要であると認識してい

る。今後は、国の施策を踏まえ、長期的な目標と実態とのバランスを意識したうえで、引き続き各学部

等との連携を取りながら教育改善を進めていく。 

関連資料 

名古屋市立大学教学マネジメント基本方針 
学生調査(広義)の活用の方向性と今後の教学 IR活動（R2.8.5全学教育機構） 

高等教育院ウェブサイト（教学 IR） 

教学 IRパンフレット 

第 13回（R2.11.12）、第 15回（R3.10.11）教育改革フォーラム開催報告 

各種アンケート様式等 

 

  

https://ade.nagoya-cu.ac.jp/kaikaku/management/
https://ade.nagoya-cu.ac.jp/kaikaku/management/
https://ade.nagoya-cu.ac.jp/kaikaku/ir/
https://ade.nagoya-cu.ac.jp/media/IR.pdf
https://ade.nagoya-cu.ac.jp/kaikaku/fd_sd/
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タイトル

（No.4） 
研究力分析による戦略的な研究施策の推進の取り組み 

分析の背景 

中期目標では、第二期（2012（平成 24）年度～2017（平成 29）年度）、第三期（2018（平成 30）年度

～2023（令和 5）年度）を通じて外部研究資金の獲得が掲げられており、第三期においてはその中期計

画において研究情報の調査・分析に取り組むことが明記されている。具体的には、研究担当理事を中心

とした研究関係の会議体である研究・産学官連携推進機構会議（以下、機構会議）において、定期的に

外部研究資金の獲得状況を把握、分析し、その結果を戦略的に各種施策に落とし込む、というサイクル

を構築している。 

分析の内容 

 2015（平成 27）年度に研究科・学部の枠を越えた全学的な研究推進機関である研究推進本部（現在の

研究・産学官連携推進機構、以下、推進機構）を設置するとともに、学内外の研究の橋渡し役となる

University Research Administrator（以下、URA）を配置することで、研究推進体制を強化し、国の競

争的資金をはじめとした戦略的な外部研究資金の獲得に向けた支援を行うなど、研究力の強化に取り組

んでいる。 

 科研費を一例にあげると、例年、関連資料にあげた資料を適宜作成し、科研費に関する国及び本学の

動向や数値の推移を会議体にて共有し、前年度の科研費申請・採択支援策の効果検証についても実施し

ている。これらの情報について、機構会議で議論することはもちろん、URAを含む推進機構にて分析し、

戦略的に研究関連施策を立案、推進することで外部研究資金の獲得につなげている。 

 具体的な取り組み事例として、未申請率や基盤研究（B）採択件数に対する取り組みについて記述す

る。 

未申請率は、科研費未申請の教員の比率である。学内の外部研究費獲得に対する機運が醸成されてい

るか、公募に関する情報が全学に浸透しているか等を測ることができる重要な指標の一つであり、第二

期中期計画期間においては、数値目標となっていた。第三期では数値目標ではなくなったものの、引き

続き、研究に関する指標の一つとして定期的に確認を行っている。第二期以前の 2011（平成 23）年度に

17.8％であった未申請率を改善（目標 9％）するため、学長による全学的な科研費セミナーを開催した

り、事務的な周知だけでなく、該当する研究者に直接、最終年度前年度応募に関する情報を伝えたりす

るなど、学内の機運醸成やきめ細やかな公募情報の周知に取り組んだ結果、近年は東部・西部医療セン

ターの大学病院化に伴う研究者数の増加による影響はあるものの概ね満足できる水準を維持できてい

る。 

また、基盤研究（B）については、URA により本学の基盤研究（B）採択件数が他大学と比較して少な

い、との分析がなされた。この分析結果を受け、機構会議で議論を重ね、2018（平成 30）年度より学内

競争的研究資金である特別研究奨励費の改革や基盤研究（B）採択の可能性が高いと思われる研究者の絞

り込みと URAによる集中的なレビュー等を実施した結果、以下の表に示すとおり 2019（令和元）年度か

らは増加傾向となっている。（数値の出典は、2022（令和 4）年度のみ本学集計値、その他は文部科学

省が発表している各年度の「科学研究費助成事業の配分について」） 

年度 2017（H29) 2018（H30) 2019（R1) 2020（R2) 2021（R3) 2022（R4) 

基盤研究（B） 

採択件数 

（新規+継続） 

27 29 36 45 46 51 

このような取り組みを地道に積み重ねることにより 2020（令和２）年度の科研費採択件数及び金額は、

初めて 500件、10億円（526件、1,026,220千円 出典は、「令和２年度科学研究費助成事業の配分につ

いて」文部科学省）を超えることができた。 

このように研究力分析による戦略的な研究施策推進の取り組みの結果、近年の外部研究資金獲得額の

実績は以下のとおりとなっており、第二期以前の 2011（平成 23）年度が 20億円程度であったことと比

較すると堅調に推移していると言える。 

年度 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3) 

外部研究資金獲得額（千円） 2,770,524 2,898,539 2,903,240 
 

自己評価 研究力分析による戦略的な研究施策推進の取り組みが功を奏していると評価している。 

関連資料 

令和 4年度第 1回研究・産学官連携推進機構会議資料（資料 2-2.科研費の交付内定状況（令和 3年度）） 

令和 3年度第 12回研究・産学官連携推進機構会議資料（資料 5. 令和 3年度 URA活動実績報告） 

令和 3年度 研究・産学官連携推進機構会議及び教育研究審議会 開催実績 
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タイトル

（No.5） 
総合大学としての特性を活かした分野横断的な研究体制の構築 

分析の背景 

第三期（2018（平成 30）年度～2023（令和 5）年度）中期目標の研究の推進に関する目標に対応する、

中期計画として、7 研究科を有する総合大学としての特性を活かした分野横断的な研究体制の構築や学

外との連携などにより、世界的に高度なレベルの研究活動を推進することが明記されている。また、SDGs

に顕著なように近年の社会課題の解決には、分野横断的な学際的取組が求められていることもあり、そ

のような研究体制構築に取り組む必要がある。具体的には、研究担当理事を中心とする研究科・学部の

枠を越えた全学的な研究関係の会議（研究・産学官連携推進機構会議）において、分野横断的な研究体

制構築に資する施策の検討を行う他、産学官共創イノベーションセンターにおいて University 

Research Administrator（以下、URA）による学内外の体制構築支援にも取り組んでいる。 

分析の内容 

 学内の競争的研究費である特別研究奨励費の一区分として、外部研究資金獲得及び、将来、本学を特

徴づける研究へ発展することができる、分野横断的な研究体制による先端的研究課題を設けている。本

区分は特別研究奨励費の中でも最も金額規模の大きな区分（2 年度で最大 1,000 万円）であり、その区

分の応募要件として研究科をまたいだ研究グループの構築を掲げることで、分野横断的な研究体制構築

のインセンティブとしている。また、2020（令和 2）年度からはデータサイエンス、SDGs等に関連する

研究課題を優先採択とする要件を提示しており、研究者にとって、よりグループ構築しやすいものとな

るよう研究・産学官連携推進機構会議での議論を経て制度を改善した。 

 また、2015（平成 27）年度に配置した、産学官共創イノベーションセンターに所属する 2名の URAは、

研究者に寄り添い、研究活動の企画・マネジメント、研究成果活用促進を行うことにより、研究活動の

活性化や研究開発マネジメントの強化等を支える業務に従事する専門人材であるが、学内外の研究の橋

渡し役としても機能しており、分野横断的な研究体制の構築に大きく貢献している。URAは、年間約 100

件前後の研究者との面談・研究相談を実施しており、研究者に関する情報を幅広く収集することで、研

究者に必要な研究・公募情報を的確に提供する他、学内外の研究組織、研究者間のハブ機能の役割（共

同研究者の提案、橋渡し支援）を担っている。加えて、外部の URA・産学連携機関とも連携を深めてお

り、学外の研究グループ・ネットワーク構築のさらなる支援も可能な体制となってきている。 

これらの活動の結果、包括連携協定を締結している大学との間で医薬工連携のような分野横断的な共

同研究に発展した事例や外部資金獲得につながるような事例も生まれてきている。近年は、分野横断的

な研究体制の構築・取り組みが前提、又は推奨とされている国の公募事業も多く、以下は、そのような

公募に対し、URA が中心となって分野横断的な研究体制・グループ構築等に取り組み、採択に至ったも

のである。 

年度 事業名 関連する主な研究科 

2017（H29） 先端研究基盤共用事業（文科省） 医学、薬学を中心に全研究科 

2018（H30） 大学を活用した文化芸術推進事業（文化庁） 芸術工学、医学 

2019（R1） 持続的な産学共同人材育成システム構築事業（文科省） 
経済学、人間文化 

（他大学、企業を含む連携） 

2020（R2） 共創の場形成支援プログラム（科学技術振興機構） 
芸術工学、医学 

（他大学、企業を含む連携） 

2021（R3） 
先端研究基盤共用促進事業 
コアファシリティ構築支援プログラム（文科省） 

共用機器センターを中心に全学 
（外部機関、他大学との連携） 

 

自己評価 

 上記に示したとおり、単なる分野横断にとどまらない社会課題の解決等につながるような効果的な研究グルー

プ・体制も生まれており、成果が出ていると認識している。また、これまでは研究者の規模等からどうしても医学

の研究者が中心となるグループ・体制が多かったが、2020（令和 2）年度の特別研究奨励費において、都市政

策、データサイエンス、SDGs に関連する研究課題を優先採択とする要件を提示したことで、経済学研究科や人

間文化研究科の研究者を中心に分野横断的な研究グループ・体制が構築される動きも出てきており、持続的な

動きとなるよう引き続き全学的な動向を注視しつつ、効果的な施策につなげていく。 

関連資料 

令和４年度特別研究奨励費 公募要項 

令和 3年度第 12回研究・産学官連携推進機構会議資料（資料 5. 令和 3年度 URA活動実績報告） 

産学官共創イノベーションセンター ニュースレター N+PLUS Vol.7   

https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/Newsletter_7.pdf
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Ⅲ「基準３ 特色ある教育研究の進展」に関する点検評価資料 
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１）特色ある教育研究の状況 
本学は、2006 年の公立大学法人化以降、「全ての市民が

誇りに思う・愛着の持てる大学をめざす」ことを基本的な
理念とし（第一期～第三期中期目標）、「市民によって支え
られる市民のための大学として、知の創造と継承をめざし
て真理を探究し、それに基づく教育によって社会の発展に
貢献する人材を育成する。あわせて、広く市民、行政など
と連携、協働して知の拠点として魅力ある地域社会づくり
に貢献するとともに、教育・研究の成果を社会に還元する
ことによって、私たちのまち名古屋の大学と実感される、
全ての市民が誇りに思う愛着の持てる大学として活動す
る」ことを使命としている（第三期中期目標）。この使命を
果たすことにより、本学の目的である「学術の中心として
広く知識を授けるとともに、深く専門の学術を教授研究
し、知的、道徳的及び応用的能力を展開させ、もって社会
文化の向上と人類福祉の増進に寄与する」（名古屋市立大
学学則第 1条）ことを実現できるものと考えている。 
第三期中期目標の達成のため作成した第三期中期計画

（対象期間：2018～2023年度）において、本学は、能動的・
主体的な学修への転換の推進や学生への経済的支援の拡
充、障害学生への支援の充実、社会ニーズの高い研究への
取組成果を行政課題の解決につなげていく脳神経科学研
究所及び都市政策研究センターの設置、外部研究資金の獲
得に向けた研究費の戦略的な配分等を掲げている。毎年度
の年度計画の策定及び実施にあたっては、医・薬・経済・
人文社会・芸術工学・看護及び総合生命理学の全 7学部、
7 研究科を有する総合大学としての特性を活かして教育・
研究の充実を図るほか、全学の教育の改善に取り組み、地
域社会に貢献することができる人材を育成している。ま
た、全学的な研究推進機関を有機的に活用し、独創的な研
究や将来発展が期待できる優れた研究に対して研究費の
重点的配分を行うなど、時代や社会の要請に対応した研究
活動を推進している。 
上記に述べたように、本学は全 7 学部、7 研究科を有す

る総合大学であり、医・薬・看護の医療系 3学部を有する
中部地区で唯一の公立大学である。その特徴を活かすべ
く、また、チーム医療の重要性が認識される中で、医療系
3 学部による多職種連携教育の検討を 2007 年から始め、
2009年度に学部学生対象の「医療系学部連携チームによる
地域参加型学習」（文部科学省大学教育・学生支援推進事
業）を開始した。これは 1年次から臨床現場で患者に触れ
ることを目的とし、地域医療での課題解決をテーマとする
学修であり、2013年には他大学とも連携した「地域と育む
未来医療人『なごやかモデル』」に発展させた。現在も多職
種連携教育を継続し、「いつまでもその人らしく暮らせる
社会づくり（Ageing in place: AIP）」の実現と質の向上 

を担う人材を養成している。 
また、第三期中期目標において、「少子化・高齢化が進行

する社会の現状を踏まえて、…名古屋市を取り巻く諸問題
の分析・解決に寄与する」とされたことを踏まえ、文系学
部が中心となり、地域のまちづくり・子育て支援・医療・
福祉・観光など、名古屋市をはじめとするこの地域が抱え
る多種多様な課題の解決を進めることを目的として、2018
年に都市政策研究センターを開設した。総合大学である強
みを活かしながら、課題解決に向けた調査・研究・分析を
行っている。 
一方、全学的に研究及び社会貢献を推進するため、2019

年に産学官共創イノベーションセンターを設置した。これ
は、2006年の公立大学法人化を機に開設した産学官・地域
連携推進センターと、競争的外部資金獲得を目指して 2015
年に設置した URA (University Research Administrator) 
オフィスの機能を合わせて改組したものである。 
 研究成果の知財化・実用化を推進する社会連携部門を統
合することで、より強力な産学官金連携を進め、同センタ
ーを中心に研究の初期段階から産学官連携・技術移転・実
用化に至るまで一貫したサポートを実施している。 
また、地域との関係では、本学の設置団体である名古屋

市が認知症や発達障害などに対する抜本的な解決に向け
た施策を行う必要があることから、その必要性に応えるた
め、市からの支援も受け、2019 年 10 月に「医学研究科脳
神経科学研究所」を設置した。加齢脳疾患、発達障害・う
つ病などの精神疾患等の発症機構解明と予防・治療法開発
を目指した先進的な基礎研究を推進しており、学内だけで
なく国内外の研究者とも連携を進めていく。 
上記の取り組みに加え、学内・学外と連携し、本学の有

する教育・研究成果等の資源を活用し、2015年に国連サミ
ットで採択された SDGs（Sustainable Development Goals；
持続可能な開発目標）の達成に向けた活動を推進するた
め、2021 年 5 月に SDGs センターを設立した。本学では、
同センター設立以前から SDGs に関する活発な活動を行っ
ており、とりわけ人文社会学部においては、SDGs達成には
ESD（Education for Sustainable Development；持続可能
で公平な社会をつくるための教育）が必要であると考え、
2013 年度から、1 年生全員が ESD とは何かを学ぶ「ESD 入
門」、人文社会学部の全ての教員が関わる「ESD基礎科目」
（全 6科目）を開講している。 
同センターを本学における SDGs 推進のプラットフォーム
として、SDGs未来都市に選定された名古屋市とも協働しな
がら、行政や企業等との連携により、本学の特長を活かし
た取り組みを推進し、社会課題の解決に貢献していく。 

 

２）特色ある教育研究の取組み（目次） 
No. タイトル ページ数 

１ 医学・薬学・看護学部の連携による教育研究の取り組み 45 

２ 都市政策研究センターにおける活動 46 

３ 産学官共創イノベーションセンターにおける取り組み 47 

４ 脳神経科学研究所を中心とした名古屋市医療施策に対する研究の取り組み 48 

５ SDGs推進の取り組み 49 
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３）特色ある教育研究の取組み 

タイトル

（No.1） 
医学・薬学・看護学部の連携による教育研究の取り組み 

取組の概要 

本学は医・薬・看護学の医療系 3学部を有することを特徴の一つとしており、2007（平成 19）年度に

医療系 3学部による多職種連携教育（Interprofessional Education:IPE）の検討を開始し、2009年度

に学士課程１年次の教養科目として開講した。医・薬・看護学の学生による混成グループで学習するこ

とにより、大学生としての学習方法を修得し、将来の医療専門職としての自覚を育み、それぞれが目指

す職種の役割をお互いに理解し、チーム医療の基盤を形成することを目指した。 

2009（平成 21）年度に文部科学省大学教育・学生支援推進事業に採択され、「医療系学部・研究科連

携教育委員会（AMEC）」を立ち上げ、同委員会が中心となって学士課程 1年生を対象とする教育「医療系

学部連携チームによる地域参加型学習」を企画し、事業を実施した。さらに 2013（平成 25）年度から 5

年間は、本学と名古屋学院大学・名古屋工業大学の連携による文部科学省未来医療研究人材養成拠点形

成事業「地域と育む未来医療人『なごやかモデル』」を実施し、学士課程における「コミュニティ・ヘル

スケア卒前教育プログラム」、博士課程における「コミュニティ・ヘルスケア指導者養成コース」など 6

つのプログラムを展開した。これは、社会の高齢化の進展に伴い、地域コミュニティにおける健康寿命

延伸への取り組みや在宅医療の推進など各医療専門職の連携による「チーム医療」の重要性が高まって

おり、こうした変化に対応できるプロフェッショナリズムを持った人材を育成することが喫緊の課題と

考えたためである。同事業終了後の現在も IPEを継続し、学生が地域の方々との協働を通して、住み慣

れた街でいつまでもその人らしく暮らせる社会づくり（Aging in place：AIP）の実現と質の向上を担う

人材を養成している。 

取組の成果 

学士課程における「コミュニティ・ヘルスケア卒前教育プログラム」は医師・薬剤師・看護師を目指

す学士課程の学生が、博士課程における「コミュニティ・ヘルスケア指導者養成コース」は職務経験を

有する博士課程（前期課程・後期課程）の学生が、それぞれともに学ぶことにより、学生はお互いの職

種の役割を把握するとともに、各職種の視点の違いを学ぶことができている。 
 
学士課程における「コミュニティ・ヘルスケア卒前教育プログラム」は、5科目 10単位で構成してお

り、受験生の本学への志望動機の一つとなっている。本プログラムのうち、1 年生を対象とする「イン

タープロフェッショナル・ヘルスケア論」を教養教育科目に位置づけており、2021（令和 3）年度は 3学

部合わせて 239名が単位を取得した。 

「インタープロフェッショナル・ヘルスケア論」では、学生は 10名前後の学部混成チームで学修し、

地域のコミュニティや保健センター、病院といった担当地域や施設のニーズ、課題に取り組んでいる。

形成評価として「チーム力評価」と「プロフェッショナリズムとコミュニケーション能力のピア評価」

を 1年間に 4回行うことにより、学修の進行に伴い、チーム力が高まっていく様子を確認できている。

2020～2021（令和 2～3）年度は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により現地活動が制限されたが、

遠隔による健康講座など学生の創意工夫による活動が展開された。 

また、博士課程における「コミュニティ・ヘルスケア指導者養成コース」は、上記事業（『なごやかモ

デル』）終了後の 2018（平成 30）年に科目を再編成し、9 科目とした。このうち 3 科目は名古屋工業大

学大学院工学研究科との単位互換科目である。医師・薬剤師・看護師・保健師・理学療法士・管理栄養

士などの職務経験を有する博士課程（前期課程・後期課程）の学生が履修し、2021（令和 3）年度の単

位取得者数は延べ 50名であった。 
 
上記の各事業を履修した卒業生・修了生は、それぞれの職種で AIPの実現に貢献している。 

また、本取り組みがきっかけとなり、2014（平成 26）年度から経済学部・人文社会学部・芸術工学部

の学生を対象とする「地域連携参加型学習」を新たに開講するなど、地域参加型学習が学内に広がった。 

自己評価 

・3 学部の学生が協力して地域や施設等における課題解決に取り組むことにより、地域医療に対するチ

ームとしての連帯感、責任感の育成につながっている。 

・学生が地域や施設等の方々と接し、ニーズや課題を発見して取り組むことにより、地域社会・地域医

療における課題解決能力の育成につながっている。 

・2009（平成 21）年度の事業開始時から学士課程 1 年生の教育を、2013（平成 25 年）度以降に学士課

程 2年生以上と博士課程の教育を実施しており、IPEが定着している。 

・学生が地域や施設等の方々の協力を得ながら課題解決に取り組むことにより、AIP の実現に向けた一

助となっている。授業の一環として、地域や施設等における健康寿命延伸のための食事や運動、認知

症予防、感染防止、防災などの講座の開催、ポスター・通信等の作成を行っており、地域の健康づく

りに貢献している。地域や施設の方々を対象としたアンケートでは、学生の活動に対して高い評価を

いただいている。 

関連資料 

インタープロフェッショナル･ヘルスケア論オリエンテーション冊子（令和 3年度） 

インタープロフェッショナル･ヘルスケア論報告書（令和 3年度） 

「医療系学部連携チームによる地域参加型学習」 ウェブサイト  

「地域と育む未来医療人『なごやかモデル』」 ウェブサイト 

http://www.med.nagoya-cu.ac.jp/amec/index.html
https://nagoyaka-model.jp/nagoyaka/
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タイトル

（No.2） 
都市政策研究センターにおける活動 

取組の概要 

 都市政策研究センターは、全学的な共同研究体制のもと、名古屋大都市圏が抱える地域課題に対して、

解決に寄与する調査・分析・研究を進めるため、2018年 5月に開設された。 

 開設から「都市政策」をキーワードに、シンポジウムやセミナーの開催、名古屋市及び近隣市町村か

らの受託研究を行うとともに、学生の社会貢献活動・地域貢献活動をサポートする活動などを実施して

いる。 

取組の成果 

１ シンポジウム・セミナーについて 

シンポジウムについては、毎年テーマ(2018：大都市問題、2019：AI・IoT、2020：SDGs、2021：DX)を

決め、幅広く市民を対象に開催、毎回 500名程度が参加している。2021（令和 3）年度については、「DX

時代における都市の可能性」をテーマに外部講師による基調講演と産官学によるパネルディスカッショ

ンを実施した。セミナーについては、「都市政策」に関連の深い、自治体職員を対象に開催しており、毎

回 50 名程度が参加している。2021（令和 3）年度は、「社会経済の変化と都市政策」をテーマに学内の

教員を講師として２回開催した。なお、いずれも 2020・2021年は新型コロナウイルス感染症の影響があ

り、YouTube・Zoomを用いたオンライン形式で開催しているが多くの参加者を集めている。 

参加者アンケートでは、約 6割が「役に立った」と回答しており、「講演テーマについて、今までイメ

ージでしか理解していなかったが、理論的に説明いただき整理することができた。」といった声も寄せら

れた。こうしたアンケート結果は都市政策研究センター員で構成されるコーディネーター会議で共有さ

れ、次年度に開催するシンポジウムやセミナーの改善に役立てている。 

 

２ 調査・研究について 

これまでも大学として社会貢献・地域貢献に取り組んできたところではあるが、調査・研究という側

面から主にシンクタンクの機能となる「受託事業」と、センター独自の「自主研究」の 2本柱で取り組

みを行っている。このうち、「受託事業」については、名古屋市をはじめとする中部圏の自治体から、都

市政策に関連するテーマの受託実績が多数あり実施している。「自主研究」については、センターの研究

員が中心となり、外部有識者も交えながら都市政策に関連するテーマについて、調査・分析に取り組ん

でいる。 

2021（令和 3）年度については、近隣の自治体や大学から人材育成支援や経済波及効果の算出といっ

た事業を受託し、成果を還元することにより地域社会へ貢献している。 

 

３ 学生のサポート活動「名市大未来まちづくり活動支援事業『温知学要』」 

 都市政策研究センター所属の教員が定期的に活動報告の場でアドバイスを行い、学生の社会貢献活

動・地域貢献活動をサポートする目的で、2019（令和元）年度より事業をスタートしている。 

 2021（令和 3）年度は、水質汚染対策やＬＧＢＴ啓発に関する商品を企業と作製した学生グループの

支援を行った。支援したグループのうち 3グループが国際化・情報化時代に、よりよい社会の実現にむ

けてアントレプレナーシップ（起業家的行動能力）を発揮できる若者の育成を目的とした「Youth 

Enterprise 2021 トレードフェア」で入賞し、対外的にも活動が評価された。 

自己評価 

 シンポジウムのテーマについては、参加者アンケートを分析し、多数の意見のあったテーマを考慮し

選定、実施している。また、2020（令和 2）年度、2021（令和 3）年度はコロナ禍のため、オンライン開

催とし、名古屋市及び近隣市町村の他、国内の約 100都市の SDGs未来都市、全国の国公立大学等にも案

内することで、全国からの視聴申込があった。また、セミナーや調査・研究についても、名古屋市以外

の自治体に活動の幅を広げている。学生のサポート活動については、2019（令和元）年度から新たに実

施した。2020（令和 2）年度、2021（令和 3）年度はコロナ禍という特殊な要因があったが、オンライン

でも、工夫次第で、学生の地域貢献・社会貢献活動の活性化を促し、それに寄与する可能性を見い出し

た成果は大きいと考える。 

関連資料 都市政策研究センター ウェブサイト 

  

https://cupre.ncu.nagoya/
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タイトル

（No.3） 
産学官共創イノベーションセンターにおける取り組み 

取組の概要 

2006（平成 18）年の公立大学法人化を機に産学官・地域連携推進センターを開設し、学内での発明の発

掘、知財管理、企業への技術導出を担うコーディネート部門の強化を図ってきた。また、2015（平成 27）

年には URA (University Research Administrator) オフィスを設置し、更なる研究開発強化に取り組ん

できた。産学官共創イノベーションセンターは、その両組織の機能を統合し、研究と産学官金連携を総

合的に支援する組織として 2019（平成 31）年に改組したものである。現在は、本センターを中心に研究

の初期段階から産学官連携・技術移転・実用化に至るまで一貫したサポートを実施している。 

取組の成果 

本センターでは、特に企業との連携において、大学の萌芽的な研究シーズを共同研究や実用化へ連続

的に発展させることができるように「組織」対「組織」の包括的な連携に取り組んでいる。センター設

置前年の 2018（平成 30）年に持田製薬株式会社と包括連携協定を締結したことを皮切りに、2019（令和

元）年には小野薬品工業株式会社と、2020（令和 2）年には日本メナード化粧品株式会社とそれぞれ包括

連携協定を締結した。協定の下で、取

り組むべき研究領域等について組織

的に議論し、個別の共同研究に繋が

るように取り組んでいる。本学の共

同研究は 2020（令和 2）年度はコロナ

禍によると思われる影響を受けたも

のの、これまでのところ堅調に推移

しており、今後も連携企業をさらに

開拓し、自治体や金融機関との連携

を図ることにより本学の強みである

医療・生命・健康科学領域などを中心

としたオープンイノベーション拠点の形成を目指す。 

また、本学の知的財産の管理、活用を担うのも本センターの役割の一つである。ここ数年、本学の研

究成果の実用化、技術移転が実を結びつつあり、文部科学省が公表している「大学等における産学連携

等実施状況について」において、本学の特許権実施等収入は 2018（平成 30）年度に 22,437千円となり、

初めて 30 位以内にランクインしている。翌年度の 2019（令和元）年度には、38,913 千円を記録し、公

立大学で 1位（全体 16位）となり、2021（令和 3）年度も同程度（38,831 千円）の実績をあげている。 

さらに、近年の新たな取り組みとしてアントレプレナーの育成・支援が挙げられる。愛知県、名古屋

市及び浜松地域は、内閣府が世界と伍するスタートアップ・エコシステム拠点形成を目指して選定した

４つの「スタートアップ・エコシステム グローバル拠点都市」の一つであり、本学も行政、経済界、

大学群で形成するコンソーシアムの一員として、起業家教育や技術シーズを有する研究者のスタートア

ップ支援を実施していく必要がある。この流れを受けて、2020（令和 2）年度に本センターの下にアント

レプレナー育成・支援ワーキンググループ（以下、WG）を立ち上げ、これまで一部の学部・研究科での

取り組みにとどまっていたアントレプレナーシップ教育等を全学的に展開していくため活動を開始し

た。WGでの検討を踏まえて、全学の学生向けに学内外のアントレプレナー育成・支援関連情報の発信を

行うとともに、2021（令和 3）年度より全学部対象の教養教育科目「起業家になる」を新規に開設できた

ことが現時点での成果として挙げられる。 

自己評価 

 研究・産学官連携の分野では、産学官共創イノベーションセンターを中心に着実に成果を積み重ねて

おり、効果的な活動ができていると評価している。特に、特許権実施等収入については、法人評価委員

会による「令和元年度業務実績に関する評価結果」において、「特筆すべき取り組み」として「公立大

学としての強みを生かした様々な取り組みを行い、客観的な評価をいただいていることは評価できる。」

との意見を得ることができた。 

関連資料 

名古屋市立大学産学官共創イノベーションセンターパンフレット 

平成 30年度 大学等における産学連携等実施状況について 

大学等における産学連携等実施状況について（令和元年度実績）（令和 3年 11月 18日更新） 

スタートアップ企業支援・アントレプレナーシップ教育 
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https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/innovation2020.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20200109_mxt_sanchi01_000003783_02_01.pdf#page=25
https://www.mext.go.jp/content/20211115-mxt_sanchi02.-0000000012259_1-01.pdf#page=26
https://www.nagoya-cu.ac.jp/science/cooperation/venture/
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タイトル

（No.4） 
脳神経科学研究所を中心とした名古屋市医療施策に対する研究の取り組み 

取組の概要 

本学は、社会ニーズの高い研究課題に取り組み、その成果を社会へ還元することを目指している。一

方、設置団体である名古屋市は市民の関心が高い超高齢社会への対応や子育てしやすいまちづくりへの

対策として認知症や発達障害などに対する抜本的な解決に向けた施策を行う必要がある。これらの必要

性に応えるため、2019（令和元）年 10月に「医学研究科脳神経科学研究所」を設置した。この研究所で

は社会ニーズの高い認知症や発達障害などに関する先進的な研究を推進し、発症メカニズムの解明及び

それに基づく予防法・治療法開発、早期発見のためのマーカー開発などにより成果を市民に還元し、医

療・研究の両面で市の要請に応えていく。 

 2020（令和 2）年 4月には、「名古屋市認知症の人と家族が安心して暮らせるまちづくり条例」が施行

され、今後も名古屋市はこれら行政課題解決に重点的に取り組む必要があると考えられている。市立大

学は、さらにこれら行政課題の解決にむけて先進的な研究に取り組み、研究成果を市民に還元できるよ

う行政・市民からの要請に応えていく。 

取組の成果 

2019（令和元）年 10月に医学研究科に脳神経科学研究所を開設し、その後、認知症科学や認知機能病

態学、神経発達症遺伝学といった新たな基礎医学分野を設置するとともに全国から優秀な研究者を採用

し配置した。また、名古屋市からの補助を受け、先進的な脳神経科学研究に必要となる研究機器や行動

解析機器類の導入、解析室やバイオバンクを新たに整備するなど、ソフトとハードの両面の強化を行っ

た。これにより、本学では認知症や発達障害をはじめとする脳疾患に対する先進的な脳科学研究を行う

ためのプラットフォームを構築し、これらを活用した脳神経科学に関する先進的な基礎研究を行うと共

に他機関や企業との共同研究の促進も図っている。 

これに加え、学内での連携の仕組みを構築し、医薬看の医療系 3学部を有する総合大学としての強み

を最大限生かした学際的な研究を推進すると共に、研究者向けの脳科学研究に関するセミナーを開催し

て研究者間のコラボレーションを促すなど、新たな共同研究につなげるための取り組みを行っている。 

更に、国立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED）認知症等対策官民イノベーション実証基盤整

備事業「認知症予防を目指した他因子介入によるランダム化比較研究（J-MINT）」による介入型の多施設

共同研究に参加施設として参画しており、認知症のリスクをもつ高齢者 500名を対象として複合的認知

症予防プログラム（生活習慣病管理、運動、栄養、認知トレーニングの複合介入）の認知機能向上や認

知機能低下の抑制に対する有効性検証を行っている。 

また、2020（令和 2）年 10月に、発達障害をテーマとした「市民公開講座」を開催するとともに 2021

（令和 3）年 11月～2022（令和 4）年 1月にかけて認知症や発達障害をはじめとする様々な脳疾患に関

する研究成果を学ぶ全 8回の講義「最新医学講座 オープンカレッジ」を開催するなど、市民に対して、

関心の高い疾患に関する学びの機会を提供するなど、研究成果の直接的な還元を行っている。 

なお、2021（令和 3）年 4 月には、名古屋市立東部医療センター、西部医療センターが医学部附属病

院となり、更に 2023（令和 5）年 4月には、名古屋市立緑市民病院、名古屋市厚生院附属病院が新たに

医学部附属病院となる予定である。附属病院群の拡大に伴い、先進的な脳神経科学研究を行うための臨

床データや臨床サンプル、研究シーズ等が増加する見込みであり、これらの研究フィールドを最大限活

用したトランスレーショナルリサーチの加速も期待される。 

自己評価 

2019（令和元）年 10月の脳神経科学研究所の開設以降、学内外との連携を通した脳疾患の発症メカニ

ズム解明と予防治療法開発に関する先進的な基礎医学研究が推進され、市民への研究成果の還元に向け

た研究が現実に進行しているなど、着実に成果を積み重ねており、研究所として拠点機能を果たしつつ

あると評価できる。社会的に大きな関心を寄せられている認知症や発達障害等、超高齢社会の医療ニー

ズとそれらの行政課題の解決への寄与は、地域に根差した総合大学の特色ある研究拠点として評価でき

る。 

関連資料 

名古屋市立大学医学研究科脳神経科学研究所 ウェブサイト 

公立大学法人名古屋市立大学 平成 30 年度業務実績に関する評価結果（P.14）（名古屋市公立大学法人

評価委員会） 

  

https://ibs.med.nagoya-cu.ac.jp/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/media/30hyoukakekka.pdf#page=16
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タイトル

（No.5） 
SDGs推進の取り組み 

取組の概要 

本学では以前より各研究科・研究センターなどにおいて SDGs に関連し、人文社会学部を中心とした

ESD(Education for Sustainable Development：持続可能な開発のための教育)の実践、生物多様性研究

センターにおける生物多様性の理解と生態系の保全を目指した研究、都市政策研究センターにおける都

市が抱える様々な問題の解決を目指した研究など、さまざまな取り組みを行ってきた。しかし、取り組

みについて全学的に把握し、学内・学外の窓口となって活動する拠点が無く、これらの成果を十分に活

用できていない状況があった。そのため、学内・学外と連携し、本学の有する教育・研究成果等の資源

を活用し、2015年（平成 27年）に国連サミットで採択された SDGsの達成に向けた活動を全学的に推進

するため、2021 年（令和 3 年）4 月に SDGs 担当の学長補佐を新たに任命し、2021 年（令和 3 年）5 月

『名古屋市立大学 SDGsセンター(以下、「SDGsセンター」という。)』を設立し、大学全体として SDGs推

進に取り組んでいる。 

取組の成果 

１ SDGsセンターについて 

 SDGs担当の学長補佐をセンター長に、各研究科にセンター員を配するとともに、関係する事務組織も

参画し、全学組織として SDGsセンターを運営している。また、学外連携を進める観点より、必要に応じ

て学外関係者がセンター会議に参加できる仕組みを整えている。SDGsセンターでは、学内における活動

の取りまとめを担うとともに、学生・教職員の SDGsに対する意識の醸成、学外との連携窓口として、名

古屋市や各種業界との連絡調整、学内の取り組み成果の積極的な発信、働きかけを行っている。学内の

各部署における SDGs関連の取り組みについて積極的に情報発信を行い、行政、産業界、金融界、マスコ

ミ等の各機関との連携を深めている。 

 

２ 具体的な取り組みについて 

（１）「SDGs IDEA FORUM」の開催（名古屋市との共催） 

SDGs 達成に向けた名古屋市の地域課題を大学生のアイデアで解決に導くこと目指した「SDGs IDEA 

FORUM」を名古屋市と共催で 2020（令和 2）年度から開催している。名古屋市にキャンパスがある大学の

学生を対象にアイデアを募集、優秀なアイデアには活動支援金を授与し、取り組みを支援している。2020

年度は総数 82件の応募があり、書類選考の結果、優秀 8チームが「SDGs IDEA コンテスト」に出場、プ

レゼンテーションの結果、最優秀等各賞が授与されている。学生ならではの柔軟かつ革新的な発想から

提案されたアイデアについては、名古屋市ウェブサイトや新聞報道等を通じて市民に広く周知されてお

り、SDGsに対する意識啓発につながっている。 

（２）人文社会学部における ESDの実施 

本学の人文社会学部では 2013（平成 25）年度から学部の理念として ESD(Education for Sustainable 

Development:持続可能な開発のための教育)を行ってきたが、さらに 2017（平成 29）年度からは SDGs 達

成のために ESDを「自然や他者との関わりを通して地球社会及び人間存在を問うとともに、私たち一人

ひとりの『持続可能な生き方/あり方』を捉え直す教育」とし、学部教育のコアに位置付けている。1年

生全員が ESD とは何かを学ぶ「ESD 入門」を履修し、その後、人文社会学部の全ての教員が関わる「ESD 

基礎科目」プログラムを設けている。学科の枠を超えてチームを組み、オムニバスで持続可能な開発に

関わる諸問題を扱う。2020（令和 2）年度・2021（令和 3）年度には、ESD基礎科目の振り返りと基礎科

目と専門科目とのつながりを意識化することを目的としたワークショップ形式のＦＤを実施して、各プ

ログラムの点検と改善を行っている。2年次・3年次も関連科目が設定されており、継続して持続可能な

社会づくりを学ぶ仕組みを整え、持続可能な社会形成に求められる知識、スキルを有した人材を各種業

界に幅広く輩出している。なお、全学共通の教養科目に「ESD と地域と環境」といった科目を開設する

など、ESDについて他学部学生が学ぶ機会も設けている。 

自己評価 

SDGs センターの設置により、本学の SDGs への取り組みをまとめて発信できるようになり、テレビ・

新聞等各方面で紹介されるなど、本学の SDGsへの取り組みの見える化につながっている。 

今後は、名古屋市立大学 SDGs センターを中心に活動を推進し、研究成果の積極的な情報発信により

学外(SDGs サポーターを含む)との連携実績を増やす中で共同・受託研究等の新たな外部資金の獲得や 

中学・高校向け、市民向けのイベント実施などを通じて、意識の醸成を図るなど取り組みを進めていく。 

なお、大学における SDGs の取り組み等を評価する「THE インパクトランキング 2022」の SDG3（すべ

ての人に健康と福祉を）において、本学は全国 1 位（世界 21 位）を獲得するなど、高い評価を得てい

る。 

関連資料 

名古屋市立大学 SDGsセンター ウェブサイト 

THE インパクトランキング 2022本学結果 ウェブサイト 

人文社会学部ホームページ内 SDGs ウェブサイト 

生物多様性研究センター ウェブサイト 

都市政策研究センター ウェブサイト 
 

https://www.nagoya-cu.ac.jp/sdgscenter/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/sdgs-practice/20220428/
https://www.nagoya-cu.ac.jp/human/sdgs/
http://www.nsc.nagoya-cu.ac.jp/biodiv/
https://cupre.ncu.nagoya/


認証評価共通基礎データ

① 「認証評価共通基礎データ」は、原則として受審年度の５月１日現在のデータとします。
　
本様式は、****年度申請用に作成していますので、****年５月１日が作成基準日となります。

② 本様式は様式１（組織・設備等）、様式２（学生）に分かれています。

それぞれについて確認あるいは作成してください。

③ 一部のデータは表中に値があれば、エクセル上で自動計算されます。

④ 各表において、該当がない場合は「－｣（ハイフン）としてください。

⑤ 説明を付す必要があると思われるものについては、備考欄に記述してください。

⑥ 各表に該当しない欄や該当しない表がある場合でも、削除せず、全体に斜線を引くか、

各セルに「－」（ハイフン）を記入するなどしてうめてください。

◆認証評価共通基礎データ様式についての注意事項



2021年4月1日 名古屋市北区平手町1丁目1－1

学生募集停止中の学部・研究科等 薬学研究科医療機能薬学専攻（博士後期）（平成24年度学生募集停止，在学生数0人）

別
科
等

別科・専攻科・附置研究所等の名称 開設年月日 所　　在　　地 備 考

高等教育院 2018年4月1日 名古屋市瑞穂区瑞穂町字山の畑1　滝子(山の畑)キャンパス

1950年4月1日 名古屋市瑞穂区瑞穂町字川澄1　桜山(川澄)キャンパス

2021年4月1日 名古屋市千種区若水一丁目2－23

理学研究科 2000年4月1日 名古屋市瑞穂区瑞穂町字山の畑1　滝子(山の畑)キャンパス ・2020年4月1日システム自然科
学研究科から名称変更　理学情報専攻（博士前期・後期）

名古屋市立大学医学部附属病院

名古屋市立大学医学部附属東部医療センター

専
門
職
学
位
課
程

研究科・専攻等の名称 開設年月日 所　　在　　地 備 考

　芸術工学専攻（博士前期・後期）

看護学研究科 2003年4月1日 名古屋市瑞穂区瑞穂町字川澄1　桜山(川澄)キャンパス

　看護学専攻（博士前期・後期）

人間文化研究科 2002年4月1日 名古屋市瑞穂区瑞穂町字山の畑1　滝子(山の畑)キャンパス

　人間文化専攻（博士前期・後期）

芸術工学研究科 2002年4月1日 名古屋市千種区北千種2-1-10　北千種キャンパス

経済学研究科 1968年4月1日 名古屋市瑞穂区瑞穂町字山の畑1　滝子(山の畑)キャンパス ・2005年4月1日経済学研究科の
専攻を再編　経済学専攻（博士前期・後期） 2005年4月1日

　経営学専攻（博士前期・後期） 2005年4月1日

薬学研究科 1961年4月1日 名古屋市瑞穂区田辺通3-1　田辺通キャンパス ・創薬生命科学専攻は、博士前
期(2年）・後期（3年）課程の5年制
・医療機能薬学専攻は博士課程
4年制
・共同ナノメディソン科学専攻は
博士後期課程3年制

　創薬生命科学専攻（博士前期) 2010年4月1日

　創薬生命科学専攻（博士後期) 2012年4月1日

　医療機能薬学専攻（博士) 2012年4月1日
　共同ナノメディソン科学専攻（博士後期) 2013年4月1日

大
学
院
課
程

研究科・専攻等の名称 開設年月日 所　　在　　地 備 考

医学研究科 1961年4月1日 名古屋市瑞穂区瑞穂町字川澄1　桜山(川澄)キャンパス

　医学科専攻（修士) 2008年4月1日

　生体機能・構造医学専攻（博士)

　生体情報・機能制御医学専攻（博士)

　生体防御・総合医学専攻（博士)

　予防・社会医学専攻（博士)

　看護学科

総合生命理学部 2018年4月1日 名古屋市瑞穂区瑞穂町字山の畑1　滝子(山の畑)キャンパス

　総合生命理学科

　産業イノベーションデザイン学科 2012年4月1日

　建築都市デザイン学科 2012年4月1日

看護学部 1999年4月1日 名古屋市瑞穂区瑞穂町字川澄1　桜山(川澄)キャンパス

　国際文化学科 1996年4月1日

芸術工学部 1996年4月1日 名古屋市千種区北千種2-1-10　北千種キャンパス ・2012年4月1日芸術工学部再編

　情報環境デザイン学科 2012年4月1日

　会計ファイナンス学科 2007年4月1日

人文社会学部 1996年4月1日 名古屋市瑞穂区瑞穂町字山の畑1　滝子(山の畑)キャンパス ・心理教育学科は、人間科学科
（1996年4月1日設置）からの名称
変更

　心理教育学科 2013年4月1日

　現代社会学科 1996年4月1日

名古屋市瑞穂区瑞穂町字山の畑1　滝子(山の畑)キャンパス ・2007年4月1日経済学部再編

　公共政策学科 2007年4月1日

　マネジメントシステム学科 2007年4月1日

教
育
研
究
組
織

学
士
課
程

学部・学科等の名称 開設年月日 所　　在　　地 備 考

医学部 1950年4月1日 名古屋市瑞穂区瑞穂町字川澄1　桜山(川澄)キャンパス

　医学科

薬学部 1950年4月1日 名古屋市瑞穂区田辺通3-1　田辺通キャンパス ・2006年4月1日薬学部再編

　薬学科 2006年4月1日

　生命薬科学科　 2006年4月1日

経済学部 1964年4月1日

認証評価共通基礎データ様式【大学用】様式１（2022年5月1日現在）

事 項 記 入 欄 備 考

大 学 の 名 称 公立大学法人　名古屋市立大学

学 校 本 部 の 所 在 地 愛知県名古屋市瑞穂区瑞穂町字川澄１

名古屋市立大学医学部附属西部医療センター



人 人 人 人 人 人 人 人 人 1.28 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 10.20 人

薬学部　薬学科 28 0

薬学部　生命薬科学科 8 0 ※青色セルは内数

人 人 人 人 人 人 人 人 人 27.94 人

経済学部　公共政策学科

　　　　　　　ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ学科

　　　　　　　会計ﾌｧｲﾅﾝｽ学科

人 人 人 人 人 人 人 人 人 22.68 人

人文社会学部　心理教育学科

　　　　　　　　　　現代社会学科

　　　　　　　　　　国際文化学科

人 人 人 人 人 人 人 人 人 13.77 人

芸術工学部　情報環境デザイン学科 0

　　　　　　　　産業ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾃﾞｻﾞｲﾝ学科 0

　　　　　　　　建築都市デザイン学科 0

人 人 人 人 人 人 人 人 人 8.73 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 7.71 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 5.77 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 150 人

14

4

3

4

4

10

12 8 4

2

4 4 1 0

6 4 2 0

教
員
組
織

8 11 7

4 5 3

備 考

113

基準数 助手うち教授数

専任教員一人
あたりの在籍

学生数助教 計

96

28

1

薬学部：実務家専任教
員5名40

14

43

60

0

56

14

20

21

― ―

30

91

3

経済学研究科 経済学専攻（博士前期課程） 20 10 0 20 5 4 4

6 16 5 4 410 9

備 考
うち

教授数
うち

教授数

研究指導教員及び研究指導補助教員
非常勤
教員

研究科・専攻等の名称

54 67 0

研究指導
教員

研究指導
補助教員 計

研究指導
教員

基準数

学
士
課
程

学部・学科等の名称
専　　任　　教　　員　　等 非常勤

教員教授 准教授 講師

3 451

188 459 140

人文社会学部 19 16 3

計 181 157

大
学
院
課
程

助手研究指導
補助教員
基準数

基準数計

411計 292 507 918 109 79 92

医学研究科 予防・社会医学専攻（博士課程） 7 7 13 20

20 6 4 9

9 9 16 25

0

医学研究科 生体情報・機能制御医学専攻（博士課程） 13 13

薬学研究科 創薬生命科学専攻（博士前期課程） 9 6 11 0

4 4 9 0

医学研究科 生体防御・総合医学専攻（博士課程） 21 21 70

201 3

0

経済学部 18 15 2 0 35 24 12 3

薬学部 18 13 14 9 54 36 18 0

医学部 88 76 107

14

6 4 1 0 11 8 4 1

4 5 0 0 9 8 4 1

8 6 1 0 15 8 4

0

7 5 0 0 12 6 3 0

0 38 20

6 0

0

6 7 1 0 14 6 3

11 0

2 1

9

8

5

7

8

芸術工学部 14 12 4 1 31 20

4 3 1 0

（大学全体の収容定員に応じた教員数）

その他の組織等（高等教育院） 1 0 0 0 1 0

6 5

― ― ― ― ― 39 20

看護学部 10 15 4 8 37 12

総合生命理学部 13 10 0 1 24 12 6 0

134 207

医学研究科 生体機能・構造医学専攻（博士課程） 17 17 74 91

医学研究科 医科学専攻（修士課程） 58 58 211 269

人
薬学研究科 創薬生命科学専攻（博士後期課程） 9 6 11 20 5 4 4 9 0

薬学研究科 共同ナノメディシン科学専攻（博士後期課程） 3 3 6 9 2 2 2 4 0

薬学研究科 医療機能薬学専攻（博士課程） 5

9

人

40

12 人
経済学研究科 経済学専攻（博士後期課程） 11 10 7 18 5 4 4 9

経済学研究科 経営学専攻（博士前期課程） 16 9 0 16 5 4 4 9

経済学研究科 経営学専攻（博士後期課程）

9

3

0
12 人

人間文化研究科 人間文化専攻（博士後期課程） 29 20 10 39 3 2 2 5 0

人間文化研究科 人間文化専攻（博士前期課程） 38 20 0 38 4 3 1 5

0
4 人

芸術工学研究科 芸術工学専攻（博士後期課程） 30 14 0 30 4 3 3 7 0

芸術工学研究科 芸術工学専攻（博士前期課程） 30 14 0 30 4 3 3 7

0
43 人

看護学研究科 看護学専攻（博士後期課程） 10 10 14 24 6 4 6 12 0

看護学研究科 看護学専攻（博士前期課程） 24 10 3 27 6 4 6 12

0
6 人

理学研究科 理学情報専攻（博士後期課程） 23 13 1 24 4 3 3 7 0

理学研究科 理学情報専攻（博士前期課程） 24 13 0 24 4 3 3 7

―

127 ―――

30 人 20 人 30 人 60 人

679 303

0

33 人

0

06 4 6 12



㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

室

総合生命理学部・理学研究科

室 室 室 室 室

〔 - 〕 冊 〔 - 〕 種 〔 38,962 〕 種

〔 182,405 〕 〔 2,222 〕 〔 - 〕

〔 41,830 〕 〔 1,532 〕 〔 - 〕

〔 36,193 〕 〔 649 〕 〔 - 〕

〔 23,255 〕 〔 214 〕 〔 - 〕

〔 283,683 〕 〔 4,617 〕 〔 38,962 〕

㎡

面積

0

校地面積計 74,634 253,628

講義室 演習室 実験実習室

区　　　分

医学部・医学研究科 459

薬学部・薬学研究科 54

経済学部・経済学研究科 43

25

　
施
設
・
設
備
等

校
地
等

区　　　分 基準面積 専用

基準面積 専用 共用

校
　
　
舎
　
　
等

図書〔うち外国書〕

北千種キャンパス教室等施設 13 33

7 8

滝子キャンパス教室等施設 49 89

人文社会学部・人間文化研究科 53

総合情報センター
田辺通分館

114

共用する他の学校等の専用

教
員
研
究
室

学部・研究科等の名称 室　　　数

川澄キャンパス教室等施設

田辺通キャンパス教室等施設

11 66 4

情報処理学習施設

芸術工学部・芸術工学研究科 31

看護学部・看護学研究科 37

その他の組織等（高等教育院） 1

12

0校舎面積計 78,450 125,268 0

教
室
等
施
設

区　　　分

125,268

語学学習施設

・『校舎面積計』の『計』欄は
[注]14に、 同『基準面積』欄は
[注]16（大学設置基準校舎面積）
に基づき入力しているため、『計』
欄の数値（125,268m2）には附属
病院等の面積を含まず、『基準面
積』欄の数値（78,450m2）には附
属病院を含む。

計

計

-

備 考共用する他の学校等の専用

電子ジャーナル〔うち国外〕

3 - -

70 2 -

1 -

※総合情報センターは情報処理端末設置のみで、
　　図書館機能を有しない。

40,403

16

図
書
館
・
図
書
資
料
等

図書館等の名称

図書館等の名称 学術雑誌〔うち外国書〕

閲覧座席数

総合情報センター
川澄分館

1,572 115

総合情報センター 1,027 ㎡ - 席

総合情報センター
山の畑分館

3,684 219

面積

0 233,160

運 動 場 用 地 ― 20,468 0 0 20,468

共用

校舎敷地面積 ― 233,160

0 0 253,628

その他 ― 6,296 0 0 6,296

951

総合情報センター
山の畑分館

573,409 6,643 -

総合情報センター
北千種分館

1,034 68

総合情報センター
川澄分館

131,684 3,479 -

滝子キャンパス 2,561

総合情報センター
田辺通分館

68,523 1,315 -

総合情報センター
北千種分館

91,027 973 -

計 864,643 12,410 40,403

体育館

総合情報センター - -



［注］
１　学部・学科、大学院研究科・専攻、別科・専攻科、研究所等ごとに記載してください（通信教育課程を含む）。
２　教養教育科目、外国語科目、保健体育科目、教職科目等を担当する独立の組織や、附置研究所、附属病院等がある場合には、
　　「別科・専攻科等」の欄に記載してください。
３　所在地について、２以上の校地において行う場合で当該校地にキャンパス名称があれば、当該所在地の後に「○○キャンパス」
　　と記載してください。
４

５　専任教員数の記入に際しては、休職、サバティカル制度等により一時的に大学を離れている場合も専任教員に算入してください。
　　ただし、大学設置基準第１１条における「授業を担当しない教員」は含めないでください。
６　「非常勤教員」の欄には、客員教員や特任教員等で専任の教員は含みません。
７　他の学部・学科等に所属する専任の教員であって、当該学部・学科等の授業科目を担当する教員（兼担）は、「非常勤教員」の欄
　　には含めないでください。また、「専任教員等」の各欄にも含めないでください。

　　（平成16年文部科学省告示第175号）第１項及び同第２項に定める教員を指します。

　　１室で執務する場合は、教員数を室数に換算してください。
17　「教員研究室」の欄は、専任教員数に算入していない教員の研究室は記入する必要はありません。なお、複数の助教等が共同して
　　面積を除く。）または大学通信教育設置基準第１０条の校舎等の施設の面積としてください。
16　「基準面積」の欄は、大学設置基準第３７条における「大学における校地」の面積（附属病院以外の附属施設用地及び寄宿舎の
　　が専用で使用する敷地面積を記入してください。
　　他の学校等と共用する面積を記入してください。「共用する他の学校等の専用」の欄には、当該大学の敷地を共用する他の学校等
15　校地面積、校舎面積の「専用」の欄には、当該大学が専用で使用する面積を記入してください。「共用」の欄には、当該大学が
　　としてください。
14　「校舎面積計」の欄は、学校基本調査の学校施設調査票（様式第２０号）における学校建物の用途別面積の「校舎」の面積の合計
　　など大学設置基準上「校地」に算入できない面積は「校地等」の「その他」の欄に記入してください。
13　寄宿舎その他大学の附属病院以外の附属施設（大学設置基準第３９条第１項を参照）用地、附置研究所用地、駐車場、大学生協用地
12　「校舎敷地面積」、「運動場用地」の欄は、大学設置基準上算入できるものを含めてください。
11　「専任教員１人あたりの在籍学生数」の欄には、様式２の在籍学生数／本表の専任教員数計により、算出してください。

　　・大学設置基準第１３条別表第一及び別表第二(備考に規定する事項を含む。)

10　「学士課程」のうち、薬学関係（臨床に係る実践的な能力を培うことを主たる目的とするもの）の学部・学科等については、
　　「専任教員等」欄に記入した専任教員のうちの実務家教員の数を「備考欄」に記入してください。実務家教員中にみなし専任教員

　　なお、ここにいう「実務家教員」及び「みなし専任教員」については、それぞれ「大学設置基準別表第一イ備考第九号の規定に
　　がいる場合は、さらにその内数を実務家教員の数に（　）で添えて記入してください。

　　に基づき薬学関係（臨床に係る実践的な能力を培うことを主たる目的とするもの）の学部に係る専任教員について定める件」

　　　（平成15年文部科学省告示第53号）第２条に定める実務の経験及び高度の実務の能力を有する専任教員（実務家専任教員）、
　　及び１年につき６単位以上の授業科目を担当し教育課程の編成その他専門職学位課程を置く組織の運営に責任を担う専任教員
　　以外の者（みなし専任教員）の教員数を記入してください。

９　「うち実務家専任教員数」「うちみなし専任教員数」の欄については、「専門職大学院に関し必要な事項について定める件」

 ・大学通信教育設置基準第９条別表第一(備考に規定する事項を含む。)

８　専任教員、研究指導教員及び研究指導補助教員の基準数については、それぞれ以下に定める教員数を記載してください。

　 第175号）別表第一、別表第二及び別表第三(備考に規定する事項を含む。)
 ・「専門職大学院に関し必要な事項について定める件」（平成15年文部科学省告示第53号）第１条及び第２条

 ・大学院設置基準第９条の規定に基づく「大学院に専攻ごとに置くものとする教員の数について定める件」（平成11年文部省告示

 教員組織の欄には、教育研究組織の欄で記載した組織単位で専任教員等及び非常勤教員の数を記入してください。また、上記２に
 記載した、学部教育を担当する独立の組織がある場合には､組織名は、「学部・学科等の名称」の欄に「その他の組織等（◯○）」
 と記載し、専任教員等及び非常勤教員の数を記載してください。なお、その場合は、「基準数（及び「教授数」）」及び「専任教
 員一人あたりの在籍学生数」の欄は 「―」としてください。



学
部
名

学
科
名

項目
2018年度

（平成30年度）
2019年度

（令和元年度）
2020年度

（令和2年度）
2021年度

（令和3年度）
2022年度

（令和4年度）
入学定員に対
する平均比率

志願者数 673 270 287 284 252
合格者数 97 97 97 97 99
入学者数 97 97 97 97 97
入学定員 97 97 97 97 97

入学定員充足率 100% 100% 100% 100% 100%
在籍学生数 598 595 599 592 589
収容定員 578 580 582 582 582

収容定員充足率 103% 103% 103% 102% 101%
志願者数 900 801 788 757 856
合格者数 98 109 88 98 111
入学者数 61 66 63 66 68
入学定員 60 60 60 65 65

入学定員充足率 102% 110% 105% 102% 105%
在籍学生数 398 379 368 362 367
収容定員 360 360 360 365 370

収容定員充足率 111% 105% 102% 99% 99%
志願者数 422 414 464 422 443
合格者数 72 72 65 77 76
入学者数 43 47 42 52 52
入学定員 40 40 40 50 50

入学定員充足率 108% 118% 105% 104% 104%
在籍学生数 178 170 170 173 184
収容定員 160 160 160 170 180

収容定員充足率 111% 106% 106% 102% 102%
志願者数 1,278 1,386 1,124 1,128 1,283
合格者数 260 258 259 254 262
入学者数 238 245 238 230 247
入学定員 230 230 230 230 235

入学定員充足率 103% 107% 103% 100% 105%
在籍学生数 976 984 977 969 978
収容定員 920 920 920 920 925

収容定員充足率 106% 107% 106% 105% 106%
志願者数 210 243 217 236 282
合格者数 65 66 64 63 63
入学者数 63 63 62 62 61
入学定員 59 59 59 59 59

入学定員充足率 107% 107% 105% 105% 103%
在籍学生数 259 257 259 259 256
収容定員 240 240 240 240 240

収容定員充足率 108% 107% 108% 108% 107%
志願者数 244 270 199 261 230
合格者数 74 75 75 73 74
入学者数 70 69 75 69 71
入学定員 67 67 67 67 67

入学定員充足率 104% 103% 112% 103% 106%
在籍学生数 302 302 306 302 301
収容定員 280 280 280 280 280

収容定員充足率 108% 108% 109% 108% 108%
志願者数 267 233 170 239 261
合格者数 73 72 73 73 75
入学者数 69 69 72 70 68
入学定員 68 68 68 68 68

入学定員充足率 101% 101% 106% 103% 100%
在籍学生数 319 317 314 298 305
収容定員 280 280 280 280 280

収容定員充足率 114% 113% 112% 106% 109%
志願者数 150 141 132 159 122
合格者数 32 31 32 33 34
入学者数 31 30 32 30 30
入学定員 30 30 30 30 30

入学定員充足率 103% 100% 107% 100% 100%
在籍学生数 129 127 129 127 124
収容定員 120 120 120 120 120

収容定員充足率 108% 106% 108% 106% 103%
志願者数 124 160 91 139 127
合格者数 32 32 32 31 31
入学者数 32 32 31 30 31
入学定員 30 30 30 30 30

入学定員充足率 107% 107% 103% 100% 103%
在籍学生数 131 131 130 128 130
収容定員 120 120 120 120 120

収容定員充足率 109% 109% 108% 107% 108%
志願者数 221 263 228 298 279
合格者数 46 45 44 43 41
入学者数 41 42 40 42 40
入学定員 40 40 40 40 40

入学定員充足率 103% 105% 100% 105% 100%
在籍学生数 172 170 168 174 173
収容定員 160 160 160 160 160

収容定員充足率 108% 106% 105% 109% 108%
志願者数 258 235 200 206 214
合格者数 85 82 82 82 83
入学者数 83 80 81 82 80
入学定員 80 80 80 80 80

入学定員充足率 104% 100% 101% 103% 100%
在籍学生数 329 326 327 327 323
収容定員 326 324 322 320 320

収容定員充足率 101% 101% 102% 102% 101%
志願者数 165 208 263 256 276
合格者数 46 58 62 51 59
入学者数 40 43 51 45 46
入学定員 40 41 43 43 43

入学定員充足率 100% 105% 119% 105% 107%
在籍学生数 40 80 130 172 185
収容定員 40 81 124 167 170

収容定員充足率 100% 99% 105% 103% 109%

認証評価共通基礎データ様式【大学用】様式２ （2022年5月1日現在）
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志願者数 4,912 4,624 4,163 4,385 4,625
合格者数 980 997 973 975 1,008
入学者数 868 883 884 875 891
入学定員 841 842 844 859 864

入学定員充足率 103% 105% 105% 102% 103%
在籍学生数 3,831 3,838 3,877 3,883 3,915
収容定員 3,584 3,625 3,668 3,724 3,747

収容定員充足率 107% 106% 106% 104% 104%

＜編入学＞
学部名

学
科
名

項目 2018年度 20219年度 2020年度 2021年度 2022年度
入学者数（２年次）
入学定員（２年次）
入学者数（３年次） 2 2 2 2 2
入学定員（３年次） 2 2 2 2 2
入学者数（４年次）
入学定員（４年次）
入学者数（２年次）
入学定員（２年次）
入学者数（３年次） 5 4 6 3 5
入学定員（３年次） 6 6 6 6 6
入学者数（４年次）
入学定員（４年次）
入学者数（２年次）
入学定員（２年次）
入学者数（３年次） 4 4 4 4 4
入学定員（３年次） 4 4 4 4 4
入学者数（４年次）
入学定員（４年次）

入学者数（２年次） 0 0 0 0 0
入学定員（２年次） 0 0 0 0 0
入学者数（３年次） 11 10 12 9 11
入学定員（３年次） 12 12 12 12 12
入学者数（４年次） 0 0 0 0 0
入学定員（４年次） 0 0 0 0 0

研
究
科
名

専
攻

・
課
程

項目
2018年度

（平成30年度）
2019年度

（令和元年度）
2020年度

（令和2年度）
2021年度

（令和3年度）
2022年度

（令和4年度）

※秋入学は含まず

入学定員に対
する平均比率

志願者数 9 8 7 13 5
合格者数 8 8 7 12 4
入学者数 8 8 7 12 3
入学定員 10 10 10 10 10

入学定員充足率 80% 80% 70% 120% 30%
在籍学生数 20 17 15 16 16
収容定員 20 20 20 20 20

収容定員充足率 100% 85% 75% 80% 80%
志願者数 22 18 17 18 19
合格者数 21 17 15 16 18
入学者数 21 17 15 16 18
入学定員 15 15 15 15 15

入学定員充足率 140% 113% 100% 107% 120%
在籍学生数 60 66 68 74 76
収容定員 60 60 60 60 60

収容定員充足率 100% 110% 113% 123% 127%
志願者数 9 17 15 21 7
合格者数 9 15 12 19 7
入学者数 9 15 12 18 7
入学定員 15 15 15 15 15

入学定員充足率 60% 100% 80% 120% 47%
在籍学生数 56 57 54 54 60
収容定員 60 60 60 60 60

収容定員充足率 93% 95% 90% 90% 100%
志願者数 17 12 23 12 12
合格者数 17 11 22 11 12
入学者数 16 11 22 11 12
入学定員 18 18 18 18 18

入学定員充足率 89% 61% 122% 61% 67%
在籍学生数 78 81 77 68 62
収容定員 72 72 72 72 72

収容定員充足率 108% 113% 107% 94% 86%
志願者数 3 2 4 1 0
合格者数 2 1 4 1 0
入学者数 2 1 4 1 0
入学定員 4 4 4 4 4

入学定員充足率 50% 25% 100% 25% 0%
在籍学生数 8 9 9 7 6
収容定員 16 16 16 16 16

収容定員充足率 50% 56% 56% 44% 38%
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志願者数 55 65 44 58 43
合格者数 44 48 42 51 39
入学者数 42 48 40 51 35
入学定員 42 42 42 47 47

入学定員充足率 100% 114% 95% 109% 74%
在籍学生数 88 91 86 85 88
収容定員 84 84 84 89 94

収容定員充足率 105% 108% 102% 96% 94%
志願者数 6 9 9 10 1
合格者数 6 9 8 10 1
入学者数 6 9 8 10 1
入学定員 8 8 8 8 8

入学定員充足率 75% 113% 100% 125% 13%
在籍学生数 26 28 27 32 26
収容定員 24 24 24 24 24

収容定員充足率 108% 117% 113% 133% 108%
志願者数

合格者数
入学者数
入学定員

入学定員充足率 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
在籍学生数 1 1
収容定員 - -

収容定員充足率 - - #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
志願者数 0 1 1 0 0
合格者数 0 1 1 0 0
入学者数 0 1 1 0 0
入学定員 4 4 4 4 4

入学定員充足率 0% 25% 25% 0% 0%
在籍学生数 3 4 5 4 1
収容定員 12 12 12 12 12

収容定員充足率 25% 33% 42% 33% 8%
志願者数 8 13 11 7 5
合格者数 8 11 11 7 5
入学者数 8 11 10 7 5
入学定員 10 10 10 10 10

入学定員充足率 80% 110% 100% 70% 50%
在籍学生数 35 35 40 39 36
収容定員 32 36 40 40 40

収容定員充足率 109% 97% 100% 98% 90%
志願者数 14 21 24 18 20
合格者数 5 14 12 11 21
入学者数 5 11 10 8 19
入学定員 20 20 20 20 20

入学定員充足率 25% 55% 50% 40% 95%
在籍学生数 17 19 25 22 29
収容定員 40 40 40 40 40

収容定員充足率 43% 48% 63% 55% 73%
志願者数 0 0 0 3 3
合格者数 0 0 0 2 0
入学者数 0 0 0 2 0
入学定員 3 3 3 3 3

入学定員充足率 0% 0% 0% 67% 0%
在籍学生数 3 3 3 3 3
収容定員 9 9 9 9 9

収容定員充足率 33% 33% 33% 33% 33%
志願者数 28 31 36 43 71
合格者数 16 22 18 26 34
入学者数 14 21 16 26 28
入学定員 20 20 20 20 20

入学定員充足率 70% 105% 80% 130% 140%
在籍学生数 40 43 43 53 59
収容定員 40 40 40 40 40

収容定員充足率 100% 108% 108% 133% 148%
志願者数 3 1 5 4 1
合格者数 0 1 5 3 1
入学者数 0 1 4 2 1
入学定員 2 2 2 2 2

入学定員充足率 0% 50% 200% 100% 50%
在籍学生数 9 6 8 7 6
収容定員 6 6 6 6 6

収容定員充足率 150% 100% 133% 117% 100%
志願者数 80 78 102 72 61
合格者数 53 49 49 39 35
入学者数 45 42 41 35 31
入学定員 35 35 35 35 35

入学定員充足率 129% 120% 117% 100% 89%
在籍学生数 91 102 111 101 94
収容定員 60 70 70 70 70

収容定員充足率 152% 146% 159% 144% 134%
志願者数 7 5 1 5 5
合格者数 6 4 1 5 5
入学者数 5 3 1 5 4
入学定員 5 5 5 5 5

入学定員充足率 100% 60% 20% 100% 80%
在籍学生数 16 16 14 17 20
収容定員 15 15 15 15 15

収容定員充足率 107% 107% 93% 113% 133%
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志願者数 29 37 29 45 38
合格者数 23 26 19 31 27
入学者数 22 26 18 25 24
入学定員 30 30 30 30 30

入学定員充足率 73% 87% 60% 83% 80%
在籍学生数 48 49 43 48 60
収容定員 60 60 60 60 60

収容定員充足率 80% 82% 72% 80% 100%
志願者数 3 6 3 3 1
合格者数 3 5 3 3 1
入学者数 3 5 3 3 1
入学定員 5 5 5 5 5

入学定員充足率 60% 100% 60% 60% 20%
在籍学生数 14 16 15 12 13
収容定員 15 15 15 15 15

収容定員充足率 93% 107% 100% 80% 87%
志願者数 37 41 24 37 33
合格者数 24 19 15 22 19
入学者数 22 17 15 21 19
入学定員 24 24 24 24 24

入学定員充足率 92% 71% 63% 88% 79%
在籍学生数 51 48 41 41 43
収容定員 48 48 48 48 48

収容定員充足率 106% 100% 85% 85% 90%
志願者数 6 8 5 3 8
合格者数 5 6 2 3 7
入学者数 5 6 2 3 7
入学定員 5 5 5 5 5

入学定員充足率 100% 120% 40% 60% 140%
在籍学生数 15 20 21 21 22
収容定員 15 15 15 15 15

収容定員充足率 100% 133% 140% 140% 147%
志願者数 15 11 13 9 36
合格者数 14 7 12 8 31
入学者数 13 6 10 8 27
入学定員 15 15 15 15 25

入学定員充足率 87% 40% 67% 53% 108%
在籍学生数 31 21 15 19 38
収容定員 30 30 30 30 40

収容定員充足率 103% 70% 50% 63% 95%
志願者数 4 5 6 3 1
合格者数 4 3 6 3 1
入学者数 4 3 5 3 1
入学定員 5 5 5 5 5

入学定員充足率 80% 60% 100% 60% 20%
在籍学生数 13 8 12 12 12
収容定員 15 15 15 15 15

収容定員充足率 87% 53% 80% 80% 80%

志願者数 355 389 379 385 370
合格者数 268 277 264 283 268
入学者数 250 262 244 267 243
入学定員 295 295 295 300 310

入学定員充足率 85% 89% 83% 89% 78%
在籍学生数 723 740 732 735 770
収容定員 733 747 751 756 771

収容定員充足率 99% 99% 97% 97% 100%

［注］
１　学生を募集している学部・学科（課程）、研究科・専攻、専攻科・別科等ごとに行を追加して作成してください。

２　昼夜開講制をとっている学部については、昼間主コースと夜間主コースにそれぞれ分けて記入してください。
３　学部、学科の改組等により、新旧の学部、学科が併存している場合には、新旧両方を併記し、「備考」に記載してください。
４　学部・学科、研究科・専攻等が完成年度に達していない場合、その旨を備考に記載してください。
５　募集定員が若干名の場合は、「0」と記載し、入学者数については実入学者数を記載してください。
６　入学定員充足率は、入学定員に対する入学者の割合、収容定員充足率は、収容定員に対する在籍学生数の割合としてください。
７　入学定員に対する平均比率は、過去５年分の入学定員に対する入学者の比率を平均したものが自動計算されます。
８　最新年度の秋入学については別途確認します。
９　編入学の定員を設定している場合、上の表（<編入学>の表ではない方）の入学定員には、編入学の定員を加えないでください。

芸
術
工
学
研
究
科

芸
術
工
学
専
攻

（
博
士
前
期
課
程

）

77%

芸
術
工
学
専
攻

（
博
士
後
期
課
程

）

60%

理
学
研
究
科

理
学
情
報
専
攻

（
博
士
前
期
課
程

）

令和２年４月に「システ
ム自然科学研究科」か
ら「理学研究科」へ名
称変更

71%

理
学
情
報
専
攻

（
博
士
後
期
課
程

）

64%

看
護
学
研
究
科

看
護
学
専
攻

（
博
士
前
期
課
程

）

78%

看
護
学
専
攻

（
博
士
後
期
課
程

）

92%

　　なお、学部・学科等を追加する場合は、直下に追加しないと集計値がずれてしまうので、注意して下さい。

研究科合計 85%
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